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Ⅰ.農業振興計画の基本的な考え方 

１．計画策定の趣旨 

上富良野町の農業振興は、平成 31年に「第８次上富良野町農業振興計画」を策定し、町の基幹

産業として「強い農業」と「美しく活力のある農村」の創出をめざして、安全・安心な食料の供

給と消費者と生産者の結び付き強化、農業生産を支える基盤づくりと優良農地の保全、経営の安

定化・合理化と新技術の導入、活力に満ち、心豊かに暮らしていける農村づくり、農業・農村を

支える多様な担い手の育成・確保の５項目を基本目標として、計画に基づいた農業の振興に努め

てまいりました。 

この間、年号は「平成」から「令和」へと時代が移り変わる中、農業を取り巻く情勢は目まぐ

るしく変化しました。ＴＰＰ１１をはじめとした経済連携協定、貿易協定など経済のグローバル

化が進展し、輸入物の流通拡大による農畜産物の価格低迷に加え、新型コロナウイルス感染症の

流行による外食産業の消費停滞、ウクライナ情勢や円安による為替変動の影響から飼肥料原料・

エネルギー価格の上昇などの厳しい環境の変化があります。また、国内では高齢化・担い手の減

少や異常気象と言われる局地的大雨による被害や年々増加傾向にある有害鳥獣による農業被害を

受けました。 

本計画は第８次計画の各施策の実施状況の検証を行い、上富良野町の農業・農村の特性を踏ま

え、現状の社会情勢を認識し、地域農業の諸課題に対応した持続性の高い農業の確立に向けて「第

９次上富良野町農業振興計画」を策定し、町農政推進の指針となるものと考えています。 

 

２．計画の位置付け 

本計画は、「第６次上富良野町総合計画」に掲げる農政分野において目指すべき基本方針とその

実現に向けた施策を示しており、国や北海道が示す指針や既存の関連する計画との整合性を図り、

農業関係分野の推進を担う基本計画として位置付けます。 

 

３．計画の期間 

この計画の計画期間は、令和６年度から令和 10年度までの５年間とします。 

なお、この計画は現時点での情勢を基に策定しており、社会経済情勢の変化などから、計画の

推進に大きな影響がある場合は、本町の農業の動向を十分に見極め上富良野町農業振興審議会等

の意見を聴いて、必要に応じて計画の見直しを行うこととします。 
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Ⅱ.上富良野町の概要 

１．地  勢 

上富良野町は、北海道のほぼ中央部、東経 142 度 41 分 25 秒、北緯 44 度 32 分 55 秒に位置し、

北から東にかけて美瑛町と新得町、南富良野町、南から西にかけては富良野市と中富良野町に隣

接しています。 

町域は東西 24.6㎞、南北 19.0㎞、面積は 237.10平方㎞で、東に大雪山国立公園大雪山系の十

勝岳（2,077ｍ）、西に夕張山地の先端で芦別山塊といわれる山岳地帯、北に両山系の山麓と三面

を山岳地帯に囲まれています。南には市街地が開け、市街地を囲んで牧歌的な丘陵地帯とカラマ

ツ林の景観が続き、富良野盆地の平坦部に繋がっています。 

大雪山系の十勝岳連峰を源流とする富良野川、ヌッカクシフラヌイ川、ベベルイ川などが富良

野盆地に向けて流れており、その流域の平坦地は水田として、波状丘陵地は畑として利用されて

いる農業地帯です。また、町の北部には日新ダム、日の出ダム、江幌貯水池があります。 

 

２．人  口 

明治 30 年開拓者が入植、明治 36 年に現在の富良野市、大正６年に中富良野町を分村、当時の

人口は 9,786 人でした。1955 年（昭和 30 年）の自衛隊駐屯により急増し、1958 年（昭和 33 年）

のピーク時には 19,182人となりました。以降は減少が続き、国勢調査のデータでは、2010年（平

成 22年）から 2020年（令和２年）までの 10年間では、年平均 1.2％程度の減少率で推移してい

ます。2020年（令和２年）の人口は、前回調査（2015年（平成 27年））に比べ 4.4％減の 10,348

人となっております。 

資料：国勢調査 

 

資料：国勢調査 
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３．気  候 

本町は内陸部に位置し、周囲を山に囲まれているため、気温の日格差、月格差が大きい内陸性

気候を示し、近年の夏の最高平均気温が 22℃前後、冬の最低平均気温は-7℃前後となり、昼夜の

差が大きい気温差は、美味良質な農産物を生産し主穀、園芸農業に適しています。 

年間降雨量は約９６６㎜、年間積雪量は平坦部で約 1ｍ、山間部では 2～3ｍに達します。 

  

資料：気象庁 

 
資料：気象庁 
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Ⅲ.農業・農村をめぐる情勢 

１．世界の情勢 

世界の食料需給は、人口増加や開発途上国の経済発展に伴う需要増加に加えて、異常気象の頻

発、水資源の制約、土壌の流失など、様々な要因によってひっ迫する可能性があります。 

また、日本食・食文化への関心が一層高まり、海外における日本食の需要が拡大しています。

特にアジアを中心に世界の食市場が成長しており、日本の農林水産物や食品の輸出額も増加して

います。 

世界各地域で２国間や多国間の経済連携協定締結が急速に増加しており、経済のグローバル化

が一層進んでいます。日本もＴＰＰ１１や日ＥＵ・ＥＰＡ経済連携協定、日米貿易協定などによ

り、世界経済の６割を占めるマーケットに参加し、農畜産物分野での競争力強化が求められてい

ます。 

2015 年の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」への関心が高まり、

取り組みが広がっています。国内外で農業のみならずあらゆる分野で今後も取り組みが拡大して

いく見込みです。 

2020年より新型コロナウイルス感染症が世界規模で流行し、感染症の影響は人々の生命や生活

だけでなく、政治経済や国際関係、人々の行動や意識、価値観にも多方面に波及したほか、イン

バウンド減少や自粛の影響に伴う農林水産物への影響が今もなお生じております。 

中国の輸出規制やウクライナ情勢など、世界的にも主要な肥料・飼料の生産国の輸出情勢が不

安定となり、本町もその影響を受け、肥料・飼料の高騰による危機的事態となっています。 
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２．国内の情勢 

今後、人口減少や高齢化により国内の食市場が量的に縮小する中、単身世帯や共働き世帯の増

加など社会構造やライフスタイルの変化に伴い、消費者ニーズは多様化・個別化し、食の外部化

が一層進展していくことが見込まれています。 

そうした農村の人口減少や高齢化が進む一方で、若者の「田園回帰」という意識が高まってい

ます。また、地域との関係を重視する「関係人口」も注目されており、地域づくりの担い手とし

て期待されています。 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、国内経済が大きな影響を受ける中、都市過密や一極

集中のリスクが浮き彫りとなり、リモートワークなど新しい働き方への対応が急速に進んでいま

す。また、農産物貿易の一時的な停滞など、食料の安定供給に影響を及ぼすリスクが顕在化し、

国内の農業生産への期待が高まるとともに、暮らしや働く場所として、農業・農村の持つ価値や

魅力が再認識されています。 

そうした様々な国内情勢のなか、農業の効率化や変革が求められる時代となって来ています。

今後、産業競争力や地域社会の活力の低下が懸念されるため、デジタル技術の活用による産業や

社会の変革（デジタルトランスフォーメーション）が極めて重要となっており、ロボット、AI、

IoT などのデジタル技術が急速に発展する中、国ではデジタル化が進んだ社会像である

「Society5.0」※（P41 用語解説参照）の実現を目指しています。また、2021 年からは環境負荷

低減を主な目標とした「みどりの食料システム戦略」により環境配慮した持続可能で安定的な食

糧生産供給の指針を推進していくこととしています。 

 

３．地域の農業情勢 

地域農業は、担い手の高齢化や後継者不足による農家の減少、農産物の多様化と付加価値の向

上に向けた取り組み、農業基盤の整備、環境保護、地域との連携、そして有害鳥獣による農業被

害等の様々な課題が継続して存在しています。これに対し、日本型直接支払事業（中山間事業、

多面的支払事業、環境保全事業）による支援や経営所得安定対策事業等の国の事業活用、農業基

盤の整備の実施、町の独自諸施策を実施し、農業の持続性を向上させる取り組みを進めています。 

しかしながら、過去の推移からみても農家戸数の減少や離農は続く見込みであることから、労

働力の確保は喫緊の課題であり、引き続き地域を取り巻く農業情勢の変化に柔軟に対応し、地域

農業の発展と持続性を確保と、農業の持つ多面的な機能を発揮するとともに、地産地消、健康づ

くりなど「食」を通じて地域農業と町民の生活がより一層密接に関わることへの取り組みが求め

られています。 

 

４．食料需給を巡る動き 

（１）国内外からみた食料自給率 

 国のカロリーベースの食料自給率は直近で 38％ですが、昭和 40年度（1965年度）には 73％

であり、長期的に減少傾向で推移しています。主食である米の消費量は半分以下となり消費が

減少する一方で、食生活の変化により畜産物や油脂類の消費が増大する等 2000年代に入ってか

らは概ね横ばい傾向で推移しています。諸外国と比較すると、カロリーベース、生産額ベース

ともに先進国中最低水準となっています。一方で北海道のカロリーベースの食料自給率は近年

全国トップクラスを維持しています。 
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グラフ：令和３年度 農林水産省「都道府県別食料自給率」を基に北海道農政事務所で作成 

 

（２）食料安全保障の重要性について 

農村人口の減少や都市化の進行とともに、食品の加工・流通が高度化してきた中で、消費者

が農業を身近に感じることが少なくなってきています。そのため、国内農業の重要性や持続性

の確保について国民各層が認識を共有した上で、農村を維持し、次世代に継承していくことが

課題となり、国産農産物の積極的な選択など食料自給率の向上と食料安全保障の確立を図るこ

とが必要となります。 

国が策定した「食料・農業・農村基本法」（平成 11年 7月に公布・施行）においては、国内

の食料の安定的な供給を確保することを目的に食料安全保障の確立に向けた指針を定めていま

すが、制定から約 20年が経過し、昨今の国内の農業を取り巻く情勢が制定時には想定されなか

ったレベルで変化しており、令和５年度現在では見直しに向けた議論が行われております。 

 

日本の食料自給率（資料：農林水産省） 

 



   p. 7 

 

  

北海道の食料自給率（資料：農林水産省） 

 

 

令和４年度世界の食料自給率（資料：農林水産省）  
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Ⅳ.上富良野町の農業・農村の現状 

１．上富良野町の農業・農村の現状 

（１）農家戸数・農家人口 

本町の人口は、住民基本台帳による調査では令和２年で人口 10,518人となり、平成 27年と

比べて 5 年間で 643 人（5.8％）の減少となっています。一方、農家戸数・農家人口について

は、農家戸数で 246 戸（4.3％減）、農家人口で 501人（21.8％減）と、著しい減少傾向にあり

ます。認定農業者についても 237人（9.0％減）となっております。（※令和４年度末 人口：

9,990人 認定農業者数：226人） 

（単位：人・戸） 

年  次 
総世 

帯数 
人 口 

農家 

総数 

農家人口 認  定 

農業者数 総  数 男 女 

平成 12年 5,299 13,026 494 2,152 1,051 1,101 108 

平成 17年 5,419 12,618 409 1,109 585 524 230 

平成 22年 5,261 11,887 313 860 454 406 286 

平成 27年 5,196 11,161 257 641 341 300 263 

令和 2年 5,312 10,518 246 501 281 220 237 

※農家戸数/農家人口/認定農業者数（農林業センサス（総世帯数・総人口は、3月 31日の住民基本台帳）） 

 

資料：農林業センサス 

 

（２）後継者数の推移 

平成 17 年の調査では、後継者がいる農家の割合が一気に落ち込み、平成 24 年に実施した調

査では増加しましたが、令和２年の調査では更に半減しました。 

このまま推移することとなれば深刻な担い手不足となり、本町の基幹産業である農業の持

続・発展にとって大きな懸念材料と言えます。 

年次 農業経営体数 後継者いる 後継者いない 

平成 12 年 494戸 161 戸 32.6％ 333 戸 67.4％ 

平成 17 年 409戸 69 戸 16.9％ 340 戸 83.1％ 

平成 24 年 305戸 83 戸 27.2％ 222 戸 72.8％ 

令和 2年 246戸 45 戸 18.3％ 201 戸 81.7％ 

資料：後継者の有無 （H12～17農林業センサス、H24～R2人・農地プラン意向調査） 
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（３）専業・兼業別農家戸数 

専業・兼業別農家戸数の平成 27年と平成 22年の比較では、専業農家で 10戸（5.5%）増えて

いるものの、兼業農家は 66戸（50.8％）減少しており、専業農家への移行と兼業農家の減少が

進んでいます。 

資料：兼業別農家戸数（農林業センサス）※令和２年より廃止 

 

資料：農林業センサス 

 

（４）経営規模別農家戸数 

農家一戸当たりの経営面積は、農家戸数の減少とともに農地流動化や基盤整備事業の区画整

理などによる集積が図られてきた結果、３～20ha未満の農家は減少傾向に、10ha以上の農家は

７割近くを占めています。特に 30ha 以上の農家戸数は、これまで１位であった 10～20ha 未満

の農家戸数を抜き全体割合の３割近くを占めています。これは、集積化に伴う大区画化が進行

していることを表しています。 

 

年  次 総数 ～3ha 3～5ha 5～10ha 10～20ha 20～30ha 30ha～ 

平成 12年 498 57 11.4 74 14.9 141 28.3 142 28.5 58 11.6 26 5.2 

平成 17年 409 44 10.8 56 13.7 93 22.7 116 28.4 57 13.9 43 10.5 

平成 22年 313 34 10.9 23 7.3 63 20.1 96 30.7 45 14.4 52 16.6 

平成 27年 259 21 8.1 22 8.5 44 17.0 80 30.9 37 14.3 55 21.2 

令和 2年 238 23 9.7 16 6.7 39 16.4 58 24.4 34 14.3 68 28.6 

（単位：戸/％） 

資料：経営規模別農家戸数 （農林業センサス） 

256
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21

0 100 200 300 400 500 600

７年

12年

17年

22年

27年

専兼業別戸数の推移

専業

第１種

第２種

年  次 農家総数 
専  

業 

兼  業 専業農 

業割合 

兼業農家割合 

第 1種 第 2種 第 1 種 第 2種 

平成 12 年 494 戸 205戸 235 戸 54 戸 41.5% 47.6% 10.9% 

平成 17 年 409 戸 192戸 176 戸 41 戸 47.0% 43.0% 10.0% 

平成 22 年 313 戸 183戸 93戸 37 戸 58.4% 29.7% 11.9% 

平成 27 年 257 戸 193戸 43戸 21 戸 75.1% 16.7% 8.2% 

令和 2年 246 戸       

単位：戸 
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資料：農林業センサス 

（５）経営耕地面積 

農地面積は、令和２年で 6,380ha にのぼりますが、農道や用排水施設などの農業施設敷地も

含まれることから、農林業センサスの集計では以下の面積になっています。また、毎年ＪＡで

実施している作付実態調査では、作物の作付面積が 5,979ha を上回る面積で推移しています。

農家一戸当たりの耕作面積は 24haになっております。 

（単位：ｈａ） 

内容 

 

 

年次 

経営耕地面積（ｈａ） 

合計 

面積内訳 

計 田 
畑 

樹園地 
 牧草専用地 

平成 12 年 5,820 5,820 1,929 3,880 149 11 

平成 17 年 5,816 5,816 1,869 3,937 198 9 

平成 22 年 5,967 5,967 1,773 4,177 566 16 

平成 27 年 5,703 5,703 1,583 4,111 415 8 

令和 2年 5,612 5,612 1,438 4,150 751 25 

資料：経営耕地面積 （農林業センサス） 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の計が一致しない場合があります。 

 

（６）主要作物作付の推移 

①水稲作付と転作面積の推移 

水田の畑作物への転換によって、効率的な作業環境を整える観点から畦畔の撤去が進み、圃

場の湛水機能が一時的に損なわれたため、米の戸別所得補償制度(現 経営所得安定対策)が創設

されたものの水稲作付面積及び転作面積は、ほぼ横ばいで推移しています。 
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②畑作物の作付推移（転作含む） 

野菜類を除く畑作物は、「経営所得安定対策制度」によって、作付面積が増えました。特に麦

類は近年増加傾向にあります。大豆や豆類、飼料作物については、ほぼ横ばいで推移していま

す。また、その他作物の中にはそば・青シソや希少なホップ・ラベンダーも含まれます。 

 

③野菜の作付推移（畑作物の内訳：転作含む） 

野菜のほとんどは、馬鈴薯・スイートコーン・南瓜が占め、その他野菜の中では、玉ねぎ・

人参・メロン・アスパラが近年それぞれ 30ha前後の作付けで推移しています。高収益が期待で

きる園芸作物については、面積の維持・増反を目的として平成 28年から開始した「収益向上作

物生産振興補助」の事業を活用しています。 
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（７）家畜飼養頭数の推移 

乳用牛については価格の下落や飼料価格の高騰が加速しているなか、緩やかに減少傾向にあ

ります。肉用牛の繁殖・育成及び養豚については、農業法人が大規模で経営していることに加

え、ブランド品としての定着や飼養施設の拡大など積極的な設備投資を行っており全体的に増

加傾向にあるものの、養豚においては個人農家の離農もあり、最終的には減少しました。 

 

資料：家畜飼育数の推移（町実態調査） 
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1,496 1,500 1,448 1,430 1,447 1,318 1,333 1,316 1,295 1,202

7,684

9,026
9,739 10,204 10,317

11,313
10,692 10,661

11,437 11,423

0

5,000

10,000

15,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

乳・肉用牛飼育数の推移

乳用牛 肉用牛

年度 乳用牛 肉用牛 豚 

平成 29年 1,447 頭 10,317 頭 40,317 頭 

平成 30年 1,318 頭 11,313 頭 41,209 頭 

令和 元年 1,333 頭 10,692 頭 41,842 頭 

令和 ２年 1,316 頭 10,661 頭 41,979 頭 

令和 ３年 1,295 頭 11,437 頭 42,116 頭 

令和 ４年 1,202 頭 11,423 頭 38,592 頭 

単位：ｈａ 

単位：頭数 
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（８）販売額別構成比 

販売額別の農家構成比からも、一戸当たりの販売額は増加の傾向にあります。平成 12年には

１千万円以上を販売した農家比率は５割に満たなかったものの、令和２年においては６割を超

え、500万円以上を販売した農家は８割を超えています。 

これは離農等により農地の流動・集約化が進み、農家一戸当たりの耕作面積が増えたことに

加え、基盤整備の完了やスマート農業の推進により効率的な営農が可能となってきているとこ

ろが大きいと思われます。平成 22年に 313戸あった農家が令和２年には 246戸へと約８割に減

少しており、一戸当たりの耕作規模は拡大したことに比例して販売額も伸びており、特に 3,000

万円以上の農家戸数は年々増加傾向であることが伺えます。 

年次 戸数 
販売 

なし 

～50 

万円 

～100 

万円 

～300 

万円 

～500 

万円 

～1,000 

万円 

～3,000 

万円 

3,000 

万円以上 

平成 12年 494 7 11 14 38 54 128 223 19 

平成 17年 409 8 16 9 34 40 72 196 34 

平成 22年 313 2 12 4 18 22 62 160 33 

平成 27年 282 11 5 3 15 22 60 125 41 

令和 2年 246 4 4 4 12 18 41 114 49 

資料：農産物販売金額規模別経営体数（農林業センサス） 

 

資料：農産物販売金額規模別経営体数（農林業センサス） 
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（９）近年の気象状況 

近年、異常気象とみられる天候不順や多雨による農業被害が恒常的に発生するようになって

きました。特に局地的集中豪雨による農地流出や冠水、排水路や農道などの農業施設への被害

は顕著なものとなっています。近年では平成 28 年の局地的な大雨や、令和 3年の大雪によるハ

ウスの倒壊や同年の高温少雨による干ばつ被害の影響により、農作物被害が発生しました。ま

た、令和５年８月の月平均気温は観測史上最高値を記録しており、今後の気象状況については

予断を許しませんが、安定的な農業経営を目指すうえで大きく懸念されます。 

年  次 平均気温 最高気温 最低気温 総降水量 最大日降水量 日照時間 

平成 30年 7.3℃ 35.6℃ -23.0℃ 1203ｍｍ 107ｍｍ 1,469時間 

令和 元年 7.4℃ 35.6℃ -24.1℃ 761ｍｍ 36ｍｍ 1,622時間 

令和 ２年 7.6℃ 35.0℃ -28.8℃ 835ｍｍ 73ｍｍ 1,593時間 

令和 ３年 8.0℃ 37.5℃ -23.7℃ 887ｍｍ 44ｍｍ 1,489時間 

令和 ４年 7.9℃ 33.4℃ -22.9℃ 1,044ｍｍ 98ｍｍ 1,569時間 

資料：近年の気象状況（旭川地方気象庁台） 

資料：旭川地方気象庁台 
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Ⅴ. 上富良野町農業・農村のめざす姿 

「第８次上富良野町農業振興計画（平成３１年～令和５年）」及び「上富良野町農業・農村振興

実践プラン（令和２～５年）」で示した基本方針・主要施策の評価を基に反省と今後の課題につい

て整理し、「第６次上富良野町総合計画（平成３１年～令和１０年）」、国の「食料・農業・農村基

本計画」と北海道が策定した「第６期北海道農業・農村振興推進計画」やアンケート調査（令和

５年７月実施）を踏まえ、「現状と課題」と３つの「めざす姿」に取り組みの方向性を分類しまし

た。 

第８次上富良野町農業振興計画の共通していた各種取り組みをまとめ、第６次上富良野町総合

計画の農林業部門の９つの主要施策と本計画の「施策の方針」を一致させ、令和 10年度に本計画

と同時期に終了することから、次期計画に向けた成果と評価を明確に結び付けられるようにしま

した。 

上記内容を基に、「多様な人材が活躍する、活力と魅力あふれる農業・農村づくり」をめざして

いくため、次のとおり 

「持続可能で生産性の高い農村づくり」 

「活力に満ち心豊かに暮らしていける農村づくり」 

「多様な担い手が活躍する農村づくり」 

の３つに分けて整理します。

 

 

  

第８次上富良野町
農業振興計画

基本目標 「めざす姿」

１　安全・安心な食料の安定供給と
　消費者と生産者の結び付き強化 ⇒ ⇒

1-1 農業生産基盤の充実

２　農業生産を支える基盤づくりと
　優良農地の保全 ⇒ ⇒

1-2 畜産の振興

３　経営の安定化・合理化と新技術
　の導入 ⇒ ⇒

1-3 食の安全・安心と環境に配慮した農業の促進

⇒ ⇒ 2-1 農業生産の省力化・高品質化等の促進

⇒ 2-2 農畜産物の消費の拡大

⇒ 2-3 都市・農村交流と６次産業化の促進

⇒ ⇒ 3-1 農業・農村を担う人材の育成

⇒ 3-2 計画的な森林整備の促進

⇒ 3-3 有害鳥獣対策の強化

第９次上富良野町農業振興計画

※総合計画農林業部門の９つの主要施策と同様

施策の方針

１　持続可能で生産性
　の高い農村づくり

４　活力に満ち、心豊かに暮らして
　いける農村づくり

２　活力に満ち心豊か
　に暮らしていける農
　村づくり

５　農業・農村を支える多様な担い
　手の育成・確保

３　多様な担い手が活
　躍する農村づくり
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１.持続可能で生産性の高い農村づくり 

（１）現状と課題 

  上富良野町では、内陸型気候の恵まれた環境から米や小麦、大豆の主力作物をはじめ、じゃ

がいも、メロンやホップなど様々な農作物を生産しています。そうした農産物を安定的に生産

していくためには農地・農業水利施設は、農業生産に欠くことのできない基礎的な資源であり、

道営土地改良事業をはじめとした土地区画整理事業等の基盤整備を推進し、農作物の安定生産

に向けた取り組みを行ってきました。今後も、健全な農地・農業水利施設の確保と農地の有効

利用を図るための規模の拡大や排水性強化等を計画的に取り組むとともに、その効果を持続的

に発揮させるため、適正な維持管理を行うことが必要になります。 

農村には、国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全等の多面的な機能を有しており、本

町においても多面的機能支払制度等を活用した農地の保全活動を推進してきました。 

農村地域の特性を活かした多面的機能を持続的に発揮させ、農作物の安定生産を確保する継

続した取り組みが必要となります。これまでの農家戸数や後継者数の推計から、今後において

も農家戸数の減少が想定され、離農者等からの農地継承により、農業者の一戸あたりの経営面

積は増加していくことが見込まれ、経営の効率化と労働力の確保が引き続き重要な課題になり

ます。 

また、近年は局地的な大雨や高温少雨による干ばつといった想定を超える天候不順や異常気

象からの災害が頻発しており、自然災害の想定は困難ですが、農地等の防災・減災対策や経営

維持のための所得補償制度の活用など災害に負けない強い農村づくりを進める必要があります。 

  クリーン農業、有機農業の推進は食の安全・安心を確保するためにも必要となっており、適

切な農薬使用や有機農業等の取り組みが必要となります。本町では環境に調和した農業を推進

するために環境保全型農業直接支払交付金事業を活用した化学農薬・肥料の低減や有機農業等

の取り組みを実施してきました。 

  堆肥や地力増進作物による土づくりは、耕畜連携により環境と調和した農業生産活動が進め

られていることから、引き続き家畜排せつ物法の遵守の推進や、ＳＤＧｓを契機とした環境保

護等の持続可能な農業を目指した取り組みを推進する必要があります。 

このような課題を解決し、限りある資源と環境に考慮し、食の安心安全と農産物を安定的に

生産していくためには、持続可能で生産性の高い農村づくりが必要とされます。 

 

（２）めざす姿 

〇農業基盤整備が充実し、多面的な機能を発揮した農業 

〇畜産の振興と経営の安定を進めた農業 

〇食の安心・安全と環境に調和した農業 
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２.活力に満ち心豊かに暮らしていける農村づくり 

（１）現状と課題 

  本町ではこれまで、地場産食材を活用した料理教室・講習会の開催や、生産者と消費者の相

互理解を促進する地場産品提供のイベント開催や「食と農業」を学ぶ機会を通じて農業・農村

の理解深化を進めてきました。農産物の安定的な生産のためにも消費者から積極的に選ばれる

地場農畜産物の消費拡大に向け、地域ＰＲの拡充など、引き続き地産地消に向けた取り組みが

必要となります。 

  本町の農業は基幹産業であり、地域の活力を支え、農村地域におけるコミュニティ機能の維

持等の地域社会への連携における重要な役割を担っています。今後予想される更なる人口減少

と高齢化により、地域の活力と地域コミュニティ機能の低下が懸念されます。農村の有する多

面的機能の発揮による環境の保全など地域が主体となった活動が必要とされるため、地域コミ

ュニティの維持が必要となります。 

  本町では農業を身近に感じてもらえる取り組みが農業全体の相互理解につながると考えられ

ることから、修学旅行受入れや町内活動団体によるフィールドワークと総合学習を継続して実

施してきました。地域における食料の安定的な供給のためには、農業を通じた繋がりや農業・

農村に対する相互理解を促進することが重要であり、グリーン・ツーリズムや農業体験の推進

による消費者の理解を深め、消費者と生産者との交流による地場農畜産物の利用促進や地産地

消の促進を図る必要があります。 

  ６次産業化への取り組みは、豊かな農畜産物の資源活用から所得向上のみならず雇用機会の

拡大や更には移住定住促進といった地域産業の活性化として期待されており、近年では平成 31

年と令和３年に６次産業化による商品化が実現しました。水田地帯や畜産業などの各地域・経

営形態の特性や豊かな資源を生かした農畜産物の魅力を発信するため、農村交流や６次産業化

といった地域ブランドの維持・構築による地域の活性化に繋げる取り組みが必要となります。 

  地元農産物を利用した新たな農産加工品の創出を図るための農産物加工実習施設は、現状建

物の老朽化が見られるため、引き続き延命措置等対策が必要になります。 

今後も予測される高齢化や後継者不足による活力の低下が懸念されると同時に生産効率の低

下、労働力不足も懸念されます。前計画からそれらの課題に対応するため、経営安定、合理化

の施策として、スマート農業を推進し、国の制度を活用し計画初期の段階から、防除用ドロー

ン実証試験、ＧＮＳＳガイダンスや自動操舵システムの導入を進め、新技術を活用した作業の

省力化、品質の安定化を図ってきていますが、今後も高度化されるスマート農業を引き続き利

用拡大を図るとともに生産現場のみならず流通販売から消費、行政までにデジタル化を取り入

れた農業ＤＸを活用し、省力化や高品質化を進化させた安定供給体制の確立に向けた取り組み

を進める必要があります。 

  活力に満ち心豊かに暮らしていける安定供給体制の確立を目指し、多角的な視点による農業

と地域の理解を深めていきます。 

 

（２）めざす姿 

〇農業生産の省力化・高品質化等の促進で安定した農業づくり 

〇農畜産物の消費拡大と地域社会への連携による活力ある農業 

〇農村交流と６次産業化による地域産業の活性化が進んだ農村 
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３.多様な担い手が活躍する農村づくり 

（１）現状と課題 

  令和５年７月実施のアンケート調査によると、「農業所得の維持拡大を図るにあたり抱えてい

る課題」において、１番多かったものが「労働力不足」となっており、「農業後継者について」

では「いない」が 83％を占めています。 

本町は令和２年農林業センサスによると 246 戸の経営体が存在し、中山間地や水田地帯とい

った地理的要件の違いや、家族・法人経営等様々な農業経営体が存在したなかで、経営形態に

合わせた労働力不足の解消に向けた取り組みや、農業後継者の確保・育成が必要となります。 

高齢化や担い手不足のなかで地域の活力を保つため、地域の中心となる中核的なリーダーの

育成が必要となります。 

  本町はこれまで、新規就農者に対して国の助成制度を活用し、町の新たな農業担い手等支援

事業の経済的支援をはじめ準備段階から農業経営改善支援センターによる伴走型支援を実施し、

着実な就農となる取り組みを進めてきました。 

新たな担い手における総合的な受入れ体制の確保に向けた取り組みは、新規就農者を確保す

る上で重要なものであり、継続して取り組みを進める必要があります。令和５年度からは新た

な施策として地域おこし協力隊制度を活用し、特産農作物の生産支援活動として作業等を担い

ながら新規就農を目指す取り組みを行っています。 

  森林は水源のかん養や山地における災害の防止の機能を持ち、そのほか木材の産業利用や地

球温暖化など多面的な機能を有している重要な役割を持つ貴重な資源です。森林管理の適正化

が隣接する農地保全に繋がるため、森林整備計画の目標達成を目指し、私有林の計画的な伐採

作業の促進と収益性の向上を図り、造林や間伐などの保育作業の支援や森林が持つ多面的機能

が充分に発揮できるよう機能保全の推進が必要となります。 

有害鳥獣による農被害は年々増加傾向にあり深刻な問題になっています。鳥獣被害対策にお

いては、人材不足や高齢化が進むなか、アライグマやシカの個体数は増加し続けており、農被

害を最小限に抑えるための対策が必要です。町では農地の侵入防止対策として、農業者による

電牧柵の設置を支援し野生動物の侵入防止を図るほか、アライグマ対策として捕獲技能講習会

の実施による駆除従事者の拡大を図っており、安定的な農業生産を確保するためには今後も農

被害防止対策の強化が必要になります。 

こうした様々な担い手の関わりが農業・農村を形成しており、地域住民、農業関係者、行政、

研究機関など関係機関と連携し持続可能な農業を展開していくため、多様な担い手が活躍する

農村づくりが必要とされます。 

 

（２）めざす姿 

〇農業・農村を担う人材を育成し光り輝く農業者 

〇多面的機能を有した森林の適切な利用と保全整備の計画的管理 

〇有害鳥獣対策の強化による安定的な農業生産 
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Ⅵ. 施策の方針と展開 

 「多様な人材が活躍する、活力と魅力あふれる農業・農村づくり」の実現を目的に

「めざす姿」から施策を展開していきます。 

 

１.持続可能で生産性の高い農村づくり 

1-1 農業生産基盤の充実 

 農業生産基盤の整備は、農作物の収量・品質及び作業効率の向上や冷湿害の軽減など、農業生

産に大きく貢献しており、農業資源や農業技術を最大限に活用して、持続可能で生産性の高い農

業を展開していくため、農地の大区画化、排水性強化の整備や基幹水利施設の計画的な維持・改

修整備などを推進します。 

 町全体の農地整備率が 50％を超え、水田地域の圃場整備がおおむね完了し、農地の大区画化、

パイプライン化、排水性の向上によって生産性が高まる一方で、畑作地域を中心に未整備圃場も

多く存在し、また、過去の整備圃場においては経年劣化による排水等の性能低下が見られること

から、健全化のための二次整備も視野に入れながら、今後も生産基盤の強化を図っていかなけれ

ばなりません。高い生産力の確保と労働力不足の解消を図るため、作業の効率化と省力化ができ

る生産方法として、引き続きスマート農業技術を活用し、生産力の向上に向けた効果的な整備を

推進します。 

 荒廃農地の発生防止にむけて、多面的機能支払制度及び中山間地域等直接支払制度による地域

における今後の農地利用の話し合いや共同活動を支援し、農業の多面的機能の維持・発揮に向け

た取り組みを推進します。また、農業委員会との連携強化を図り、農地パトロールの取り組みを

推進し、荒廃農地の発生防止・解消に向けた取り組みを推進します。 

優良農地の確保と農用地の有効利用の取り組みを進めるため、農業振興地域制度及び農地転用

許可制度について適切な運用を図るとともに、農用地改善組合の機能の充実に向けた取り組みと

農地中間管理事業による農地の集積・集約化を促進します。 

近年の異常気象による頻発する災害に備えた基幹排水路の整備と圃場の暗渠排水、心土破砕等

の小規模土地改良事業や農業水利施設の保全を奨励するとともに、中山間地域等直接支払制度を

活用した適切な維持管理による総合的な防災・減災対策や、道営農村地域防災減災対策事業など

の早期完了を目指し、災害に負けない農村づくりを推進します。 

 地域の中心的担い手への農地集積は、平成 24年度開始の人・農地プランに基づき進めてきまし

たが、令和４年の農業経営基盤強化促進法改正に伴い、地域計画へ移行することから、地域計画

に定めた今後 10年間の目標地図を活用することにより、優良農地の集積と耕作放棄地の防止を図

り、計画的な農用地の有効活用を推進します。 
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（１）農業生産基盤の整備 

道営経営体育成基盤整備事業や道営農村地域防災減災対策事業等により、区画整理や用排水

路、農道等の農業生産基盤の整備の充実と多面的な機能を発揮した持続性の高い農業を目指し

ます。また、土層改良の取り組み等を推奨し、農作業の効率化から収益向上を図ります。 

 

 

（２）農業・農村の多面的な機能を発揮する取り組み 

 中山間地域等生産条件の不利な地域の農業生産活動を支援し、多面的機能支払交付金、中山

間地域等直接支払交付金、環境保全型農業直接支払交付金の日本型直接支払制度の活用により、

農業・農村の持つ国土の保全や水源のかん養、景観の形成等の多面的機能の発揮を促進すると

ともに地域の活性化を図ります。また、自然生態系の保全や良好な農村形成に向けて、地域の

景観や環境に配慮した施設の整備と保全する取り組みを推進します。 

 

資料：令和４年度中山間直接支払対象面積（地区別） 

 

（３）上富良野町集落協議会の機能強化 

地域全体と各地区の課題解決に向けた取り組みに対して、地区や各団体に事業調整や費用の

助成を行うとともに、各地区との連携のもと組織機能を強化し地区の活性化に繋げます。 

 

田 畑
樹

園
地

国営 道営
そ

の

他

計
整

備
率

道営
そ

の

他

平成17年 6,137 1,891 4,236 9 860 1,126 50 2,036 33.2%

平成22年 5,967 1,774 4,177 16 860 1,176 50 2,086 35.0%

平成27年 5,704 1,584 4,111 9 860 1,226 50 2,136 37.4%

令和 2年 5,612 1,438 4,150 25 860 1,348 50 2,258 40.2% 954 3,211 57.2%

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の計が一致しない場合があります。

単位：ha

整備率

(予定含)
年次

耕地

面積

整備済面積
整備予

定面積
計

単位：ha

急傾斜 緩傾斜 計 急傾斜 緩傾斜 計 急傾斜 緩傾斜 計
日　新 0.7 0.7 10.4 10.4 4.3 4.3 15.4
清　富 55.8 55.8 6.9 6.9 62.7
草　分 15.3 15.3 3.1 92.4 95.5 32.0 32.0 142.8
里　仁 103.3 103.3 20.8 20.8 124.1
江　幌 119.8 119.8 23.8 23.8 143.6
静　修 0.3 0.3 0.3 128.3 128.6 8.0 8.0 136.9
江　花 1.3 1.3 178.2 178.2 17.5 17.5 197.0
日の出 10.9 10.9 58.4 58.4 0.5 29.2 29.7 99.0
旭　野 0.2 31.9 32.1 1.8 1.8 33.9
島　津 0.5 18.3 18.8 0.2 37.6 37.8 6.2 6.2 62.8
富　原 2.6 143.3 145.9 10.9 10.9 3.0 3.0 159.8
東　中 62.1 329.9 392.0 26.9 26.9 0.3 16.3 16.6 435.5
合　計 65.5 519.7 585.2 3.8 853.9 857.7 0.8 169.8 170.6 1,613.5

地区名
田 畑 草地

合計
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（４）優良農地の確保と耕作放棄地の発生予防 

農地は農業生産にとって最も基礎的な資源であるため、優良な農地は良好な状態で維持・保

全し、かつ有効利用を図ることが重要であることから、農地の利用実態を的確に把握し、農業

振興地域制度や農地の転用等関連する施策・制度の活用により優良農地の確保と利用促進や農

地の流動化に繋げるとともに、関係機関との農地情報の共有化や地図情報のデジタル化などの

農業ＤＸを活用し、耕作放棄地※1や荒廃農地※2の発生を抑制する。 

（※1過去１年以上作物を作付けせず、再び作付けする意思のない土地 ※2 現に耕作されてお

らず、耕作の放棄により荒廃し、作物の栽培が客観的に不可能となっている農地） 

 

（５）農地農業水利施設の保全・維持管理 

農業用水の安定供給と国土や自然環境の保全、災害の防止など多面的機能を十分発揮させる

ため、農業用水利施設等の適切な維持管理を推進します。 

また、多面的機能支払制度を活用し、土地改良区やＪＡ等の関係機関との連携強化を図り、

各種事業の活動支援を推進します。 

 

（６）国営、道営、団体営などの公共事業の活用 

国や北海道、土地改良区等と連携し、地域の状況を把握し、実情に応じ計画的に国営、道営、

団体営などの公共事業の活用を推進します。各種事業の活用により土地改良事業受益者の負担

軽減を図り、農業生産の基礎となる土地改良施設等の農業基盤整備を推進します。 

事業実施においては、受益者や地域の状況を踏まえたなかで、農地造成や区画整理、客土、

暗きょ排水などの圃場の改良整備を行い、農業経営の安定と優良農地の保全を推進します。 
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（７）農作業及び農村地域における安全対策 

  地域の共同活用による事故件数は増加傾向にあるため、作業時における事故の防止と農業機

械の安全利用を推進します。また、コロナ過後における農村地域への観光客流入の増加が見込

まれ、交通事故等が懸念されることから、農地へ侵入防止の対策に合わせて事故防止対策の強

化を図ります。 

 

1-2 畜産の振興 

本町の畜産は、肉用牛・乳用牛・養豚と分類され、大規模な法人により肉用牛肥育農場や養豚

場経営が営われ、それぞれブランド化を図っております。一方で家族経営が多いことから一経営

体に対する負担も多く、法人・家族経営も共通し昨今の資材及び飼料の高騰等により様々な負担

を強いられており、こうした課題を解決するため、国・北海道・町による対策の活用を推進しま

す。 

 畜産においては、労働力不足は継続的課題であり労働力の負担を軽減するため、公共牧場等の

活用の推進や、労働力・人材確保のため農業ヘルパー等の利用拡大に向けた研究・検討等の取り

組み等により畜産経営の安定化と持続可能性を高め、所得の増加や維持発展向けた取り組みを推

進します。 

 現在発生している家畜伝染病の終息に向けた適正な対応を図るとともに、多様な家畜伝染病の

発生に対応するため、防疫対策を強化し、継続して家畜排せつ物の適正な管理を推進します。経

営拡大に向けた草地整備や草地改良の促進を図り、自給飼料の生産・利用を推進し、畜産経営の

安定化を目指した取り組みを推進します。 

 

（１）畜産経営の安定・生産性の効率化に向けた取り組み 

富良野沿線（ふらの沿線地域畜産クラスター協議会）における畜産クラスター事業の活用や

国・北海道・町の各種事業を活用し畜産業の負担軽減に向けた機械の導入や農業ＤＸ※（P41

用語解説参照）を意識したデジタル技術搭載の作業機等の普及を促進し、労働力の省力化と生

産性の効率化を推進します。 

飼料生産基盤の強化に向けて、国産飼料の拡大に向けた自家飼料の増産やＴＭＲセンターや

コントラクター等の飼料の安定生産に向けた施策は継続して検討し、畜産経営の安定化に向け

た取り組みを推進します。 

 

（２）公共牧場の利用による負担軽減及び経営の安定化 

富良野広域連合が運営する公共串内牧場や道営草地畜産基盤整備事業完了により整備された

草地や哺育・育成センター等の先進的な施設設備の有効利用を促進し、牛飼養者の負担軽減及

び経営の安定化を推進します。 
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（３）防疫対策の徹底 

  家畜伝染病は、発生から終息までに長期間を要することから、新たな発生予防に向けて、家

畜自衛防疫組合が主体となり上川家畜保健衛生所や北海道共済組合富良野支所、ふらの農業協

同組合等の関係機関と連携し、情報の共有と防疫体制の強化を図ります。 

 

1-3 食の安全・安心と環境に配慮した農業の促進 

安全で良質な農畜産物を安定的に生産するため、国・北海道の制度や需要実態を見極め、食品

の安全確保と食品に対する消費者の信頼の維持を図り、クリーン農業など環境と調和した持続的

な農業を推進します。また、生産者をはじめ、流通・加工関係者や消費者など、町民との協働の

もと、人々の生命と健康を支える「食」の安全・安心を確保するとともに、低コスト・省力化の

取り組みを推進することで食料を安定供給するための基盤の体制維持を図ります。 

これらを実現するため、環境保全型農業直接支払交付金事業を活用した化学農薬・肥料低減や

有機農業等の取り組みを推進するとともに、北海道独自の栽培基準である「Ｙｅｓ,Ｃｌｅａｎ」

制度の取り組みを推進します。また、農業生産体制における農業生産工程管理を取り入れた食品

安全や環境保全、労働安全等の持続可能性を確保するＧＡＰ認証の取得に向けた取り組みを推進

します。 

このほか環境への影響に配慮するため遺伝子組換え作物と一般作物との交雑・混入の防止を図

る取り組みを推進し、遺伝的な多様性の損失や環境破壊の防止を図ります。 

 堆肥利用による健全な土づくりは、環境と調和のとれた農業生産活動の基盤となることから、

堆肥に関するコントラクター事業は検討しつつ、収量向上に資する土づくりを推進します。また、

ＳＤＧｓを契機とした環境と調和した持続可能な農業の展開や、食品ロスやプラスチックごみへ

の対処等環境を意識した取り組みを推進します。 

 

（１）環境と調和した農業の推進 

環境保全型農業直接支払交付金事業の推進や、農業生産段階における工程管理手法（ＧＡＰ）

の導入を推進するとともに、肥料や農薬、動物用医薬品、飼料が関係法令に基づき適切に流通、

使用されるよう、製造、販売業者や生産者への指導や助言、情報提供の取り組みを推進します。
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（２）食の安全・安定供給 

生産から消費に至るまでの食の安全・安心の確保に関する施策を総合的・計画的に推進し、

良質な農産物の低コスト化を図るため、ＪＡ等関係機関と協力し主要農産物等の優良品種に対

する種子生産体制の確保と安定供給の取り組みを推進します。 

 

（３）クリーン農業の普及拡大 

クリーン農業の普及拡大を促進するとともに、消費者の期待

に応えるクリーン農業技術のさらなる高度化や地域の有機資源

（たい肥等）の活用を基本とした取り組みを推進します。 

 

（４）新型コロナウイルス感染症をはじめとする新たな感染症対応 

  新たな感染症発生に伴う経済環境の悪化により、食品産業の需要減少や人手不足に陥るなど、

多くの課題に対応するため、今後も突発的な各種感染症や感染症以外の状況の変化による影響

の課題解決に向けた体制の構築等の対策強化を図ります。 
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２.活力に満ち心豊かに暮らしていける農村づくり 

2-1 農業生産の省力化・高品質化等の促進 

少子高齢化が一層進み、人口減少や担い手不足により一経営体当たりの経営面積が増大するな

か、労働力不足が懸念されます。そうした労働力不足を補うために省力化を目的とした共同利用

の農業機械・施設・設備の導入や、機械化・高品質化による商品価値の底上げを図ります。 

第８次上富良野町農業振興計画から新たにスマート農業を推進してきました。時代は４Ｇから

５Ｇへと通信環境は進化拡大し、農業施策を展開していくうえでのデジタル化はスマート農業や

ＡＩ・ＩＣＴのみならず、農業ＤＸといった進化を続ける最先端の科学技術を活用し、あらゆる

データを精度の高い分析に基づいた農業経営により省力化や農畜産物の品質の向上を推進します。  

地域の自然条件や農業構造等実態に即したスマート農業の活用事例等の情報収集や研究を行い、

新たな農業生産技術の普及促進と有効活用を推進します。 

 今後も高収益につながる作物に特化した生産を促すため、ハウス等の栽培施設及び作業機導入

などを支援することにより、生産コストの低減と産地拡大を図り、収益向上による経営の安定化

や産地の競争力強化に向けた取り組みを推進します。 

 

 

（１）安定した経営に向けた合理化の推進 

農地集積等による経営規模の拡大や、複合経営等の営農形態が変化するなか、安定した経営

を目指すべく、現在高騰している生産資材の使用低減の取り組みを進め、経営規模の拡大や営

農改善に見合った農業所得の確保・向上に繋がるよう、新技術の導入による収益性の向上や高

性能な農業機械や施設の共同利用等の合理化を推進します。また、「農業経営基盤の強化の促進

に関する基本的な構想」より主たる経営者の所得目標下限値は 440万円とします。 

生産現場

●高収量・高付加価値化

●安定生産(リスク軽減)

●円滑な技能伝承

●需要に応じた生産、輸出拡大

●農作業の効率化（スマート農業）

●資材調達の効率化　等

　　　　　　　需要データ 政策情報

　　　　　　　決済データ 病害虫予察、災害情報等

品質データ

生産データ

営農データ 申請情報

気象データ 現場要望

流通・小売・輸出・消費者等 行政（国・地方公共団体）

●流通コストの低減

●消費者ニーズに合った商品開発

●食品ロスの減少

●品質管理の高度化

●決済の効率化

●輸出手続の迅速化等

市場データ

流通データ

行政データ

統計データ

●行政事務の効率化

●政策効果の増大

●政策リソースの拡張

●効率的・効果的な情報受発信　等

・eMAFF

・地理情報

デジタルトランスフォーメーションにより実現する農業の未来

データ連携などの

プラットフォーム
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・農業生産推計額（農林水産省 農林業センサスからの推計額）  

・表示単位未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の計が一致しない場合がある。 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

米 770 830 810 910 830 880 880 770

麦類 230 320 270 300 290 390 390 550

豆類 460 450 270 470 400 340 340 290

いも類 420 500 610 540 430 500 500 390

野菜 1,470 1,530 1,510 1,420 1,520 1,240 1,240 1,170

果実 20 20 20 20 10 40 40 40

工芸農作物 290 320 270 310 210 240 240 210

その他作物 80 60 60 80 100 90 100 110

耕種計（ア） 3,740 4,030 3,820 4,050 3,790 3,720 3,720 3,530

肉牛 850 1,020 980 1,060 1,200 2,250 2,250 2,560

乳用牛 800 870 940 970 1,000 870 870 870

豚 3,420 3,250 3,170 3,450 3,290 2,120 2,120 2,120

その他畜産物 - - - - - 100 100 120

畜産計（イ） 5,070 5,140 5,090 5,480 5,490 5,340 5,340 5,670

8,810 9,170 8,910 9,530 9,280 9,060 9,060 9,200

耕

種

畜

産

合計（ア+イ）

農産物種類

単位：百万円
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（２）各種補助事業活用による機械・施設等の導入の推進 

  国や北海道による機械・施設・設備等の導入事業の活用や事業資金の金利負担を軽減する利

子補給制度を活用し、高額な導入費用を抑え経営の圧迫を防ぎます。また、演習場周辺農業用

施設設置助成事業の活用による付加価値向上等を図るための高性能な農業機械や集出荷貯蔵施

設、加工施設など生産・流通体制の整備等を推進します。 

 

（３）収益向上作物の促進 

  園芸作物の産地形成及び農業経営の安定のため、収益向上作物導入支援事業を継続して実施

し、対象作物や意欲的な担い手の拡大に向けた取り組みを推進し、高収益作物生産の促進を図

ります。  

 

（４）新技術・農業ＤＸの促進 

  新技術による、生産性・収益性・作業効率の向上に取り組む農業者を支援します。自動操舵

トラクターや農業用ドローンなどの ITやロボットを活用したスマート農業のみならず、生産・

流通等あらゆる分野においてデジタル化とデータ解析技術を導入した、農業全体における最先

端の科学技術やデータ利活用を推進します。 

農業行政においては、農林水産省共通申請サービス（ｅＭＡＦＦ）を利用することで手続き

の簡素化や申請のデータ化を進めることで効率化を図り、農業経営者の利便性向上を図ります。 

 

（５）地域農業再生協議会の機能強化 

経営所得安定対策等の着実な実施を図るため、水田活用直接支払交付金の交付対象水田の見

直しによる畑地化促進等といった各種制度変更や方針転換に対応できるよう対象者への周知、

運用を図るとともに、本町の実情に即した支援により農業所得の安定を図っていきます。 

また、今後国からの生産振興の要請等により再生協議会の役割が高まる事から、国や北海道

の各種支援事業に柔軟に対応するため協議会運営に関わる各組織団体と連携し体制の強化を図

ります。 
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2-2 農畜産物の消費の拡大 

 地元の生産者と関係機関の協力で「地産地消」を促進し、引き続き普及活動を推進します。学

校給食では町内産農畜産物を使用し、自給率向上と地産地消の促進を図り、食育活動も安全で良

質な地場産品を理解してもらう取り組みを推進します。消費者のニーズに応える流通確保に向け

た調査研究を進め、地域社会と連携し、今後も地域の特色を活かした地元農畜産物のブランド力

の維持・強化に向けた取り組みを推進するとともに、消費拡大と収益向上に向けた産地直売や流

通販売の方法や施設整備等の地域発展に向けた取り組みを推進します。 

 

（１）各種イベントの活用や学校給食との連携による地産地消に向けた取り組み 

各種地場産農作物のＰＲイベントへの参加により町内外における消費の拡大を促し、地産地

消を促進します。学校給食における町内産農畜産物の使用により生産と消費の理解を促進し、

自給率向上と食への関心を高め、地域農業の理解と地産地消を促進します。また、地場野菜の

安定供給に向けた販路・保存方法等手法の研究を推進します。 

 

（２）食育及び健康づくりに向けた取り組み 

食育及び健康づくり事業等での本町の農業の理解深化に向けた取り組みと、地場産農産物の

積極的な活用を推進します。 

 

（３）地場産品販売拠点施設（直売所）の活用 

地元農畜産物の消費拡大に向けた生産者と消費者との理解深化の促進、関係づくりを進める

ため、引き続きマルシェなど直売イベントや商業店舗内直売コーナーなどの支援協力を進める

とともに産地直売や流通販売の方法や常設の施設整備等の取り組みを推進します。 
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2-3 都市・農村交流と６次産業化の促進 

６次産業化の取り組みでは、地域農業の活性化と雇用機会の拡大を目指し、地場産の特産品開

発に向けた国の「農山漁村発イノベーション事業」などを活用し支援するとともに、ふるさと納

税返礼品や各種イベントでの活用を通じた販路拡大、販売促進を推進します。 

生産者と２次・３次事業者のマッチングの促進や新たなブランド化を図ることで生産価値向上

を目指します。また、新商品の開発から販売戦略や販路開拓まで、多様な機会を農業者に提供し、

需要創出を推進します。地場産品活用の商品開発加工の拠点となる農産物加工実習施設は、引き

続き活用を図りながら、将来に向けた施設利用計画の検討を推進します。 

本町の農村環境の魅力を最大限に生かしたグリーン・ツーリズムを推進し、都市部と農村の交

流を一層推進し、消費者との交流、農業と観光の連携した交流を推進します。 

 また、将来の地域の支えとなる子どもたちの農業に対する理解を深めるためにも、農業体験学

習を活用し、美しい景観や新鮮で美味しい農畜産物など、農業をより身近に感じてもらえるよう

な取り組みを推進します。 

 農福連携や中山間地域等直接支払制度の活用による地域運営機能の強化を支援するほか、農村

が持つ豊かな自然や食を活用した地域の活動計画づくりを支援します。 

 

（１）６次産業化の推進 

６次産業化の新規参入、既存事業者や関係機関及び団体との連携強化を図り、関係者のネッ

トワークづくりや商品開発等の加工販売に向けた取り組みを支援するとともに、ふるさと納税

返礼品への活用や各種イベントでの活用を進め、新たな需要、販路開拓や新商品開発を推進し

ます。 

 

（２）グリーン・ツーリズムや農業体験の推進 

グリーン・ツーリズム及び農業・農村体験機会の拡充や、子どもや事業者を対象にした農業・

農村体験学習機会を設け、恵まれた地域資源である自然環境や豊富な農畜産物の食材などを活

用し、都市と農村との交流に資する活動などを推進します。 
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（３）地元農畜産物の付加価値に向けた取り組み 

地元農畜産物の付加価値を高め、消費者に選ばれる農畜産物や食品のブランド力の向上に向

けた普及活動等取り組みを推進します。 

 

（４）農業・商業・観光との連携 

かみふらの十勝岳観光協会や上富良野町商工会をはじめ、観光や飲食関連事業所等の各関係

機関と産業間連携のもと、地元農畜産物における利用促進や情報発信を推進し、地域食材を活

用した商品開発など、地域資源の活用が図れる体制づくりを推進します。 

  

（５）生産者と消費者との交流促進 

地元農産物を提供する団体の直売イベントや近郊小売店への販売ブース設置等の産消提携の

拡充に向けた活動を支援します。また、農産物の直売は生産者と消費者との交流を図る貴重な

機会であることや地元農畜産物の品質の高さを理解する機会であるため、継続して支援してい

くとともに販売企画に協力し参画者の拡大や質の向上の促進を図ります。 

 

（６）地域コミュニティ活動推進 

地域コミュニティ施設の適切な運用管理を実施し、農村地域の自然や景観、伝統文化、生産

物など多様な資源を発掘、活用した農村づくりを推進します。 

地区名 地区拠点施設名 築年 施設概要 備  考 

日 新 公民館日新分館 S54 集会室等３・調理室・図書室   

清 富 清富多世代交流センター H5 集会室等６・講堂 清富分館解体 

草 分 草分防災センター H2 集会室等４・調理室   

里 仁 公民館里仁分館 H21 集会室等２・調理室   

江 幌 公民館江幌分館 S50 集会室等３・調理室   

静 修 静修農業構造改善センター H 元 集会室２・調理室・図書室   

江 花 公民館江花分館 H15 集会室等２・調理室   

日の出 日東会館 S57 集会室等４・調理室   

島 津 島津ふれあいセンター H2 集会室等４・調理室   

旭 野 公民館旭野分館 S55 集会室等３・調理室・図書室   

富 原 公民館富原分館 H5 集会室等３・調理室   

東 中 東中会館 S51 集会室等４・調理室・図書室   

表：農村地区交流拠点施設の概要 

 



   p. 31 

 

（７）商品開発加工施設の活用 

地元農畜産物の商品開発、加工、販売を行う農産物加工実習施設は、地場産品活用の重要な

拠点であることから、生産者と事業者との研究、交流の促進を推進するため、引き続き既存施

設の点検修繕による健全化を図りつつ長寿命化更新計画の検討を進めます。  
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３.多様な担い手が活躍する農村づくり 

3-1 農業・農村を担う人材の育成 

少子高齢化による担い手・労働力不足といった課題を解消するため、各農業関係機関や団体と

の連携強化を図り、人材確保や経営アドバイス・後継者パートナー対策の支援・情報提供の強化

に向けた取り組みを推進します。多様な担い手が活躍できるよう研修・講習の内容を充実させる

ことや、支援プログラムを検討・推進することによって、認定農業者をはじめ後継者や新規就農

者の育成・確保を推進します。 

女性農業者と高齢農業者の活躍の機会を広げるため、積極的な女性進出を支援し、情報提供と

働きやすい環境の整備等の支援の取り組みを推進します。地域参画により女性の声を反映させる

とともに、高齢農業者が経験と技術を活かせる環境づくりにも注力し、女性農業者と高齢農業者

がより活躍しやすい環境づくりを推進します。 

家族単位での農業を営む家族経営体が多くあることから家族経営協定の締結を促進し、就業条

件及び農業経営の改善を進めます。また、経営体の法人化による得られる経営の安定や人材確保

と福利厚生の安定、補助事業における優遇措置や６次産業化への継承など利点を最大限活かせる

よう法人化を推進します。 

          

年 度 
認定農 

業者数 

新 規 終期到来 再認定 

離農等 

認定者変更 
増 

減 個

人 

法

人 

個

人 

法

人 

個

人 

法

人 
法人化 

経営

移譲 

共同

申請 

Ｈ25 272 4 0 27 0 27 0 ▲ 8 0 ▲ 2 ▲ 1 ▲7 

Ｈ26 270 3 1 85 5 84 5 ▲ 6 ▲ 1 0 3 ▲2 

Ｈ27 263 4 1 78 2 73 2 ▲ 6 0 ▲ 2 1 ▲7 

Ｈ28 262 6 1 24 8 22 8 ▲ 4 0 ▲ 6 4 ▲1 

Ｈ29 254 3 1 16 2 16 2 ▲ 8 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 1 ▲8 

Ｈ30 258 4 4 25 1 25 1 0 ▲ 3 ▲ 2 1 4 

R１ 252 5 2 71 5 68 5 ▲ 5 ▲ 2 ▲ 5 2 ▲6 

R２ 237 9 0 57 4 53 4 ▲ 8 0 ▲ 8 ▲ 4 ▲15 

R３ 228 2 1 22 10 20 10 ▲ 6 0 ▲ 2 ▲ 2 ▲9 

R４ 226 2 3 20 4 20 4 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 1 ▲2 

資料：認定農業者数の推移 

 

新たな担い手へ的確な育成・指導にも繋げるため、優れた農業経営を行いつつ指導的役割を担

える方を北海道指導農業士・農業士として活動を支援協力するとともに、指導農業士への受入れ

支援を充実させるよう取り組みます。子弟後継者や新規就農者、第三者継承、新規参入事業者な

ど多様な担い手を確保し、円滑な就農に繋げるため、情報の収集提供や研修体制の整備を図ると

ともに、地域おこし協力隊の活用や農業就学の運営協力など様々な担い手育成に向けた支援を推

進します。 

緑峰高校 農業専攻科入学者数         単位：人 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

2 0 2 1 2 0 3 2 3 0 
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（１）地域の中心的担い手の育成と確保 

農業経営・技術・戦略習得など多様な研修会の充実を図り、担い手育成の支援に向けた情報

提供を実施し、各関係機関との連携機能の強化を図り、担い手の育成と確保を推進します。 

 

（２）女性農業者・高齢農業者の活躍 

女性農業者が一層活躍できる環境整備を進め、男女平等参画に向けた意識啓発と組織登用と

運営を推進します。また、高齢農業者が経験と技術を活かせる環境づくりや持続的な農業発展

を推進します。 

 

（３）労働力不足の解消 

ＪＡ関連事業者などの各種関係機関と連携した人材派遣体制の強化を図るとともに労働力確

保に関する情報収集と人材確保の支援協力を推進します。 

 

（４）新規就農者の育成・確保 

将来を担う新規就農者の受入体制の整備を行い、担い手支援事業や就農準備資金・経営開始

資金等の各種事業の利用や情報の収集・発信に努め、経営支援センター等の関係機関と連携を

図り、円滑な就農から経営安定に向けた取り組みを推進します。 

 

（５）地域おこし協力隊の活用 

  ラベンダーをはじめとした本町の特産農作物の生産については、作付面積及び戸数が減少傾

向にあるため、農作物の生産支援と将来の担い手を目的に地域おこし協力隊員制度を活用した

取り組みを推進します。今後は特産農作物支援のみならず本町農業の想定される様々な課題に

対応する活動を踏まえた取り組みを推進します。 
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3-2 計画的な森林整備の促進 

森林管理の適正化を目指した森林整備計画の目標達成に向け取り組みます。また、2022年 6月

上富良野町は 2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロに向けて「上富良野町ゼロカーボンシティ」

を宣言し、二酸化炭素等の温室効果ガスと森林による吸収除去量を均一にすることを目標にしま

した。目標達成のためにも、管理されていない森林の解消を目指し、各種関係機関と連携を図り

ます。こうした、森林の保全管理活動等は中山間地域等における農地等の維持保全に資すること

から適正な森林管理を推進します。 

 

（１）健全な森林の育成と多面的機能の発揮 

  健全な森林の育成を図り、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮できるよう、森林組合と連

携し森林の保全・整備を推進するとともに、森林法や北海道が定める地域森林計画に基づき、

適切な保育、育成を実施します。 

 

3-3 有害鳥獣対策の強化 

有害鳥獣は農作物や木材生産に被害を与えるため、被害防止対策が必要となります。農作物被

害は年々増加傾向にあり、特にアライグマの個体数の増加が著しく駆除の頭数が加速しているこ

とから安定的な農業生産を確保するため対策の強化を推進します。 

 また、農地がエゾシカやヒグマ等が生息する山林に隣接する農地では、農作物の被害を受けや

すい環境から、農業収入の減少や今後の農地保全にも大きな影響があるため、猟友会をはじめ各

関係機関の協力のもと、有害鳥獣の実態の把握と捕獲体制の強化を行い、捕獲・駆除に向けた効

果的な技術の取得や方法の開発・導入をして農作物被害の軽減を図り、鳥獣被害対策活動への支

援を実施し、被害対策の強化を推進します。 
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（１）担い手の確保 

有害鳥獣被害対策の重要性の理解を深めるため、情報提供や啓発活動を行います。経験豊富

な猟友会の専門的な指導のもと、鳥獣被害対策活動への取り組みを推進します。 

 

（２）有害鳥獣対策における捕獲機材等の充実 

ヒグマや特定外来種であるアライグマを捕獲するため、箱わな等の捕獲機材を適宜購入整備

し、各農場へ配布を実施します。また、エゾシカ侵入防止用に、電気牧柵を購入し農業者へ資

材の貸付を実施し、被害を防止するとともに個体数の減少に向けた取り組みを推進します。 

 

（３）猟友会と連携し有害鳥獣駆除への協力支援の推進 

対象鳥獣捕獲員にて駆除を実施した際に、捕獲数に応じた駆除活動に対し交付金の支給等の

助成を行うとともに、捕獲方法に対する情報提供実施などソフト面の充実に向けた取り組みを

推進します。  

年度
エゾシカ
捕獲数

被害面積
（ha）

内ｴｿﾞｼｶ
被害

被害金額
（千円）

内ｴｿﾞｼｶ
被害

H26 136 75 70 21,035 19,780
H27 126 71 65 35,746 34,261
H28 123 54 48 24,296 21,918
H29 113 95 82 28,801 24,746
H30 64 87 75 28,586 24,111
R1 82 94 73 31,711 19,889
R2 145 101 95 31,467 28,220
R3 89 168 115 53,297 38,803
R4 74 100 85 34,435 26,510

農業被害の状況
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４．農業関係機関との連携 

農業関係機関との連携強化を図り、第９次上富良野町農業振興計画の着実な実行に繋げていき

ます。 

 

（１）ふらの農業協同組合  

「農政部門ワンストップ化」を目的として、ふらの農業協同組合北エリア上富良野事務所内

に町の農業部門を置いています（平成 29年 4月より）。 

  農業諸施策の円滑な展開・遂行、農業相談や諸手続き利便性向上、JAと町で情報共有と協議

体制強化を図り、地域農業者にとって一番身近な農業機関・組織であることから、綿密に連携

し、農業経営の発展と地域における農業振興の推進体制強化の取り組みを推進します。 

 

（２）上富良野町農業委員会 

農地の適正かつ効率的な利用の促進や優良農地の確保、さらには地域農業の担い手育成など

に連携した取り組みを推進します。 

 

（３）富良野土地改良区 

農業水利施設等の維持管理、農業生産基盤整備の推進主体として、農業振興を担う役割を十

分発揮するため、協力体制を堅持し、連携した事業・取り組みを推進します。 

 

（４）しろがね土地改良区  

しろがね地区の農業水利施設の維持管理推進主体として、協力体制を堅持し、既存施設の長

寿命化対策などについて連携した取り組みを推進します。 

 

（５）北海道農業共済組合 

天候不順や災害による農作物被害の対応など、共済事業・収入保険制度と連動した対策を構

築し農業経営の安定・持続につながるほか、畜産の防疫体制を堅持するため連携した取り組み

を推進します。 

 

（６）上川農業改良普及センター富良野支所 

様々な研究成果をベースにした共益・実用的な成果を、農業者が知識・技術として習得・活

用し、農業経営や農村生活の向上につなげるため連携した取り組みを推進します。 
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《用語解説》 

（五十音順、アルファベット順） 

 

あ行 

 

●遺伝子組換え作物 

遺伝子組換え技術（ある生物がもつ有用な遺伝子を取り出して、他の生物に導入すること

により新たな性質を加える技術）を用いて作出した作物のこと。 

 

●イノベーション 

全く新しい製品やサービスを生み出すこと。それまでのモノ・仕組みなどに対して全く新

しい技術や考え方を取り入れて新たな価値を生み出して社会に大きな変化を起こすこと。 

 

か行 

 

●家族経営協定 

家族で営農を行っている農業経営において、家族間の話合いを基に経営計画、各世帯員の

役割、就業条件等を文書にして取り決めたものをいう。この協定により、女性や後継者等の

農業に従事する世帯員の役割が明確化され、農業者年金の保険料の優遇措置の対象となるほ

か、認定農業者制度の共同申請等が可能となる。 

 

●グリーン・ツーリズム 

緑豊かな農村地域において、その自然や文化、人々との交流を楽しみながら、ゆとりある

休暇を過ごす滞在型の余暇活動のことで、農業生産活動や農産物を仲立ちとした人的な交流

を主体としたものを指す。 

グリーン・ツーリズムを受け入れる農村の対応には、ファームイン、ファームレストラン、

直売所、観光農園、市民農園などがある。 

※ファームイン 

農家民泊、農泊のこと。近年では農村地域において、ファームインを通してその自然や文

化、人々との交流を楽しみながらゆとりある休暇を過ごす滞在型の余暇活動が進められてい

る。 

 

●クリーン農業 

環境保全型農業のことで、堆肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、化学肥料や

化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめるなど、環境の調和に配慮した農業。 

※化学肥料 

肥料のうち化学合成されたものをいい、化学合成とは、化学的手段（生活現象に関連して

起こる発酵、熟成等の化学変化を含まない。）によって化合物及び元素を構造の新たな物質に

変化させることをいう。 
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●耕作放棄地 

もともと農用地として使用されていた土地で、過去１年以上管理されずに放置され、今後

とも肥培管理を行う意思のない土地のこと。 

 

●コントラクター 

農作業機械と労働力を有して、農家から農作業を請け負う組織のこと。農業者による営農

集団や農業協同組合のほか、民間企業によるものがある。 

 

さ行 

 

●指導農業士 

次代の農業の担い手として積極的な意欲と能力を有する者の育成指導や地域農業の振興等

に対する助言、協力を行う優れた農業者のこと。道は北海道指導農業士として認定している。 

 

●食育 

様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を有し、健全な食生活を実

践することができる人間を育てること。 

 

●食料自給率（供給熱量ベース、生産額ベース） 

国民の食料消費が、国内の食料生産でどの程度賄えているかを示す指標のこと。食料全体

における自給率を示す総合食料自給率は、供給熱量ベース（カロリーベース）と生産額ベー

スの２通りの方法で算出されている（畜産物については、輸入した飼料を使って国内で生産

した分は、国産には算入されていない。）。 

 

●スマート農業 

ロボット技術や ICT などの先端技術を活用し、超省力化や高品質生産などを可能にする新

たな農業のこと。 

 

た行 

 

●地産地消 

地域で生産されたものをその地域で消費すること。道内各地で農業者による新鮮な地場産

品の直売や農業者等と消費者の交流活動など、多様な取り組みが展開されている。 

 

●デジタル化 

 IoT や AI、クラウドといったデジタルテクノロジーを使って、既存製品の付加価値を高め

たり、業務の効率化を図ったりすること。 

 

●デジタルトランスフォーメーション 

デジタル化にとどまらず、デジタルテクノロジーを駆使して、経営や事業の在り方、生活

や働き方を変革すること。 



   p. 39 

 

な行 

 

●認定農業者 

農業経営基盤強化促進法に基づき、経営改善を図ろうとする農業者が自ら農業経営改善計

画を作成・申請し、①市町村の基本構想に照らして適切であり、②その計画の達成される見

込みが確実で、③農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切であるとして、市町村

等から計画の認定を受けた者のこと。 

 

●農業経営体 

農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生産又は作業に係る面積・頭数が

次のいずれかに該当する事業を行う者のこと。①経営耕地面積が 30 アール以上の規模の農業

②農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数、その他の事業の規模が一定の基準以

上の農業③農作業の受託の事業農業経営体は１世帯（雇用の有無を問わず、また、一戸一法

人を含む。）で事業を行う家族経営体と、複数戸法人など家族経営体以外で農産物の生産若し

くは農作業の受託のみを行う組織経営体に分類される。 

 

●農業産出額 

農業生産活動による品目ごとの生産数量（再び農業に投入される種子、飼料作物等の中間

生産物を控除した数量）に、品目ごとの農家庭先販売価格（消費税を含む。）を乗じて求めら

れたもの。 

 

●農業 DX 

ITやロボットを活用した農業のスマート化だけでなく、食や健康の領域まで視野に入れた

概念です。個別の農業生産（営農）に加えて、流通や販売、マーケティング、ブランディン

グ、廃棄物処理、CO2排出対策なども含めた農業全体を、最先端の科学技術やデータ利活用

を通じて変革しようとするもの。 

 

●農業法人 

農地等の利用の有無にかかわらず、農業を営む法人の総称。 

 

●農福連携 

農業と福祉が連携し、障がい者等の農業分野での活躍を通じて、農業経営の発展とともに、

障がい者等の自信や生きがいを創出し、社会参画を実現する取り組みのこと。 

 

●農泊 

農山漁村地域に宿泊し、滞在中に地域資源を活用した食事や体験等を楽しむ「農山漁村滞

在型旅行」のこと。なお、「農泊」は農林水産省の登録商標であり、地域の中で「宿泊」、「食

事」、「体験」を提供できる形を備えていることが必要とされている。 

 

●農地の集積・集約化 

農地の集積とは、農地を所有し、又は借り入れること等により、利用する農地面積を拡大
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することをいう。農地の集約化とは、農地の利用権を交換すること等により、農地の分散を

解消することで農作業を連続的に支障なく行えるようにすることをいう。 

 

は行 

 

●豚熱 

CSF ウイルスによって引き起こされる豚やイノシシの伝染病であり、発熱、食欲不振、元

気消失等の症状を示し、強い伝播（でんぱ）力と高い致死率が特徴。アジアを含め世界では

本病の発生が依然として認められる。我が国は、平成 19（2007）年に清浄化を達成したが、

平成 30（2018）年 9 月に 26 年ぶりに発生した。なお、豚、イノシシの病気であり、人に感

染することはない。 

 

や行 

 

●有機農業 

化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組替え技術を利用しない

ことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減した農業生産の方法

を用いて行われる農業のこと。有機農業の推進に関する法律第２条で定義されている。 

 

●遊休農地 

農地法第 32条第１項各号のいずれかに該当するもので、過去１年以上作物を栽培せず、耕

作できる状態が保たれていない農地又は周辺農地と比較して利用程度が著しく低い農地のこ

と。 

 

●優良農地 

一団のまとまりのある農地や、農業水利施設の整備等を行ったことによって生産性が向上し

た農地など良好な営農条件を備えた農地のこと。 

 

ら行 

 

●酪農ヘルパー 

酪農家に代わって、搾乳や飼料給与などの作業に従事する人のこと。酪農家は、朝夕２回

の搾乳作業などにより、１年を通じて休みが取りにくい実態にあるが、酪農ヘルパーの利用

により休日の確保が可能となる。 

 

●6次化産業 

１次産業である農林水産業が、農林水産物の生産だけにとどまらず、それを原材料とした

加工食品の製造・販売や観光農園のような地域資源を活かしたサービスなど、２次産業や３

次産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用した新

たな付加価値を生み出す取り組み。 
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アルファベット 

 

●ＡＩ(Artificial Intelligence) 

人工知能のこと。学習・推論･判断といった人間の知能の持つ機能を備えたコンピュータシ

ステム。 

 

●ＥＰＡ/ＦＴＡ 

EPAは Economic Partnership Agreementの略で経済連携協定、FTA は Free Trade Agreement

の略で自由貿易協定のこと。物品の関税やサービス貿易の障壁などを削減・撤廃することを

目的として特定国・地域の間で締結される協定を FTAといい、FTA の内容に加え、投資ルー

ルや知的財産の保護なども盛り込み、より幅広い経済関係の強化を目指す協定を EPA という。 

 

●ＧＡＰ（ギャップ） 

Good Agricultural Practice（農業生産工程管理）の略で、農業において、食品安全、環

境保全、労働安全などの持続可能性を確保するための生産工程管理の取り組みのこと。 

 

●ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite System） 

人工衛星からの信号を受信することにより、世界のどこにいても現在位置を正確に割り出

すことができる測位システムのこと。GPS（Global Positioning Systemの略）は、GNSS の一

つで、米国によって運用される衛星測位システムのこと。また、RTK（Real TimeKinematic

の略）-GNSS は、GNSS の測位方式の一つで、補正位置情報をリアルタイムに算定し移動局の

測位を行うもの。 

 

●ＧＰＳ（Global Positioning System） 

全地球測位システム。人工衛星からの発射される信号を用いて位置や時刻情報を取得する

システム。農業分野では、圃場計測、農作業履歴の記録、農作業機械と連動した運転支援や

作物情報の収集、資材散布の効率化等への実用化がされている。 

 

●ＩＣＴ（Information and Communication Technology） 

情報通信技術の略で、通信技術を活用したコミュニケーションを指し、情報や通信に関す

る技術の総称。 

 

●ＩoＴ（Internet of Thing） 

モノのインターネットのこと。世の中に存在する様々なモノがインターネットに接続され、

相互に情報をやり取りして、自動認識や自動制御、遠隔操作などを行うこと。 

 

●SDGs（持続可能な開発目標）  

Sustainable Development Goals の略で、平成 27年（2015年）９月の国連サミットにおい

て全会一致で採択された、令和 12 年（2030 年）を期限とする国際社会全体の開発目標のこ

と。飢餓や貧困の撲滅、経済成長と雇用、気候変動対策など包括的な 17の目標を設定。法的

な拘束力はなく、各国の状況に応じた自主的な対応が求められる。 
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●Society5.0 （ソサエティ 5.0） 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムに

より、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）のこと。狩猟社

会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）

に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未

来社会の姿として初めて提唱された。 

 

●ＴＭＲ（Total Mixed Ration） 

粗飼料や濃厚飼料等を混合し、牛が必要としているすべての栄養素をバランスよく含んだ

飼料のこと。栄養的に均一で選び食いができないという特徴がある。これを専門的につくり、

農家に供給する施設をＴＭＲセンターという。 

 

●ＴＰＰ（Trans-Pacific Partnership） 

環太平洋パーナーシップのこと。TPP 協定はアジア太平洋地域において物品関税だけでな

く、サービス、投資の自由化を進め、さらには知的財産、金融サービス、電子商取引、国有

企業の規律など、幅広い分野で 21世紀型のルールを構築する経済連携協定。平成 28年（2016

年）２月に 12カ国が協定に署名したが、29年（2017 年）１月に米国が離脱を表明したため、

11 カ国が協定の早期発効に向けた検討を行うことで合意し、同年 11 月に TPP11 協定

（CPTPP:Comprehensiveand Progressive Agreement for TPP）が大筋合意し、30 年（2018 年）

３月に署名が行われ、12月 30日に発効された。 

 

●ＹＥＳ！ｃｌｅａｎ表示制度 

おいしくて、カラダにも地球にも優しい自然由来の農産物であることを保証する、北海道

独自の表示制度のこと。道内で生産された農産物を対象に、農産物ごとに定められた化学肥

料・化学合成農薬の使用の削減など、一定の基準を満たした生産集団が生産・出荷する農産

物に、「YES!cleanマーク」を表示し、併せて化学肥料や化学合成農薬の成分使用回数などの

栽培情報を消費者に知らせ、「北のクリーン農産物表示要領」に基づくもの。 

 

●ＲＣＥＰ（Regional Comprehensive Economic Partnership） 

RCEP 協定は世界の GDP、貿易総額、人口の約 3 割を占める地域の大型協定。日本や中国、

韓国、オーストラリア、ニュージーランド、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）加盟 10 カ国

の計 15カ国が参加する「地域的な包括的経済連携（RCEP）協定」が 2022年 1月 1日に発効。同

協定は、市場アクセスの改善、知的財産や電子商取引などの幅広い分野のルール整備を通じ

て、地域における貿易・投資の促進およびサプライチェーンの効率化、そして自由で公正な

経済秩序の構築への貢献が期待される協定。 

 

●ＴＡＧ（Trade Agreement on Goods） 

「日米物品貿易協定」のこと。日米がお互い輸出入する農産物、自動車、工業製品も含め

たすべてのモノ（goods）にかけている関税の削減や撤廃などを取り決めようとする貿易協定。 

金融・投資やサービスの自由化にも範囲が及ぶ自由貿易協定（ＦＴＡ）は、モノの関税以

外の分野も入っていたが、ＴＡＧは交渉の範囲がモノに絞られている点が大きな特徴となっ
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ている。 
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第６次上富良野町総合計画（農林業部門抜粋） 

農林業 主要施策 

 

 農業・農村を担う人材の育成 

 農業生産基盤の充実 

 農業生産の省力化・高品質化の促進 

 畜産の振興 

 食の安全・安心と環境に配慮した農業の促進 

 農畜産物の消費の拡大 

 都市・農村交流と６次産業化の促進 

 計画的な森林整備の促進 

 有害鳥獣対策の強化 

 

 

成果指標（ベンチマーク） 

 

指標名 単位 
令和４年度 

（実績値） 

令和 10年度 

（目標値） 
備考 

認定農業者率 ％ ９４．２ ９５．５ 
R4認定農業者数 

226人 

農業生産法人数 法人 ４２ ５４  

新規就農者数及び農業後継者数 

（計画期間中累計） 
人 １８ １８  

耕作放棄地面積 ｈａ １１ ０  

農業生産額（農業センサス結果） 百万円 ９，２００ ９，２２０  

 

 

 

農林業 
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ベ
ン
ト
の
活
用
や
学
校
給
食
と
の
連
携
に
よ
る
地
産
地
消
に
向
け
た
取
り
組
み

（
２
）
食
育
及
び
健
康
づ
く
り
に
向
け
た
取
り
組
み

（
３
）
地
場
産
品
販
売
拠
点
施
設
（
直
売
所
）
の
活
用

（
１
）
６
次
産
業
化
の
推
進

（
２
）
グ
リ
ー
ン
・
ツ
ー
リ
ズ
ム
や
農
業
体
験
の
推
進

（
３
）
地
元
農
畜
産
物
の
付
加
価
値
に
向
け
た
取
り
組
み

（
４
）
農
業
・
商
業
・
観
光
と
の
連
携

（
５
）
生
産
者
と
消
費
者
と
の
交
流
促
進

（
６
）
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
推
進

（
７
）
商
品
開
発
加
工
施
設
の
活
用

（
１
）
地
域
の
中
心
的
担
い
手
の
育
成
と
確
保

（
２
）
女
性
農
業
者
・
高
齢
農
業
者
の
活
躍

（
３
）
労
働
力
不
足
の
解
消

（
４
）
新
規
就
農
者
の
育
成
・
確
保

（
５
）
地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
活
用

（
１
）
担
い
手
の
確
保

（
２
）
有
害
鳥
獣
対
策
に
お
け
る
捕
獲
機
材
等
の
充
実

（
３
）
猟
友
会
と
連
携
し
有
害
鳥
獣
駆
除
へ
の
協
力
支
援
の
推
進

・
ふ
ら
の
農
業
協
同
組
合

・
上
富
良
野
町
農
業
委
員
会

・
富
良
野
土
地
改
良
区

・
し
ろ
が
ね
土
地
改
良
区

・
上
川
総
合
振
興
局
南
部
耕
地
出
張
所

・
北
海
道
農
業
共
済
組
合

・
上
川
農
業
改
良
普
及
セ
ン
タ
ー
富
良
野
支
所

「 多 様 な 人 材 が 活 躍 す る 、 活 力 と 魅 力 あ ふ れ る 農 業 ・ 農 村 づ く り 」

施
策
の
展
開

別
紙
：
第
９
次
上
富
良
野
町
農
業
振
興
計
画
の
基
本
方
針
と
施
策
の
展
開
の
体
系

施
策
の
方
針

（
１
）
健
全
な
森
林
の
育
成
と
多
面
的
機
能
の
発
揮

食
の
安
全
・
安
心
と
環
境
に
配
慮
し
た
農
業

の
促
進

1-
3

農
業
生
産
基
盤
の
充
実

1-
1

畜
産
の
振
興

1-
2

め
ざ
す
姿

３
.多

様
な
担
い
手
が
活
躍
す
る
農
村
づ
く
り

２
.活

力
に
満
ち
心
豊
か
に
暮
ら
し
て
い
け
る
農
村
づ
く
り

１
.持

続
可
能
で
生
産
性
の
高
い
農
村
づ
く
り

2-
1

４
.農

業
関
係
機
関
と
の
連
携

農
業
・
農
村
を
担
う
人
材
の
育
成

3-
1

計
画
的
な
森
林
整
備
の
促
進

3-
2

有
害
鳥
獣
対
策
の
強
化

3-
3

農
業
生
産
の
省
力
化
・
高
品
質
化
等
の
促
進

農
畜
産
物
の
消
費
の
拡
大

2-
2

都
市
・
農
村
交
流
と
６
次
産
業
化
の
促
進

2-
3

別
紙
2
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１ 第 8次上富良野町農業振興計画総括・評価表 

２ 家族協定締結状況 

３ 串内牧場入牧頭数の推移 

４ 道営事業の推移 

５ 中山間事業直接支払：歳入・歳出 

６ 国庫補助による農業機械導入の推移 

７ 町の農業支援対策単独事業実績 

８ 第９次農業振興計画及び地域計画の作成に向けた農業経営 

  に関する調査 

 



第
８

次
　

上
富

良
野

町
農

業
振

興
計

画
総

括
及

び
評

価
表

基
本

目
標

基
本

方
針

具
体

的
な

取
組

施
策

の
展

開
方

向
と

取
組

内
容

成
果

と
評

価
課

題
と

今
後

の
方

向
性

第
９

次
の

項
目

・
経

営
所

得
安

定
対

策
制

度
や

産
地

交
付

金
制

度
の

効
果

的
活

用
に

よ
り

、
農

業
所

得
の

安
定

に
繋

げ
て

い
き

ま
す

。

標
準

的
な

生
産

と
販

売
の

差
額

相
当

分
と

標
準

収
入

の
補

填
分

を
交

付
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

ま
た

、
水

田
の

転
換

作
物

は
地

域
裁

量
に

よ
る

特
色

を
生

か
し

た
幅

広
い

品
目

を
産

地
交

付
金

に
設

定
し

た
こ

と
で

、
実

情
に

合
わ

せ
た

支
援

が
で

き
、

経
営

所
得

の
安

定
化

が
図

ら
れ

た
。

水
田

の
転

換
畑

作
物

に
つ

い
て

は
、

主
要

品
目

の
地

域
振

興
作

物
へ

の
位

置
付

け
に

よ
る

地
域

の
特

性
に

対
応

し
た

取
り

組
み

と
高

収
益

作
物

の
導

入
促

進
に

よ
る

収
益

力
強

化
の

取
り

組
み

を
引

き
続

き
推

進
し

て
い

く
。

ま
た

、
転

作
に

対
し

て
は

令
和

８
年

ま
で

の
畑

地
化

に
向

け
た

制
度

運
用

が
示

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

今
後

も
種

々
生

産
振

興
施

策
の

動
向

を
注

視
し

な
が

ら
効

果
的

な
施

策
や

制
度

の
活

用
を

図
り

、
引

き
続

き
農

業
所

得
の

安
定

化
に

つ
な

げ
る

。

1
-
3

・
 生

産
か

ら
消

費
に

至
る

ま
で

の
食

の
安

全
・

安
心

の
確

保
に

関
す

る
施

策
を

総
合

的
・

計
画

的
に

推
進

し
ま

す
。

食
の

安
全

・
安

心
の

確
保

の
施

策
と

し
て

、
生

産
工

程
管

理
（

G
A

P
）

制
度

に
よ

る
食

品
安

全
の

管
理

手
法

導
入

に
向

け
た

情
報

提
供

と
取

り
組

み
の

実
践

、
認

証
制

度
の

活
用

の
ほ

か
北

海
道

が
推

奨
す

る
ク

リ
ー

ン
農

業
の

実
施

等
を

総
合

的
に

推
進

し
て

き
た

。

地
域

農
業

が
持

続
し

て
い

く
た

め
に

は
欠

く
こ

と
の

で
き

な
い

取
り

組
み

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

今
後

も
ク

リ
ー

ン
農

業
、

環
境

保
全

型
農

業
、

G
A

P
の

取
り

組
み

等
の

促
進

を
図

る
た

め
の

支
援

を
継

続
す

る
と

と
も

に
食

の
安

全
・

安
心

に
関

す
る

必
要

な
施

策
の

研
究

・
検

討
を

進
め

て
い

く
。

1
-
3

雑
・

混
入

の
防

止
を

図
る

取
り

組
み

を
推

進
し

ま
す

。

遺
伝

子
組

換
え

（
G

M
）

作
物

の
取

り
扱

い
は

、
飼

料
安

全
法

及
び

カ
ル

タ
ヘ

ナ
法

等
の

関
係

法
令

に
基

づ
き

安
全

性
が

確
保

さ
れ

た
も

の
の

み
届

出
に

よ
り

生
産

が
可

能
で

あ
り

、
遺

伝
子

組
換

え
作

物
生

産
の

状
況

に
つ

い
て

は
、

J
A

と
連

携
し

、
生

産
の

実
態

把
握

に
努

め
て

き
た

。

町
内

に
お

け
る

G
M

作
物

生
産

は
確

認
さ

れ
て

い
な

い
が

、
関

係
法

令
に

よ
り

厳
し

い
生

産
条

件
が

あ
る

た
め

、
将

来
の

流
通

拡
大

に
備

え
て

取
り

扱
い

に
対

す
る

情
報

提
供

が
必

要
と

な
る

。
引

き
続

き
交

雑
、

混
入

防
止

策
と

し
て

G
A

P
食

品
安

全
管

理
手

法
を

取
入

れ
る

な
ど

管
理

方
法

の
検

討
を

進
め

る
。

1
-
3

の
低

減
や

高
収

益
作

物
の

導
入

、
付

加
価

値
向

上
等

を
図

る
た

め
の

高
性

能
な

農
業

機
械

や
集

出
荷

貯
蔵

施
設

、
加

工
施

設
な

ど
生

産
・

流
通

体
制

の
整

備
な

ど
を

推
進

し
ま

す
。

高
収

益
に

つ
な

が
る

作
物

に
特

化
し

た
生

産
を

促
す

た
め

、
ハ

ウ
ス

等
の

栽
培

施
設

及
び

作
業

機
導

入
に

対
す

る
補

助
事

業
を

実
施

し
、

産
地

拡
大

と
収

益
向

上
に

よ
り

経
営

の
安

定
化

に
つ

な
げ

た
。

ま
た

、
ス

マ
ー

ト
農

業
は

じ
め

と
し

た
機

能
向

上
を

目
的

と
し

た
農

業
機

械
の

新
設

、
更

新
や

J
A

集
出

荷
貯

蔵
施

設
、

加
工

施
設

等
の

整
備

に
よ

り
生

産
・

流
通

体
制

が
拡

充
さ

れ
、

産
地

の
強

化
が

図
ら

れ
た

。
　

収
益

向
上

作
物

生
産

事
業

要
綱

(H
2

8
.4

 策
定

)
　

・
Ｈ

3
1

　
1

1
件

（
新

規
：

6
件

　
更

新
：

5
件

）
　

・
R

0
2

 　
  

9
件

（
新

規
：

8
件

　
更

新
：

1
件

）
　

・
R

0
3

 　
1

0
件

（
新

規
：

6
件

　
更

新
：

4
件

）
　

・
R

0
4

 　
  

8
件

（
新

規
：

6
件

　
更

新
：

2
件

）
  
 ・

R
0

5
見

込
  

8
件

（
新

規
：

6
件

　
更

新
：

2
件

）
  

 　
　

　
　

　
　

　
 合

計
　

4
6

件

収
益

向
上

作
物

生
産

事
業

は
、

令
和

3
年

度
町

の
事

業
評

価
に

お
い

て
継

続
事

業
と

し
て

位
置

付
け

ら
れ

た
こ

と
か

ら
、

持
続

可
能

な
事

業
と

な
る

よ
う

に
指

定
作

物
の

拡
大

等
の

制
度

の
見

直
し

を
進

め
、

高
収

益
作

物
の

導
入

促
進

を
図

る
と

と
も

に
、

品
質

保
持

や
低

コ
ス

ト
輸

送
体

制
の

高
度

化
な

ど
の

産
地

の
競

争
力

強
化

に
向

け
た

取
り

組
み

を
推

進
し

て
い

く
。

2
-
1

め
、

主
要

農
産

物
等

の
優

良
品

種
の

種
子

増
殖

を
安

定
的

に
進

め
る

と
と

も
に

、
円

滑
な

供
給

を
推

進
し

ま
す

。

基
幹

畑
作

物
の

小
麦

、
大

豆
、

馬
鈴

薯
の

優
良

品
種

の
種

子
利

用
に

つ
い

て
は

、
J
A

と
連

携
し

、
生

産
体

制
の

確
認

を
継

続
し

て
実

施
し

て
き

た
。

今
後

も
引

き
続

き
J
A

と
連

携
し

て
、

種
子

生
産

体
制

の
確

保
と

安
定

供
給

の
取

り
組

み
を

推
進

す
る

。
1

-
3

域
で

の
収

益
性

の
向

上
を

図
る

畜
産

ク
ラ

ス
タ

ー
の

取
り

組
み

を
推

進
し

ま
す

。

畜
産

ク
ラ

ス
タ

ー
関

連
事

業
で

あ
る

富
良

野
圏

域
の

畜
産

・
酪

農
収

益
力

強
化

整
備

等
特

別
対

策
事

業
に

取
り

組
み

、
機

械
導

入
等

を
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
畜

産
生

産
基

盤
の

強
化

と
収

益
性

の
向

上
に

努
め

た
。

地
域

の
関

係
事

業
者

が
結

集
し

、
地

域
連

携
で

の
高

収
益

型
の

畜
産

経
営

を
実

現
す

る
た

め
、

今
後

も
畜

産
ク

ラ
ス

タ
ー

の
取

り
組

み
を

推
進

し
て

い
く

。
1

-
2

・
地

域
農

業
再

生
協

議
会

の
機

能
強

化
へ

の
取

り
組

み
を

推
進

し
ま

す
。

地
域

農
業

再
生

協
議

会
が

実
施

主
体

と
な

る
各

種
の

事
業

に
つ

い
て

、
対

象
者

へ
の

案
内

、
取

り
ま

と
め

を
実

施
し

て
き

た
こ

と
で

、
農

業
者

の
要

望
に

応
じ

た
事

業
の

利
用

に
つ

な
が

っ
た

。
農

業
情

勢
に

よ
り

刻
々

と
変

化
す

る
支

援
制

度
に

対
応

し
な

が
ら

、
引

き
続

き
戦

略
作

物
の

生
産

振
興

や
需

要
に

応
じ

た
米

の
生

産
の

推
進

に
よ

り
、

農
業

経
営

所
得

の
安

定
化

を
図

る
と

と
も

多
様

な
担

い
手

の
育

成
、

確
保

や
農

地
の

利
用

集
積

、
再

生
利

用
等

の
各

種
取

り
組

み
を

推
進

し
て

い
く

。
2

-
1

・
ク

リ
ー

ン
農

業
の

普
及

拡
大

を
促

進
す

る
と

と
も

に
、

消
費

者
の

期
待

に
応

え
る

ク
リ

ー
ン

農
業

技
術

の
さ

ら
な

る
高

度
化

や
地

域
資

源
の

活
用

を
基

本
と

し
た

取
り

組
み

を
推

進
し

ま
す

。

稲
作

経
営

に
お

い
て

は
、

農
薬

及
び

肥
料

を
減

量
し

た
栽

培
技

術
を

取
り

入
れ

た
「

Y
E

S
,c

le
a
n

」
制

度
の

生
産

基
準

に
よ

り
、

継
続

し
た

取
り

組
み

を
進

め
た

。
ま

た
、

環
境

保
全

型
農

業
直

接
支

払
交

付
金

事
業

の
活

用
を

促
進

し
た

こ
と

で
エ

コ
フ

ァ
ー

マ
ー

、
有

機
J
A

S
、

G
A

P
認

証
者

の
取

り
組

み
面

積
が

拡
大

し
、

環
境

負
荷

の
低

減
が

図
ら

れ
た

。
各

認
証

取
得

を
国

が
支

援
し

て
お

り
、

新
規

有
機

J
A

S
認

証
を

R
3

年
に

１
件

受
け

て
い

る
。

引
き

続
き

「
Y

E
S

,c
le

a
n

」
の

取
り

組
み

を
推

進
す

る
と

と
も

に
環

境
保

全
型

農
業

以
外

の
各

種
補

助
事

業
の

取
り

組
み

要
件

等
に

お
い

て
も

、
化

学
農

薬
・

肥
料

低
減

の
メ

ニ
ュ

ー
を

推
進

し
、

環
境

調
和

に
配

慮
し

た
ク

リ
ー

ン
農

業
を

拡
大

に
向

け
た

取
り

組
み

を
進

め
て

い
く

。
1

-
3

・
農

業
生

産
段

階
に

お
け

る
工

程
管

理
手

法
（

Ｇ
Ａ

Ｐ
：

G
o
o
d
 A

g
ri
c
u

lt
u

ra
l

P
ra

c
ti
c
e
）

の
導

入
を

推
進

し
ま

す
。

食
の

安
全

・
安

心
の

確
保

、
将

来
の

地
域

ブ
ラ

ン
ド

化
に

向
け

た
重

要
な

施
策

と
し

て
、

生
産

工
程

管
理

（
G

A
P

）
制

度
に

よ
る

管
理

手
法

の
情

報
提

供
と

環
境

保
全

型
事

業
の

取
り

組
み

実
践

に
よ

り
、

G
A

P
制

度
の

促
進

を
図

っ
て

き
た

。
ま

た
、

G
A

P
認

証
の

た
め

の
技

術
習

得
、

認
証

を
国

が
支

援
し

て
お

り
、

町
に

お
い

て
も

中
山

間
事

業
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
事

業
に

よ
り

認
証

取
得

の
支

援
を

実
施

し
て

き
た

。
し

か
し

な
が

ら
、

一
部

の
管

理
手

法
の

導
入

、
活

用
し

て
い

る
取

り
組

み
事

例
は

あ
る

も
の

の
制

度
認

証
を

受
け

て
い

る
事

例
は

少
な

い
。

有
機

農
業

、
環

境
保

全
農

業
は

徐
々

に
理

解
が

浸
透

し
、

普
及

も
進

ん
で

い
る

傾
向

に
あ

る
が

、
認

証
に

よ
る

経
済

的
効

果
が

薄
い

と
い

う
認

識
も

多
い

こ
と

か
ら

、
制

度
管

理
手

法
導

入
に

よ
る

効
果

等
意

識
の

醸
成

か
ら

G
A

P
認

証
取

得
ま

で
の

取
り

組
み

を
促

進
さ

せ
る

た
め

、
引

き
続

き
環

境
保

全
型

農
業

直
接

支
払

交
付

金
事

業
を

中
心

と
し

た
各

種
事

業
を

展
開

し
、

将
来

の
地

域
ブ

ラ
ン

ド
化

や
S

D
G

ｓ
へ

の
貢

献
を

目
標

に
必

要
な

施
策

の
推

進
を

図
っ

て
い

く
。

1
-
3

・
肥

料
や

農
薬

、
動

物
用

医
薬

品
、

飼
料

が
適

正
に

流
通

、
使

用
さ

れ
る

よ
う

、
そ

れ
ぞ

れ
の

関
係

法
令

に
基

づ
き

、
製

造
、

販
売

業
者

や
生

産
者

に
対

す
る

指
導

、
助

言
を

実
施

し
ま

す
。

肥
料

取
締

法
の

遵
守

の
徹

底
や

、
動

物
用

医
薬

品
の

適
切

な
管

理
運

営
に

努
め

た
。

地
域

に
お

い
て

も
飼

料
安

全
法

等
法

令
基

準
を

遵
守

す
る

こ
と

で
、

飼
料

の
安

全
性

の
確

保
と

農
畜

産
物

生
産

の
安

全
確

保
に

努
め

た
。

今
後

も
各

種
関

係
法

令
を

遵
守

す
る

よ
う

周
知

徹
底

を
図

り
、

農
畜

産
物

の
生

産
の

安
全

を
確

保
す

る
。

1
-
3

・
家

畜
排

せ
つ

物
の

適
正

な
管

理
と

家
畜

防
疫

・
衛

生
対

策
を

推
進

し
て

い
き

ま
す

。

家
畜

飼
養

者
へ

家
畜

排
せ

つ
物

法
に

基
づ

き
管

理
基

準
を

遵
守

す
る

よ
う

定
期

的
に

指
導

を
行

う
と

と
も

に
、

ワ
ク

チ
ン

接
種

を
は

じ
め

農
場

内
外

の
消

毒
活

動
な

ど
定

期
的

な
防

疫
、

衛
生

対
策

を
実

施
し

た
。

ま
た

、
町

内
で

H
2

9
年

及
び

R
3

年
に

発
生

し
た

牛
ヨ

ー
ネ

病
の

清
浄

化
を

継
続

し
て

実
施

し
た

。

家
畜

排
せ

つ
物

に
は

、
ふ

ん
尿

だ
け

で
な

く
、

登
録

肥
料

以
外

の
た

い
肥

や
液

肥
が

含
ま

れ
る

た
め

、
適

切
な

管
理

を
進

め
て

行
く

必
要

が
あ

る
。

ま
た

、
防

疫
対

策
は

、
多

様
な

家
畜

伝
染

病
が

発
生

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
関

係
機

関
と

連
携

し
、

よ
り

一
層

予
防

対
策

を
強

化
し

て
い

く
必

要
が

あ
る

。

1
-
3

・
健

全
な

森
林

の
育

成
を

図
り

、
森

林
の

持
つ

多
面

的
機

能
発

揮
の

た
め

、
森

林
組

合
と

連
携

し
、

森
林

の
保

全
・

整
備

を
推

進
し

ま
す

。

農
村

地
域

の
森

林
が

持
つ

多
面

的
機

能
に

つ
い

て
、

理
解

の
浸

透
の

た
め

の
啓

蒙
に

努
め

た
。

森
林

の
保

全
に

つ
い

て
は

、
地

区
森

林
組

合
と

連
携

し
、

森
林

経
営

計
画

に
基

づ
き

民
有

林
の

適
切

な
施

業
を

実
施

し
、

維
持

管
理

に
努

め
た

。

各
種

の
保

全
・

生
産

機
能

に
つ

い
て

、
引

き
続

き
意

識
の

醸
成

を
図

る
取

り
組

み
を

進
め

る
。

ま
た

、
機

能
発

揮
の

た
め

の
森

林
管

理
に

つ
い

て
は

、
現

状
の

適
正

管
理

森
林

面
積

が
北

海
道

の
定

め
る

森
林

吸
収

源
対

策
推

進
計

画
の

目
標

値
に

達
し

て
い

な
い

こ
と

か
ら

、
計

画
期

間
内

に
目

標
達

成
す

る
よ

う
、

詳
細

な
現

状
把

握
を

行
い

、
優

先
度

の
高

い
と

こ
ろ

か
ら

適
切

な
施

業
を

進
め

て
い

く
。

3
-
2

②
 環

境
と

調
和

し
た

農
林

業
の

推
進

１
　

安
全

・
安

心
な

食
料

の
安

定
供

給
と

消
費

者
と

生
産

者
の

結
び

付
き

強
化

 安
全

・
安

心
な

食
料

の
安

定
供

給

①
 良

質
な

食
料

の
安

定
供

給

資
料

１



基
本

目
標

基
本

方
針

具
体

的
な

取
組

施
策

の
展

開
方

向
と

取
組

内
容

成
果

と
評

価
課

題
と

今
後

の
方

向
性

第
９

次
の

項
目

・
観

光
、

飲
食

関
連

事
業

所
で

の
利

用
促

進
と

情
報

発
信

を
産

業
間

連
携

の
も

と
推

進
し

ま
す

。

プ
レ

ミ
ア

ム
ビ

ー
ル

「
ま

る
ご

と
か

み
ふ

ら
の

」
の

P
R

や
、

地
元

の
養

豚
の

P
R

活
動

を
実

施
し

、
コ

ロ
ナ

感
染

症
ま

ん
延

期
間

は
取

組
が

停
滞

し
た

も
の

の
観

光
協

会
や

小
売

店
、

飲
食

店
が

協
力

し
、

地
元

農
畜

産
物

の
利

用
促

進
に

つ
い

て
普

及
活

動
を

実
施

し
た

。

地
元

の
生

産
者

の
参

画
を

は
じ

め
、

事
業

者
等

の
関

係
機

関
が

一
体

と
な

っ
た

取
り

組
み

を
発

展
、

拡
大

さ
せ

て
い

く
た

め
、

引
き

続
き

普
及

活
動

を
推

進
し

て
い

く
。

2
-
3

・
学

校
給

食
で

の
地

元
農

畜
産

物
の

積
極

的
な

活
用

を
推

進
し

ま
す

。

 学
校

給
食

に
使

用
し

て
い

る
町

内
産

農
畜

産
物

の
購

入
ベ

ー
ス

で
7

5
％

自
給

率
を

維
持

し
、

子
ど

も
た

ち
に

地
元

の
恵

み
を

伝
え

る
こ

と
が

で
き

、
地

産
地

消
が

図
ら

れ
た

。
学

校
給

食
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
教

育
関

係
機

関
と

連
携

し
、

町
内

産
農

畜
産

物
の

使
用

を
促

進
を

図
る

と
と

も
に

自
給

率
の

更
な

る
向

上
を

目
指

す
。

2
-
2

・
食

育
及

び
健

康
づ

く
り

事
業

等
で

の
地

元
農

産
物

の
積

極
的

な
活

用
を

推
進

し
ま

す
。

町
内

支
援

団
体

と
協

力
し

、
町

内
小

学
校

へ
の

総
合

学
習

事
業

の
中

で
地

元
農

産
物

つ
い

て
の

講
座

や
収

穫
体

験
、

収
穫

祭
で

の
イ

ベ
ン

ト
開

催
等

に
よ

り
、

地
場

産
品

よ
る

「
食

」
の

関
わ

り
を

増
や

し
、

理
解

を
深

め
た

。
な

お
、

コ
ロ

ナ
感

染
症

の
ま

ん
延

期
間

は
各

種
事

業
が

中
止

、
縮

小
に

な
り

、
取

り
組

み
が

停
滞

し
た

。

農
業

者
と

消
費

者
が

繋
が

る
食

育
活

動
は

様
々

な
形

や
価

値
観

が
あ

る
が

、
良

質
な

地
場

産
品

を
使

い
、

さ
ら

に
安

心
・

安
全

を
理

解
し

て
も

ら
え

る
よ

う
関

係
機

関
と

協
力

し
、

継
続

し
て

取
り

組
み

を
実

施
す

る
。

2
-
2

・
地

場
野

菜
の

安
定

供
給

に
向

け
た

手
法

（
販

路
・

保
存

方
法

等
）

の
研

究
を

推
進

し
ま

す
。

冬
期

間
の

地
元

の
野

菜
販

売
に

つ
い

て
、

Ｊ
Ａ

と
協

議
を

進
め

て
き

た
が

低
温

管
理

、
C

A
貯

蔵
等

保
管

や
流

通
方

法
、

コ
ス

ト
の

抑
制

な
ど

、
価

格
や

生
産

販
売

体
制

等
の

調
査

研
究

を
進

め
た

が
、

課
題

の
整

理
に

留
ま

り
、

解
決

方
法

等
の

結
果

ま
で

は
到

達
し

て
い

な
い

。

あ
く

ま
で

主
体

が
農

業
者

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

消
費

者
の

ニ
ー

ズ
に

対
応

す
る

流
通

を
確

保
す

る
課

題
が

引
き

続
き

残
る

。
今

後
も

引
き

続
き

有
効

的
な

方
法

や
体

制
の

構
築

に
向

け
た

調
査

研
究

を
進

め
る

。
2

-
2

・
地

元
農

畜
産

物
の

付
加

価
値

を
高

め
、

消
費

者
に

選
ば

れ
る

農
畜

産
物

や
食

品
の

ブ
ラ

ン
ド

力
の

向
上

に
向

け
た

普
及

活
動

を
推

進
し

ま
す

。

「
か

み
ふ

ら
の

ポ
ー

ク
」

や
「

豚
さ

が
り

」
「

和
牛

」
は

町
を

代
表

す
る

農
畜

産
物

と
し

て
地

域
に

根
付

い
て

お
り

、
東

中
地

区
に

お
け

る
「

ど
ぶ

ろ
く

特
区

」
認

定
や

、
6

次
化

の
新

規
事

業
「

ジ
ェ

ラ
ー

ト
」

も
地

元
で

生
産

販
売

さ
れ

、
ブ

ラ
ン

ド
力

の
向

上
に

向
け

た
取

り
組

み
を

行
っ

て
い

る
。

今
後

も
引

き
続

き
、

地
元

農
畜

産
物

の
付

加
価

値
を

高
め

、
消

費
者

に
選

ば
れ

る
農

畜
産

物
や

食
品

の
ブ

ラ
ン

ド
力

の
強

化
に

向
け

た
普

及
活

動
を

推
進

し
ま

す
。

2
-
3

・
地

域
の

特
色

を
活

か
し

た
農

畜
産

物
や

そ
の

加
工

品
の

ブ
ラ

ン
ド

化
を

推
進

し
ま

す

地
元

産
の

特
徴

、
特

性
を

生
か

し
た

差
別

化
や

ブ
ラ

ン
ド

化
の

調
査

研
究

を
進

め
き

た
が

、
６

次
化

事
業

以
外

に
新

た
な

発
掘

、
企

画
は

で
き

な
か

っ
た

。
豚

肉
、

牛
肉

等
既

存
の

ブ
ラ

ン
ド

化
商

品
に

つ
い

て
は

、
継

続
し

て
P

R
に

取
り

組
み

促
進

を
図

っ
た

。

今
後

も
地

域
の

特
色

を
活

か
し

た
農

畜
産

物
の

ブ
ラ

ン
ド

化
を

推
進

し
、

収
益

の
向

上
に

繋
げ

、
地

域
の

P
R

と
な

る
よ

う
引

き
続

き
推

進
し

て
い

く
。

2
-
3

・
農

産
物

直
売

の
取

り
組

み
な

ど
、

農
商

交
流

の
拡

充
に

向
け

た
活

動
を

支
援

し
ま

す
。

地
元

産
品

を
提

供
す

る
団

体
の

「
か

み
ふ

ら
の

軽
ト

ラ
市

」
が

主
催

す
る

直
売

イ
ベ

ン
ト

や
近

郊
小

売
店

へ
の

販
売

ブ
ー

ス
設

置
等

の
運

営
支

援
に

よ
り

、
農

業
団

体
の

産
消

交
流

の
拡

充
に

繋
が

っ
た

。

直
売

所
の

開
設

は
、

生
産

者
の

顔
が

見
え

、
地

元
農

畜
産

物
の

品
質

の
高

さ
を

知
る

貴
重

な
機

会
で

あ
り

、
今

後
も

直
売

イ
ベ

ン
ト

の
運

営
支

援
を

継
続

し
て

い
く

と
と

も
に

様
々

な
販

売
企

画
に

協
力

し
、

参
画

者
の

拡
大

や
質

の
向

上
を

図
っ

て
い

く
。

2
-
3

・
マ

ル
シ

ェ
（

直
売

所
）

や
直

売
店

舗
な

ど
を

通
じ

た
地

元
農

畜
産

物
の

消
費

拡
大

や
生

産
者

と
消

費
者

と
の

交
流

促
進

、
関

係
づ

く
り

を
支

援
し

ま
す

。

町
内

活
動

団
体

に
よ

る
地

元
野

菜
の

小
売

店
へ

の
常

設
出

荷
な

ど
地

域
需

要
に

つ
な

げ
る

取
り

組
み

へ
支

援
を

行
い

、
理

解
の

浸
透

に
つ

な
げ

た
。

常
設

の
販

売
交

流
施

設
に

つ
い

て
は

、
道

内
外

各
地

の
産

地
直

売
施

設
や

道
の

駅
等

の
拠

点
施

設
に

関
し

て
調

査
研

究
を

行
い

、
事

業
化

に
向

け
た

検
討

を
実

施
し

て
き

た
が

、
交

流
・

物
産

の
複

合
拠

点
施

設
整

備
の

構
想

が
保

留
と

な
っ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

計
画

期
間

内
で

の
農

畜
産

物
加

工
、

特
産

品
研

究
部

門
の

独
自

の
施

設
整

備
は

見
送

り
と

し
た

。

地
元

農
畜

産
物

の
消

費
拡

大
や

生
産

者
と

消
費

者
の

交
流

促
進

に
つ

い
て

、
引

き
続

き
関

係
団

体
等

と
協

力
・

連
携

し
、

機
会

拡
大

の
取

り
組

み
を

推
進

し
て

い
く

。
ま

た
、

今
後

の
複

合
拠

点
施

設
「

道
の

駅
」

の
構

想
の

進
展

に
合

わ
せ

て
計

画
検

討
を

再
開

す
る

。
2

-
3

・
各

種
イ

ベ
ン

ト
で

の
活

用
促

進
と

特
化

し
た

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
を

継
続

し
て

実
施

し
て

い
き

ま
す

。

収
穫

祭
や

市
町

村
物

産
展

、
さ

っ
ぽ

ろ
オ

ー
タ

ム
フ

ェ
ス

ト
な

ど
様

々
な

イ
ベ

ン
ト

を
通

じ
て

、
地

域
ブ

ラ
ン

ド
の

農
畜

産
品

は
じ

め
良

質
な

農
畜

産
物

を
町

内
外

に
提

供
し

、
地

域
イ

メ
ー

ジ
の

向
上

に
つ

な
が

る
取

り
組

み
を

進
め

た
。

な
お

、
コ

ロ
ナ

感
染

症
の

ま
ん

延
期

間
に

つ
い

て
は

、
事

業
規

模
が

縮
小

と
な

っ
た

が
感

染
対

策
を

講
じ

る
な

ど
し

て
可

能
な

範
囲

で
開

催
し

た
。

町
内

で
の

浸
透

率
は

高
い

も
の

が
あ

る
が

、
町

外
や

道
外

に
お

け
る

認
知

度
は

一
定

程
度

あ
る

も
の

の
ま

だ
低

く
く

、
地

域
イ

メ
ー

ジ
向

上
の

更
な

る
取

り
組

み
が

必
要

な
こ

と
か

ら
、

生
産

者
と

協
力

し
、

継
続

し
て

実
施

す
る

。
2

-
2

・
観

光
分

野
と

の
連

携
に

よ
る

地
域

食
材

を
活

用
し

た
商

品
づ

く
り

な
ど

、
地

域
資

源
の

活
用

を
促

進
し

ま
す

。

原
料

す
べ

て
が

上
富

良
野

産
の

「
ま

る
ご

と
か

み
ふ

ら
の

プ
レ

ミ
ア

ム
ビ

ー
ル

」
、

「
か

み
ふ

ら
の

ポ
ー

ク
豚

さ
が

り
」

の
消

費
拡

大
な

ど
地

域
資

源
を

活
用

し
、

観
光

部
門

や
推

進
団

体
と

連
携

し
て

促
進

を
図

っ
た

。
新

規
開

拓
の

商
品

づ
く

り
に

つ
い

て
は

、
６

次
化

商
品

に
留

ま
っ

た
。

H
３

０
年

度
企

画
制

作
を

開
始

し
た

「
泥

流
地

帯
」

映
画

化
の

P
R

用
と

し
て

泥
流

地
帯

か
ら

採
れ

た
米

を
使

用
し

た
日

本
酒

の
商

品
化

を
企

画
し

、
５

年
産

か
ら

酒
米

を
生

産
を

開
始

し
た

。

引
き

続
き

既
存

の
特

産
品

や
６

次
化

商
品

の
P

R
を

進
め

る
と

と
も

に
新

た
な

商
品

開
発

を
検

討
し

て
い

く
。

2
-
3

・
道

営
経

営
体

育
成

基
盤

整
備

事
業

等
の

推
進

と
早

期
完

了
を

推
進

し
ま

す
。

東
中

５
地

区
道

営
経

営
体

育
成

基
盤

整
備

事
業

は
積

極
的

な
推

進
に

よ
り

9
2

％
の

進
捗

と
な

っ
た

。
道

営
農

業
水

利
施

設
保

全
合

理
化

事
業

島
津

第
２

地
区

は
す

べ
て

の
基

盤
整

備
が

完
了

し
た

。
区

画
整

理
、

暗
渠

排
水

、
パ

イ
プ

ラ
イ

ン
化

の
施

工
及

び
換

地
処

分
に

よ
る

農
地

集
積

に
よ

り
、

作
業

性
や

生
産

性
が

大
き

く
向

上
、

生
産

物
の

多
様

化
に

つ
な

が
り

、
併

せ
て

実
施

し
た

町
補

助
事

業
の

受
益

者
負

担
軽

減
策

に
よ

り
、

農
業

所
得

の
増

加
か

ら
経

営
の

安
定

化
が

図
ら

れ
た

。

早
期

の
完

成
に

よ
る

効
果

発
現

を
念

頭
に

引
き

続
き

積
極

的
に

推
進

し
て

い
く

。
ま

た
、

地
域

か
ら

の
要

望
を

取
り

ま
と

め
、

北
海

道
、

土
地

改
良

区
等

と
連

携
し

、
未

整
備

地
域

の
新

規
地

区
採

択
に

向
け

て
、

事
業

計
画

の
策

定
を

検
討

て
い

く
。

1
-
1

・
道

営
農

道
整

備
事

業
の

早
期

完
了

を
推

進
し

ま
す

。

平
成

２
７

年
度

に
開

始
し

た
北

１
７

号
道

路
整

備
事

業
が

令
和

３
年

度
に

全
線

が
完

成
し

、
農

道
の

幅
員

が
広

が
り

、
近

年
の

農
業

機
械

の
大

型
化

の
対

応
や

通
作

等
作

業
の

効
率

化
、

農
産

物
輸

送
の

円
滑

化
に

つ
な

が
り

、
当

該
地

区
の

生
産

性
の

向
上

と
農

村
環

境
の

改
善

が
図

ら
れ

た
。

　
全

長
2

,6
8

4
m

、
橋

梁
２

基

農
道

整
備

に
よ

り
、

周
辺

も
含

め
地

域
の

交
通

網
は

完
成

し
、

併
せ

て
農

村
の

生
活

基
盤

、
環

境
改

善
が

図
ら

れ
た

。
今

後
は

安
定

し
た

利
便

性
を

確
保

す
る

た
め

、
適

切
な

維
持

管
理

を
実

施
し

て
い

く
。

事
業

完
了

・
土

地
改

良
事

業
受

益
者

負
担

の
軽

減
を

図
っ

て
い

き
ま

す
。

道
営

事
業

に
お

い
て

は
、

本
体

補
助

事
業

と
合

わ
せ

て
事

業
促

進
費

や
パ

ワ
ー

ア
ッ

プ
事

業
の

上
乗

せ
と

な
る

地
方

負
担

軽
減

制
度

を
継

続
し

て
取

り
組

み
を

実
施

し
た

。
令

和
２

年
度

か
ら

国
の

地
域

指
定

を
受

け
た

た
め

、
更

に
軽

減
措

置
の

負
担

率
が

低
減

と
な

り
、

受
益

者
へ

の
負

担
の

軽
減

が
図

ら
れ

た
。

積
極

的
な

基
盤

整
備

へ
の

参
加

を
促

す
た

め
、

今
後

も
各

種
補

填
制

度
を

活
用

し
て

、
受

益
者

の
負

担
軽

減
を

図
っ

て
い

く
。

1
-
1

②
 消

費
者

と
生

産
者

と
の

結
び

つ
き

の
強

化

２
　

農
業

生
産

を
支

え
る

基
盤

づ
く

り
と

優
良

農
地

の
確

保

農
業

生
産

の
基

盤
の

整
備

・
強

化

①
 農

業
生

産
基

盤
の

整
備

食
育

や
地

産
地

消
に

よ
る

農
業

に
関

す
る

理
解

促
進

①
 地

産
地

消
の

推
進

１
　

安
全

・
安

心
な

食
料

の
安

定
供

給
と

消
費

者
と

生
産

者
の

結
び

付
き

強
化



基
本

目
標

基
本

方
針

具
体

的
な

取
組

施
策

の
展

開
方

向
と

取
組

内
容

成
果

と
評

価
課

題
と

今
後

の
方

向
性

第
９

次
の

項
目

・
農

業
用

水
の

安
定

供
給

と
と

も
に

、
国

土
や

自
然

環
境

の
保

全
、

災
害

の
防

止
な

ど
多

面
的

機
能

を
十

分
発

揮
さ

せ
る

た
め

、
農

業
水

利
施

設
等

の
適

切
な

維
持

管
理

を
推

進
し

ま
す

。

中
山

間
事

業
や

多
面

的
事

業
な

ど
を

活
用

し
て

地
域

の
ご

と
に

農
業

用
水

利
施

設
等

に
対

し
て

点
検

、
修

繕
等

を
行

い
、

機
能

維
持

に
努

め
て

き
た

。
今

後
も

中
山

間
事

業
、

多
面

的
事

業
等

を
活

用
し

て
、

か
ん

が
い

用
水

の
安

定
供

給
と

と
も

に
多

面
的

機
能

を
発

揮
す

る
よ

う
継

続
し

て
農

業
用

水
利

施
設

等
の

適
切

な
維

持
管

理
を

実
施

す
る

。
1

-
1

・
土

地
改

良
区

な
ど

関
係

機
関

と
の

連
携

を
強

化
し

、
施

設
の

保
全

、
適

切
な

維
持

管
理

を
推

進
し

ま
す

。

し
ろ

が
ね

ダ
ム

等
基

幹
水

利
施

設
の

管
理

に
つ

い
て

は
、

中
富

良
野

町
及

び
本

町
か

ら
の

委
託

（
負

担
金

）
に

よ
り

美
瑛

町
が

主
体

と
な

り
適

切
な

施
設

保
全

管
理

を
行

っ
て

お
り

、
効

率
的

な
施

設
利

用
が

図
ら

れ
た

。

利
用

開
始

か
ら

主
要

設
備

は
耐

用
年

数
が

経
過

し
、

経
年

劣
化

が
進

行
し

て
い

る
と

こ
ろ

も
あ

り
、

安
定

的
な

利
用

が
図

れ
る

よ
う

長
寿

命
化

対
策

等
に

よ
る

施
設

の
健

全
化

を
図

る
必

要
が

あ
る

。
か

ん
が

い
用

水
の

安
定

供
給

に
は

基
幹

水
利

施
設

の
適

正
な

維
持

管
理

が
重

要
に

な
る

こ
と

か
ら

、
引

き
続

き
関

係
機

関
と

密
接

に
連

携
し

、
施

設
保

全
管

理
を

実
施

し
て

い
く

。
1

-
1

・
農

業
・

農
村

の
多

面
的

機
能

を
発

揮
す

る
取

組
を

推
進

し
ま

す
。

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

と
し

て
、

町
内

1
2

地
区

に
対

し
て

交
付

金
の

支
払

い
を

実
施

し
、

環
境

保
全

等
機

能
維

持
に

努
め

て
き

た
。

農
業

は
食

料
供

給
の

役
割

だ
け

で
な

く
、

国
土

の
保

全
、

水
源

の
か

ん
養

、
自

然
環

境
の

保
全

、
良

好
な

景
観

の
形

成
、

文
化

の
伝

承
な

ど
様

々
な

機
能

を
有

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
当

該
事

業
に

よ
る

環
境

整
備

と
保

全
を

継
続

す
る

と
と

も
に

こ
れ

ら
の

機
能

を
更

に
発

揮
さ

せ
る

た
め

の
取

り
組

み
を

推
進

し
て

い
く

。

1
-
1

・
中

山
間

事
業

な
ど

の
活

用
に

よ
り

、
農

業
用

水
利

施
設

の
維

持
管

理
を

図
っ

て
い

き
ま

す
。

中
山

間
事

業
な

ど
を

活
用

し
て

地
域

の
ご

と
に

農
業

用
水

利
施

設
等

に
対

し
て

点
検

、
修

繕
等

を
行

い
、

機
能

維
持

に
努

め
て

き
た

。
今

後
も

中
山

間
事

業
を

活
用

し
て

、
か

ん
が

い
用

水
の

安
定

供
給

と
と

も
に

多
面

的
機

能
を

発
揮

す
る

よ
う

継
続

し
て

農
業

用
水

利
施

設
等

の
適

切
な

維
持

管
理

を
実

施
す

る
。

1
-
1

・
異

常
気

象
に

備
え

た
小

規
模

土
地

改
良

事
業

（
暗

渠
排

水
、

心
土

破
砕

等
）

を
推

進
し

ま
す

。

国
の

耕
作

条
件

改
善

事
業

を
Ｊ

Ａ
が

事
業

主
体

と
な

り
暗

渠
排

水
工

事
を

実
施

し
、

工
事

に
必

要
な

設
計

書
類

の
作

成
費

用
に

対
し

て
支

援
を

行
っ

た
。

ま
た

、
中

山
間

事
業

の
小

規
模

基
盤

整
備

事
業

に
お

い
て

耕
作

地
の

心
土

破
砕

を
実

施
し

、
作

業
機

械
損

傷
や

豪
雨

災
害

、
湿

害
等

対
策

の
た

め
の

排
水

対
策

も
進

め
、

生
産

基
盤

の
確

保
に

努
め

た
。

排
水

対
策

等
の

小
規

模
土

地
改

良
事

業
に

つ
い

て
は

、
地

域
の

要
望

を
踏

ま
え

、
国

の
補

助
事

業
等

を
活

用
し

、
J
A

と
連

携
し

な
が

ら
、

費
用

助
成

を
行

い
、

必
要

な
生

産
基

盤
の

整
備

を
図

っ
て

い
く

。
1

-
1

・
道

営
農

村
地

域
防

災
減

災
対

策
事

業
の

早
期

完
了

を
推

進
し

ま
す

。

道
営

事
業

の
日

の
出

地
区

防
災

減
災

事
業

に
よ

る
排

水
路

整
備

と
中

山
間

事
業

に
よ

る
急

傾
斜

地
の

沈
砂

池
整

備
を

実
施

し
て

き
た

。
道

営
事

業
に

つ
い

て
は

平
成

２
８

年
度

よ
り

調
査

設
計

の
実

施
を

行
い

、
令

和
6

年
度

に
完

了
予

定
と

し
、

8
0

％
の

進
捗

に
な

っ
て

い
る

。
中

山
間

事
業

の
沈

砂
池

整
備

は
、

3
箇

所
を

追
加

し
１

8
箇

所
の

設
置

に
よ

り
、

防
災

減
災

対
策

に
努

め
て

き
た

。

今
後

も
事

業
主

体
の

北
海

道
と

連
携

し
て

、
防

災
効

果
の

早
期

発
現

の
た

め
事

業
促

進
を

図
り

、
農

地
の

保
全

に
よ

る
経

営
の

安
定

と
地

域
住

民
の

安
全

な
暮

ら
し

を
守

り
、

災
害

に
強

い
農

村
づ

く
り

を
推

進
し

て
い

く
。

ま
た

、
中

山
間

地
に

お
い

て
は

沈
砂

池
整

備
に

よ
る

土
砂

流
出

防
止

対
策

を
進

め
て

い
く

。
1

-
1

・
 中

山
間

地
域

直
接

支
払

制
度

の
有

効
活

用
を

図
っ

て
い

き
ま

す
。

農
業

生
産

条
件

が
不

利
な

地
域

で
耕

作
を

継
続

す
る

た
め

、
中

山
間

地
域

直
接

支
払

制
度

を
活

用
し

、
集

落
協

議
会

を
通

じ
て

地
域

の
取

組
活

動
に

対
し

支
援

を
実

施
し

て
き

た
。

な
お

、
R

１
年

度
制

度
改

正
に

よ
り

指
定

棚
田

地
域

加
算

新
設

ほ
か

制
度

の
拡

充
が

行
わ

れ
て

い
る

。

制
度

活
用

の
５

か
年

計
画

は
現

在
５

期
目

と
な

り
、

制
度

の
拡

充
も

行
わ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
今

後
も

当
該

制
度

を
有

効
活

用
し

て
、

条
件

不
利

地
域

に
お

け
る

営
農

活
動

の
支

援
を

継
続

し
て

い
く

。
1

-
1

・
農

地
転

用
規

制
の

厳
格

化
と

農
業

振
興

計
画

の
適

切
な

運
用

を
推

進
し

ま
す

。

農
地

転
用

許
可

権
者

の
農

業
委

員
会

と
連

携
し

、
農

業
振

興
地

域
に

お
け

る
農

地
の

適
正

な
利

用
制

限
を

行
い

、
優

良
農

地
の

保
全

に
努

め
た

。
今

後
も

現
況

把
握

の
調

査
等

を
実

施
す

る
と

と
も

に
関

係
機

関
と

の
農

地
情

報
の

共
有

化
や

関
連

施
策

や
制

度
を

活
用

し
、

耕
作

放
棄

地
の

発
生

防
止

と
優

良
農

地
の

確
保

に
努

め
て

い
く

。
1

-
1

・
農

業
委

員
会

と
農

地
中

間
管

理
機

構
と

の
連

携
に

よ
る

担
い

手
へ

の
農

地
利

用
集

積
を

推
進

し
ま

す
。

農
業

委
員

会
と

連
携

し
、

地
域

の
農

用
地

利
用

改
善

組
合

が
受

け
手

と
出

し
手

の
架

け
橋

と
な

り
、

農
地

中
間

管
理

機
構

の
北

海
道

農
業

公
社

と
も

連
携

し
、

中
間

管
理

事
業

や
保

有
合

理
化

事
業

を
活

用
し

な
が

ら
、

地
域

の
中

心
的

な
担

い
手

へ
の

優
良

農
地

の
集

約
化

を
進

め
る

こ
と

が
で

き
た

。

地
域

農
業

を
維

持
し

す
る

た
め

に
後

継
者

不
足

に
よ

る
条

件
不

利
地

の
流

動
化

対
策

や
優

良
農

地
の

効
率

的
か

つ
安

定
的

な
活

用
が

図
ら

れ
る

よ
う

、
引

き
続

き
農

業
委

員
会

や
農

地
中

間
管

理
機

構
と

の
協

力
体

制
を

維
持

し
て

い
く

。
1

-
1

・
農

地
パ

ト
ロ

ー
ル

の
実

施
を

推
進

し
ま

す
。

農
地

利
活

用
監

視
機

関
の

農
業

委
員

会
と

連
携

し
、

農
地

利
用

の
実

態
を

的
確

に
判

断
し

、
耕

作
放

棄
地

の
防

止
や

遊
休

農
地

の
発

生
を

抑
制

し
て

き
た

。
今

後
も

現
況

把
握

の
調

査
等

を
実

施
す

る
と

と
も

に
関

係
機

関
と

の
農

地
情

報
の

共
有

化
や

関
連

施
策

や
制

度
を

活
用

し
、

耕
作

放
棄

地
の

発
生

防
止

と
優

良
農

地
の

確
保

に
努

め
て

い
く

。
1

-
1

・
有

害
鳥

獣
駆

除
・

捕
獲

体
制

の
強

化
を

行
い

、
野

生
鳥

獣
に

よ
る

農
作

物
被

害
の

軽
減

を
図

り
ま

す
。

被
害

防
止

対
策

は
、

農
地

の
侵

入
防

止
対

策
と

し
て

、
農

業
者

が
電

牧
柵

を
設

置
し

、
わ

な
、

殺
処

分
器

等
機

材
類

を
提

供
し

、
捕

獲
と

駆
除

は
猟

友
会

が
実

施
し

、
毎

年
一

定
程

度
の

農
業

被
害

の
拡

大
防

止
が

図
ら

れ
て

い
る

。
ま

た
、

被
害

が
増

加
傾

向
の

ア
ラ

イ
グ

マ
対

策
と

し
て

、
令

和
３

年
度

か
ら

地
域

農
業

者
が

自
ら

捕
獲

で
き

る
よ

う
資

格
習

得
の

た
め

の
技

術
講

習
会

を
開

催
し

、
駆

除
従

事
者

の
拡

大
を

図
っ

た
。

【
被

害
額

】
H

3
0

:2
9

,0
3

6
千

円
、

H
3

1
:3

1
,9

6
7

千
円

、
R

２
:3

2
,3

5
4

千
円

、
R

3
:5

3
,7

3
8

千
円

、
R

4
:3

4
,4

3
5

千
円

～
エ

ゾ
シ

カ
被

害
8

3
％

【
対

策
費

】
電

牧
柵

H
3

1
:6

,7
0

4
千

円
、

R
２

:6
,2

6
0

千
円

、
R

3
:8

,2
8

2
千

円
、

R
4

:7
,2

8
5

千
円

、
R

5
:8

,3
8

1
千

円

猟
友

会
に

つ
い

て
は

、
平

成
3

1
年

度
以

降
3

名
の

増
員

が
あ

る
も

の
の

高
齢

化
が

進
み

、
会

員
の

ほ
と

ん
ど

が
就

業
の

傍
ら

の
駆

除
作

業
と

な
り

、
会

員
へ

の
負

担
は

個
体

数
の

増
加

と
と

も
に

年
々

増
し

て
い

る
。

こ
の

こ
と

か
ら

、
担

い
手

確
保

に
対

す
る

取
り

組
み

を
継

続
す

る
と

と
も

に
地

域
農

業
者

へ
の

駆
除

拡
大

等
の

負
担

軽
減

策
の

取
り

組
み

を
推

進
し

て
い

く
。

今
後

も
令

和
３

年
度

策
定

の
第

5
次

鳥
獣

害
被

害
防

止
計

画
に

基
づ

き
、

引
き

続
き

防
止

対
策

の
強

化
を

実
施

し
て

い
く

。
3

-
3

・
鳥

獣
被

害
対

策
活

動
へ

の
支

援
を

実
施

し
ま

す
。

中
山

間
事

業
に

よ
り

集
落

協
議

会
か

ら
農

業
者

に
電

牧
柵

設
置

に
係

る
経

費
、

猟
友

会
へ

は
運

営
費

や
狩

猟
免

許
取

得
費

を
助

成
し

、
町

か
ら

わ
な

、
殺

処
分

器
等

の
機

材
類

を
貸

出
と

駆
除

従
事

者
へ

処
分

費
用

の
支

援
を

実
施

し
て

き
た

。

近
年

、
増

加
傾

向
に

あ
る

エ
ゾ

シ
カ

対
策

と
し

て
中

山
間

事
業

の
電

牧
柵

設
置

の
助

成
を

継
続

実
施

す
る

。
ま

た
、

駆
除

体
制

の
中

心
的

な
役

割
に

あ
る

猟
友

会
に

つ
い

て
は

、
現

会
員

の
負

担
軽

減
と

な
る

新
た

な
会

員
の

確
保

や
従

事
者

の
育

成
に

対
し

て
、

引
き

続
き

支
援

を
実

施
す

る
。

3
-
3

・
農

業
委

員
会

と
の

連
携

強
化

を
図

っ
て

い
き

ま
す

。

農
業

委
員

会
と

の
連

携
に

よ
り

、
人

・
農

地
プ

ラ
ン

の
現

状
把

握
と

更
新

を
行

い
、

地
域

の
中

心
的

担
い

手
へ

の
優

良
農

地
の

集
積

、
集

約
化

の
取

り
組

み
を

促
進

し
て

き
た

。
な

お
、

R
４

年
度

の
関

係
法

令
改

正
に

伴
い

、
人

・
農

地
プ

ラ
ン

の
法

定
化

に
よ

り
、

将
来

の
目

標
と

す
る

地
図

を
定

め
た

地
域

計
画

が
必

要
と

な
る

た
め

、
情

報
収

集
等

の
計

画
策

定
の

準
備

を
行

っ
た

。

農
業

経
営

基
盤

強
化

促
進

法
等

の
改

正
に

よ
り

、
地

域
計

画
（

目
標

地
図

）
の

作
成

や
農

地
賃

貸
借

の
農

地
バ

ン
ク

活
用

促
進

等
農

地
流

動
化

対
策

の
取

り
組

み
内

容
が

変
更

と
な

り
、

優
良

農
地

が
将

来
に

わ
た

っ
て

効
率

的
か

つ
安

定
的

な
有

効
利

用
の

促
進

を
し

て
い

く
た

め
、

引
き

続
き

農
業

委
員

会
と

連
携

の
強

化
を

図
る

。
1

-
1

・
道

営
経

営
体

育
成

基
盤

整
備

事
業

を
推

進
し

ま
す

。

基
盤

整
備

事
業

の
区

画
整

理
に

併
せ

て
換

地
処

分
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

今
後

に
お

け
る

農
地

集
積

の
効

率
化

が
図

れ
る

た
め

、
換

地
委

員
会

を
設

置
し

、
円

滑
な

事
業

推
進

を
行

っ
て

き
た

。
換

地
区

域
に

お
い

て
は

4
地

区
が

完
了

し
、

残
り

は
東

部
地

区
の

み
と

な
る

。
今

後
も

継
続

し
て

換
地

委
員

会
を

は
じ

め
関

係
機

関
と

連
携

を
図

り
、

早
期

の
完

了
を

目
指

す
。

1
-
1

・
農

用
地

利
用

改
善

組
合

の
機

能
充

実
と

取
り

組
み

の
支

援
を

実
施

し
ま

す
。

地
域

の
農

用
地

利
用

改
善

組
合

が
主

体
と

な
り

、
利

用
権

設
定

促
進

事
業

の
農

地
斡

旋
、

取
り

ま
と

め
等

を
行

い
、

そ
の

結
果

に
基

づ
き

町
が

農
地

利
用

集
積

計
画

を
策

定
し

て
き

た
。

な
お

、
R

４
年

度
の

関
係

法
令

の
改

正
に

伴
い

、
利

用
集

積
計

画
策

定
に

農
地

バ
ン

ク
に

よ
る

貸
付

が
追

加
さ

れ
た

た
め

、
対

応
で

き
る

よ
う

準
備

を
行

っ
た

。

地
域

の
農

地
流

動
化

対
策

に
重

要
な

役
割

を
担

う
組

織
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
今

後
も

各
地

区
組

合
、

連
絡

協
議

会
の

組
織

機
能

の
充

実
が

図
れ

る
よ

う
支

援
を

継
続

し
、

連
携

強
化

を
図

っ
て

い
く

。
1

-
1

②
 中

心
的

担
い

手
へ

の
農

地
集

積
の

推
進②

 農
地

や
農

業
水

利
施

設
の

保
全

・
維

持
管

理

優
良

農
地

の
確

保
と

適
切

な
利

用
の

推
進

①
 計

画
的

な
土

地
利

用
の

推
進

２
　

農
業

生
産

を
支

え
る

基
盤

づ
く

り
と

優
良

農
地

の
確

保

農
業

生
産

の
基

盤
の

整
備

・
強

化



基
本

目
標

基
本

方
針

具
体

的
な

取
組

施
策

の
展

開
方

向
と

取
組

内
容

成
果

と
評

価
課

題
と

今
後

の
方

向
性

第
９

次
の

項
目

①
 農

業
経

営
の

現
状

・
各

農
業

関
係

機
関

と
の

連
携

強
化

を
図

り
、

人
材

確
保

に
向

け
た

取
り

組
み

を
支

援
し

ま
す

。

人
材

確
保

に
係

る
取

り
組

み
に

つ
い

て
は

、
各

農
業

関
係

機
関

と
連

携
に

よ
る

情
報

収
集

を
行

い
、

派
遣

事
業

の
対

応
等

に
よ

り
、

労
働

力
不

足
は

一
定

程
度

の
解

消
が

さ
れ

て
い

る
が

、
充

足
は

さ
れ

て
い

な
い

。
ま

た
、

新
た

な
担

い
手

の
人

材
確

保
は

、
新

規
就

農
、

後
継

就
農

者
に

対
し

て
は

相
談

か
ら

支
援

制
度

活
用

ま
で

サ
ポ

ー
ト

を
実

施
し

、
研

修
や

就
農

開
始

に
つ

な
げ

た
。

農
業

人
口

減
少

に
伴

う
労

働
力

不
足

に
つ

い
て

は
、

従
来

か
ら

の
研

究
課

題
で

あ
り

、
未

だ
取

り
組

み
ま

で
進

展
し

て
い

な
い

現
状

に
あ

る
こ

と
か

ら
、

他
の

成
功

例
な

ど
幅

広
い

情
報

収
集

か
ら

研
究

検
討

を
行

い
、

引
き

続
き

課
題

解
決

に
向

け
て

尽
力

す
る

。
3

-
1

・
演

習
場

周
辺

農
業

用
施

設
設

置
助

成
事

業
の

活
用

を
推

進
し

ま
す

。

防
衛

省
の

演
習

場
設

置
に

起
因

す
る

農
業

被
害

対
策

助
成

事
業

を
活

用
し

、
農

業
用

機
械

の
導

入
に

よ
り

、
農

作
業

の
効

率
化

と
経

営
面

積
の

拡
大

が
図

ら
れ

た
。

・
H

3
1

：
田

植
機

1
2

台
　

　
・

R
２

：
レ

ベ
ラ

ー
1

1
台

　
　

・
R

３
：

コ
ン

バ
イ

ン
2

台
・

R
４

：
コ

ン
バ

イ
ン

2
台

　
・

R
５

：
コ

ン
バ

イ
ン

1
台

　
合

計
 2

8
台

機
械

の
共

同
利

用
に

よ
る

経
費

縮
減

、
作

業
の

効
率

化
に

よ
る

負
担

軽
減

に
よ

り
、

経
営

環
境

の
改

善
が

期
待

さ
れ

る
こ

と
か

ら
、

今
後

も
助

成
制

度
を

活
用

し
て

、
計

画
的

に
施

設
、

機
械

等
の

導
入

を
進

め
る

。
2

-
1

・
経

営
体

育
成

支
援

事
業

補
助

（
融

資
主

体
補

助
事

業
）

の
活

用
を

推
進

し
ま

す
。

地
域

が
目

指
す

べ
き

将
来

の
農

地
利

用
の

実
現

に
向

け
て

経
営

規
模

の
拡

大
な

ど
、

積
極

的
な

事
業

投
資

に
対

し
、

生
産

の
効

率
化

に
必

要
な

機
械

導
入

の
支

援
を

実
施

し
た

。
 ・

R
１

：
ト

ラ
ク

タ
- 

  
　

　
　

　
2

台
　

　
　

  
・

R
２

：
ト

ラ
ク

タ
-　

1
台

 ・
R

３
：

ト
ラ

ク
タ

-,
作

業
機

外
 ２

１
台

  
　

　
 ・

R
４

：
ト

ラ
ク

タ
-　

２
台

 ・
R

５
：

ト
ラ

ク
タ

-（
予

定
）

　
1

台
　

  
  
　

合
計

　
2

8
台

補
助

事
業

の
採

択
要

件
は

、
将

来
目

標
達

成
の

ポ
イ

ン
ト

制
と

な
る

こ
と

か
ら

、
今

後
も

円
滑

に
事

業
活

用
が

図
れ

る
よ

う
随

時
、

農
業

者
に

有
益

な
情

報
を

提
供

し
、

経
営

拡
大

を
支

援
し

て
い

く
。

2
-
1

・
農

業
経

営
基

盤
強

化
資

金
利

子
補

給
等

金
融

支
援

を
継

続
し

て
実

施
し

ま
す

。

農
業

経
営

の
規

模
拡

大
な

ど
、

積
極

的
な

事
業

投
資

を
行

う
農

業
者

へ
の

経
営

体
育

成
支

援
策

と
し

て
北

海
道

と
併

せ
て

借
入

れ
資

金
に

対
す

る
利

子
補

給
を

実
施

し
て

い
る

。
継

続
し

て
北

海
道

か
ら

の
支

援
と

併
せ

て
利

子
補

給
を

行
い

経
営

拡
大

等
の

支
援

を
進

め
て

い
く

。

3
-
1

・
J
A

・
行

政
な

ど
関

係
機

関
と

連
携

し
た

人
材

バ
ン

ク
の

体
制

検
討

を
推

進
し

ま
す

。

農
業

人
材

の
不

足
か

ら
J
A

関
連

会
社

の
ア

グ
リ

プ
ラ

ン
を

活
用

し
な

が
ら

、
ヘ

ル
パ

ー
の

登
録

制
度

に
向

け
た

、
検

討
を

進
め

て
き

た
が

、
実

施
に

は
至

っ
て

い
な

い
。

ま
た

、
コ

ロ
ナ

禍
で

人
材

確
保

が
難

し
い

状
況

も
あ

っ
た

た
め

、
対

応
も

停
滞

し
た

。

担
い

手
不

足
は

継
続

し
た

課
題

で
あ

る
た

め
、

今
後

も
Ｊ

Ａ
関

連
会

社
か

ら
の

人
材

派
遣

や
作

業
委

託
の

協
力

体
制

を
取

り
な

が
ら

、
引

き
続

き
、

ヘ
ル

パ
ー

登
録

制
度

等
の

支
援

方
法

を
検

討
し

て
い

く
。

3
-
1

・
新

技
術

に
よ

る
、

生
産

性
・

収
益

性
・

作
業

効
率

の
向

上
に

取
り

組
む

農
業

者
を

支
援

し
ま

す
。

生
産

の
効

率
性

を
追

求
し

進
化

す
る

農
業

技
術

の
機

械
・

設
備

等
施

設
に

対
し

て
事

業
者

等
か

ら
の

情
報

収
集

と
調

査
研

究
を

行
い

、
導

入
支

援
事

業
に

活
用

し
た

。
ま

た
、

ス
マ

ー
ト

農
業

推
進

事
業

と
し

て
、

G
P

S
技

術
を

活
用

し
た

農
業

機
械

の
導

入
を

実
施

し
、

効
率

的
か

つ
合

理
的

な
農

業
を

推
進

し
た

。

今
後

も
最

新
の

技
術

を
導

入
し

、
効

率
的

な
農

作
業

の
確

立
や

人
件

費
等

の
経

費
の

削
減

を
図

る
。

2
-
1

・
新

た
な

農
業

生
産

技
術

の
普

及
を

推
進

し
ま

す
。

新
技

術
の

開
発

や
新

品
種

の
普

及
に

向
け

た
取

り
組

み
と

し
て

道
農

業
改

良
普

及
セ

ン
タ

ー
、

Ｊ
A

と
連

携
し

、
本

町
に

お
け

る
適

性
の

実
証

試
験

等
の

調
査

研
究

を
実

施
し

た
。

新
技

術
の

開
発

、
既

存
の

技
術

改
良

や
新

品
種

の
適

合
に

つ
い

て
は

普
及

さ
せ

る
ま

で
に

時
間

を
要

す
る

も
の

が
多

い
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

道
農

業
改

良
普

及
セ

ン
タ

ー
及

び
J
A

と
連

携
、

協
力

し
、

研
究

開
発

を
進

め
て

い
く

。
2

-
1

・
共

同
利

用
農

業
機

械
・

施
設

・
設

備
の

新
技

術
導

入
事

業
を

推
進

し
ま

す
。

防
衛

省
補

助
事

業
の

活
用

に
よ

り
、

共
同

利
用

機
械

や
高

効
率

機
械

の
導

入
な

ど
を

計
画

的
に

実
施

し
た

。
新

技
術

及
び

共
同

施
設

に
対

し
て

は
、

中
山

間
事

業
に

よ
り

整
備

費
用

の
支

援
を

実
施

し
、

農
業

経
営

の
コ

ス
ト

削
減

に
つ

な
げ

て
き

た
。

今
後

も
Ｊ

Ａ
・

農
業

者
と

の
協

働
に

よ
り

、
防

衛
省

補
助

事
業

を
活

用
す

る
た

め
、

継
続

し
て

要
望

を
行

い
、

経
営

効
率

化
に

資
す

る
施

設
、

機
械

等
の

導
入

を
展

開
し

て
い

く
。

中
山

間
事

業
に

よ
り

支
援

し
て

い
た

新
技

術
及

び
共

同
利

用
施

設
は

、
R

4
事

業
内

容
の

見
直

し
か

ら
交

付
対

象
外

に
な

っ
た

た
め

、
今

後
は

新
た

な
事

業
と

し
て

取
り

組
み

方
法

等
を

検
討

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

2
-
1

・
地

域
の

自
然

条
件

や
農

業
構

造
な

ど
の

実
態

に
即

し
た

ス
マ

ー
ト

農
業

の
実

証
研

究
、

情
報

収
取

等
を

行
い

、
そ

の
効

果
を

検
証

し
て

い
き

ま
す

。

道
営

事
業

の
東

中
地

区
低

コ
ス

ト
実

証
研

究
を

は
じ

め
、

国
の

補
助

事
業

の
活

用
と

町
の

支
援

に
よ

り
、

ロ
ボ

ッ
ト

技
術

、
Ｉ

Ｃ
Ｔ

技
術

の
機

材
導

入
を

支
援

し
、

ス
マ

ー
ト

農
業

の
普

及
促

進
し

た
結

果
、

新
技

術
導

入
の

効
果

が
発

揮
さ

れ
た

。
・

農
薬

散
布

ド
ロ

ー
ン

　
２

台
・

自
動

操
舵

付
ト

ラ
ク

タ
ー

　
８

７
台

新
技

術
の

中
で

も
ス

マ
ー

ト
農

業
の

利
用

価
値

が
高

い
こ

と
が

認
知

さ
れ

つ
つ

あ
り

、
引

き
続

き
各

々
の

ニ
ー

ズ
や

用
途

に
合

わ
せ

た
機

材
等

の
整

備
や

体
制

づ
く

り
を

推
進

し
て

い
く

。
ま

た
、

国
の

助
成

制
度

等
が

充
実

し
て

い
る

が
、

さ
ら

普
及

促
進

を
図

る
た

め
の

支
援

の
方

法
を

検
討

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

2
-
1

・
 酪

農
に

お
け

る
労

働
力

負
担

を
軽

減
す

る
搾

乳
ロ

ボ
ッ

ト
な

ど
の

普
及

を
推

進
し

ま
す

。

畜
産

の
IC

T
化

に
つ

い
て

は
、

畜
産

ク
ラ

ス
タ

ー
事

業
を

通
し

て
、

酪
農

で
は

パ
ス

チ
ャ

ラ
イ

ザ
ー

を
導

入
し

加
熱

殺
菌

を
効

率
化

さ
せ

、
繁

殖
肉

牛
で

は
ク

ラ
ウ

ド
牛

群
管

理
シ

ス
テ

ム
を

導
入

し
発

情
検

知
・

健
康

管
理

を
シ

ス
テ

ム
化

し
労

働
力

負
担

を
軽

減
し

た
。

引
き

続
き

労
働

力
負

担
を

軽
減

す
る

機
械

導
入

を
推

進
し

、
効

率
的

か
つ

効
果

的
な

畜
産

経
営

を
推

進
し

、
搾

乳
ロ

ボ
ッ

ト
等

の
大

幅
な

負
担

軽
減

策
の

導
入

を
継

続
し

て
い

き
ま

す
。

1
-
2

・
将

来
を

担
う

Ｉ
Ｃ

Ｔ
技

術
習

得
者

の
人

材
育

成
を

推
進

し
ま

す
。

J
A

や
機

械
メ

ー
カ

ー
、

通
信

事
業

者
等

と
連

携
し

て
、

作
業

の
自

動
化

、
省

力
化

等
の

デ
モ

ン
ス

ト
レ

ー
シ

ョ
ン

、
情

報
デ

ー
タ

活
用

等
の

各
種

視
察

、
研

修
会

に
つ

い
て

技
術

習
得

機
会

の
提

供
し

た
。

引
き

続
き

、
将

来
を

担
う

Ｉ
Ｃ

Ｔ
技

術
習

得
者

の
人

材
育

成
を

推
進

し
ま

す
。

更
に

は
今

後
進

化
し

て
い

く
農

業
D

X
環

境
に

向
け

た
意

識
の

改
革

を
進

め
ま

す
。

2
-
1

②
 安

定
し

た
経

営
と

合
理

化
の

推
進

新
技

術
の

導
入

と
普

及

①
 新

技
術

・
農

業
機

械
の

導
入

と
普

及
の

推
進

３
　

経
営

の
安

定
化

・
合

理
化

と
新

技
術

の
導

入

経
営

の
安

定
化

・
合

理
化

②
 ス

マ
ー

ト
農

業
の

推
進



基
本

目
標

基
本

方
針

具
体

的
な

取
組

施
策

の
展

開
方

向
と

取
組

内
容

成
果

と
評

価
課

題
と

今
後

の
方

向
性

第
９

次
の

項
目

・
自

然
や

景
観

、
伝

統
文

化
、

生
産

物
な

ど
の

農
村

地
域

の
多

様
な

資
源

を
発

掘
し

、
そ

れ
ら

を
活

用
し

た
農

村
づ

く
り

を
支

援
し

ま
す

。

地
域

資
源

の
発

掘
や

活
用

し
た

取
り

組
み

等
共

同
活

動
の

増
進

の
た

め
、

中
山

間
事

業
に

よ
る

活
動

資
金

の
支

援
を

実
施

し
、

多
様

な
資

源
を

活
用

し
た

農
村

づ
く

り
の

推
進

に
努

め
た

。
引

き
続

き
地

域
資

源
の

発
掘

や
活

用
す

る
多

様
な

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

活
動

が
円

滑
に

行
え

る
よ

う
中

山
間

事
業

を
活

用
し

て
取

り
組

み
を

支
援

し
て

い
く

。
2

-
3

・
農

村
地

域
の

環
境

美
化

な
ど

の
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
活

動
を

推
進

し
ま

す
。

周
辺

の
美

化
活

動
や

自
然

環
境

の
保

全
活

動
の

増
進

の
た

め
、

中
山

間
事

業
に

よ
る

活
動

資
金

の
支

援
を

実
施

し
、

取
り

組
み

を
活

性
化

さ
せ

た
。

引
き

続
き

周
辺

の
美

化
活

動
に

よ
る

地
域

環
境

の
保

全
が

円
滑

に
行

え
る

よ
う

中
山

間
事

業
を

活
用

し
て

取
り

組
み

を
支

援
し

て
い

く
。

2
-
3

・
地

域
住

民
が

主
体

と
な

っ
た

持
続

的
な

取
り

組
み

を
促

進
す

る
た

め
、

農
村

づ
く

り
を

後
押

し
す

る
役

割
を

担
う

人
材

育
成

を
推

進
し

ま
す

。

持
続

可
能

な
地

域
共

同
活

動
に

な
る

よ
う

、
ま

た
地

域
の

牽
引

役
と

な
る

べ
き

人
材

の
育

成
に

つ
な

げ
る

た
め

、
中

山
間

事
業

に
よ

る
活

動
資

金
の

支
援

を
実

施
し

、
取

り
組

み
を

活
性

化
さ

せ
た

。
引

き
続

き
地

域
を

担
う

中
心

的
な

人
材

の
育

成
や

住
民

主
体

の
様

々
な

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

活
動

を
円

滑
に

行
え

る
よ

う
中

山
間

事
業

を
活

用
し

て
取

り
組

み
を

支
援

し
て

い
く

。
2

-
3

・
地

域
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
施

設
の

適
切

な
管

理
を

実
施

し
て

い
き

ま
す

。

地
域

の
共

同
活

動
に

お
い

て
重

要
な

交
流

拠
点

と
な

る
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
施

設
に

つ
い

て
は

、
各

地
域

と
協

力
の

も
と

、
適

切
な

維
持

管
理

に
努

め
た

こ
と

に
よ

り
、

機
能

的
な

活
用

が
図

れ
た

。
今

後
も

引
き

続
き

各
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
活

動
等

の
重

要
拠

点
と

し
て

、
地

域
と

協
力

連
携

し
、

施
設

の
適

切
な

管
理

・
整

備
等

に
努

め
る

。
2

-
3

・
農

地
や

水
路

な
ど

、
地

域
資

源
の

適
切

な
保

全
管

理
を

図
る

た
め

の
地

域
の

共
同

活
動

を
推

進
し

ま
す

。

中
山

間
事

業
及

び
多

面
的

機
能

支
払

交
付

金
事

業
を

活
用

し
た

農
村

地
域

に
お

け
る

拠
点

交
流

施
設

や
農

業
水

利
施

設
等

の
整

備
に

対
し

て
支

援
を

実
施

し
た

。
農

地
や

水
路

な
ど

地
域

資
源

の
適

切
な

保
全

管
理

や
質

的
向

上
を

図
る

た
め

の
地

域
の

共
同

活
動

、
施

設
の

長
寿

命
化

の
た

め
の

活
動

、
生

産
条

件
の

不
利

な
中

山
間

地
域

等
に

お
け

る
農

業
生

産
活

動
を

継
続

す
る

た
め

の
取

り
組

み
を

継
続

し
て

支
援

し
て

い
く

。
1

-
1

・
中

山
間

地
域

等
生

産
条

件
の

不
利

な
地

域
の

農
業

生
産

活
動

を
継

続
す

る
た

め
の

取
り

組
み

を
支

援
し

ま
す

。

農
業

生
産

条
件

が
不

利
な

地
域

で
耕

作
を

継
続

す
る

た
め

、
中

山
間

地
域

直
接

支
払

制
度

を
活

用
し

、
集

落
協

議
会

を
通

じ
て

地
域

の
取

組
活

動
に

対
し

支
援

を
実

施
し

て
き

た
。

な
お

、
R

１
年

度
制

度
改

正
に

よ
り

指
定

棚
田

地
域

新
設

ほ
か

制
度

が
拡

充
さ

れ
て

い
る

。

中
山

間
事

業
５

か
年

計
画

は
現

在
５

期
目

と
な

り
、

制
度

の
拡

充
も

行
わ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
今

後
も

制
度

の
有

効
活

用
を

検
討

し
て

、
条

件
不

利
地

域
に

お
け

る
営

農
活

動
を

継
続

し
て

支
援

し
て

い
く

。
1

-
1

・
多

面
的

機
能

の
発

揮
を

促
進

す
る

と
も

に
地

域
の

活
性

化
を

図
り

ま
す

。

町
内

1
2

地
区

に
対

し
て

、
農

地
の

維
持

、
自

然
環

境
の

向
上

を
目

的
に

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

事
業

を
実

施
し

、
地

域
の

環
境

保
全

等
に

努
め

て
き

た
。

農
業

は
食

料
供

給
の

役
割

だ
け

で
な

く
、

国
土

保
全

、
水

源
か

ん
養

、
自

然
環

境
の

保
全

、
良

好
な

景
観

の
形

成
、

文
化

の
伝

承
な

ど
様

々
な

機
能

を
有

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
当

該
事

業
に

よ
る

環
境

整
備

と
保

全
を

継
続

す
る

と
と

も
に

こ
れ

ら
の

機
能

を
充

分
に

発
揮

さ
せ

る
た

め
の

取
り

組
み

を
推

進
し

て
い

く
。

1
-
1

・
自

然
生

態
系

の
保

全
や

良
好

な
農

村
形

成
に

向
け

て
、

地
域

の
景

観
や

環
境

に
配

慮
し

た
整

備
を

推
進

し
ま

す
。

環
境

保
全

型
農

業
直

接
支

払
交

付
金

と
し

て
、

有
機

農
業

や
化

学
肥

料
・

化
学

農
薬

の
低

減
を

実
施

し
て

い
る

農
家

に
対

し
て

支
払

い
を

実
施

し
、

農
地

・
環

境
保

全
等

に
努

め
て

き
た

。
農

業
は

食
料

供
給

の
役

割
だ

け
で

な
く

、
国

土
保

全
、

水
源

か
ん

養
、

自
然

環
境

の
保

全
、

良
好

な
景

観
の

形
成

、
文

化
の

伝
承

な
ど

様
々

な
機

能
を

有
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

当
該

事
業

に
よ

る
環

境
整

備
と

保
全

を
継

続
す

る
と

と
も

に
こ

れ
ら

の
機

能
を

充
分

に
発

揮
さ

せ
る

た
め

の
取

り
組

み
を

推
進

し
て

い
く

。

1
-
1

・
上

富
良

野
町

集
落

協
議

会
の

機
能

強
化

を
図

り
ま

す
。

集
落

協
議

会
と

し
て

、
地

域
全

体
と

各
地

区
の

課
題

解
決

に
向

け
た

取
り

組
み

に
対

し
て

、
地

区
や

各
団

体
に

事
業

調
整

や
費

用
の

助
成

を
行

い
、

各
地

区
と

の
連

携
の

も
と

組
織

機
能

の
強

化
に

努
め

た
。

今
後

も
地

区
の

活
性

化
に

つ
な

が
る

よ
う

協
議

会
の

組
織

機
能

を
最

大
限

発
揮

す
る

た
め

、
引

き
続

き
支

援
を

実
施

し
て

い
く

。
1

-
1

・
グ

リ
ー

ン
・

ツ
ー

リ
ズ

ム
及

び
農

業
・

農
村

体
験

機
会

の
拡

充
を

推
進

し
ま

す
。

町
内

で
の

グ
リ

ー
ン

ツ
ー

リ
ズ

ム
の

さ
ら

な
る

取
り

組
み

拡
充

を
図

る
た

め
の

各
種

事
業

は
コ

ロ
ナ

禍
の

行
動

制
限

期
間

を
除

き
、

教
育

フ
ァ

ー
ム

推
進

協
議

会
の

東
中

地
区

を
中

心
に

本
州

か
ら

の
修

学
旅

行
受

入
れ

等
交

流
機

会
の

提
供

を
進

め
た

。

農
業

・
農

村
へ

の
理

解
の

促
進

や
地

域
の

活
性

化
に

大
き

な
効

果
が

あ
り

、
活

動
意

義
な

ど
の

情
報

発
信

に
よ

る
意

識
の

醸
成

や
地

域
、

関
係

機
関

の
協

力
に

よ
る

受
入

体
制

の
整

備
等

を
図

る
こ

と
が

重
要

に
な

る
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

教
育

フ
ァ

ー
ム

推
進

協
議

会
の

取
り

組
み

を
中

心
に

各
種

事
業

を
推

進
し

て
い

く
。

2
-
3

・
農

村
地

域
の

持
つ

豊
か

な
自

然
や

食
な

ど
を

活
用

し
た

都
市

と
農

村
と

の
交

流
に

資
す

る
活

動
な

ど
を

推
進

し
ま

す
。

町
内

で
の

グ
リ

ー
ン

ツ
ー

リ
ズ

ム
の

さ
ら

な
る

取
り

組
み

拡
充

を
図

る
た

め
の

各
種

事
業

は
コ

ロ
ナ

禍
の

行
動

制
限

期
間

を
除

き
、

教
育

フ
ァ

ー
ム

推
進

協
議

会
の

東
中

地
区

を
中

心
に

本
州

か
ら

の
修

学
旅

行
受

入
れ

等
交

流
機

会
の

提
供

を
進

め
た

。

農
業

・
農

村
へ

の
理

解
の

促
進

や
地

域
の

活
性

化
に

大
き

な
効

果
が

あ
り

、
活

動
意

義
な

ど
の

情
報

発
信

に
よ

る
意

識
の

醸
成

や
地

域
、

関
係

機
関

の
協

力
に

よ
る

受
入

体
制

の
整

備
等

を
図

る
こ

と
が

重
要

に
な

る
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

教
育

フ
ァ

ー
ム

推
進

協
議

会
の

取
り

組
み

を
中

心
に

各
種

事
業

を
推

進
し

て
い

く
。

2
-
3

・
子

ど
も

た
ち

を
対

象
と

し
た

農
業

体
験

学
習

な
ど

の
取

り
組

み
を

推
進

し
ま

す
。

町
内

活
動

団
体

に
よ

る
小

学
５

年
生

を
対

象
と

し
た

フ
ィ

ー
ル

ド
ワ

ー
ク

と
総

合
学

習
を

継
続

し
て

実
施

し
、

農
業

を
身

近
に

感
じ

て
も

ら
え

る
取

り
組

み
か

ら
農

業
全

体
の

理
解

深
化

に
つ

な
げ

た
。

有
志

に
よ

る
教

育
フ

ァ
ー

ム
活

動
は

コ
ロ

ナ
禍

が
あ

っ
た

も
の

の
、

推
進

協
議

会
に

よ
る

積
極

的
な

交
流

活
動

の
実

施
に

よ
り

、
今

後
の

グ
リ

ー
ン

・
ツ

ー
リ

ズ
ム

へ
の

発
展

へ
繋

げ
る

こ
と

が
で

き
た

。

グ
リ

ー
ン

ツ
ー

リ
ズ

ム
を

展
開

す
る

中
で

教
育

フ
ァ

ー
ム

活
動

は
重

要
な

要
素

と
な

る
た

め
、

今
後

も
地

域
の

子
ど

も
達

と
の

取
り

組
み

を
継

続
す

る
と

と
も

に
活

動
体

制
の

更
な

る
拡

充
を

図
り

推
進

し
て

い
く

。
2

-
3

・
6

次
産

業
化

取
組

農
業

者
・

団
体

の
研

究
・

活
動

を
支

援
し

ま
す

。

地
元

の
農

産
物

を
原

料
と

し
た

ト
マ

ト
ジ

ュ
ー

ス
や

ワ
イ

ン
、

人
参

ピ
ク

ル
ス

と
い

っ
た

従
来

の
地

場
産

加
工

品
に

加
え

、
平

成
3

1
年

に
ど

ぶ
ろ

く
、

令
和

３
年

に
ジ

ェ
ラ

ー
ト

ア
イ

ス
ク

リ
ー

ム
が

商
品

化
さ

れ
、

販
売

に
つ

な
が

る
ま

で
の

製
造

施
設

、
直

売
所

な
ど

へ
の

支
援

を
実

施
し

、
農

業
か

ら
地

域
産

業
の

活
性

化
に

つ
な

が
っ

た
。

６
次

産
業

化
へ

の
取

り
組

み
は

、
地

域
産

業
の

活
性

化
と

雇
用

機
会

の
拡

大
に

つ
な

が
る

よ
う

地
場

産
の

特
産

品
開

発
を

国
の

農
山

漁
村

発
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

（
6

次
産

業
化

）
事

業
等

を
活

用
し

て
支

援
を

継
続

し
て

い
く

。
ま

た
、

販
売

促
進

の
た

め
、

ふ
る

さ
と

納
税

返
礼

品
へ

の
活

用
や

各
種

イ
ベ

ン
ト

で
の

活
用

を
図

っ
て

い
く

。
な

お
、

中
山

間
事

業
の

販
売

強
化

促
進

支
援

は
、

事
業

見
直

し
に

よ
り

、
Ｒ

４
年

度
か

ら
交

付
対

象
外

と
な

っ
た

た
め

、
支

援
策

を
検

討
を

し
て

い
く

。

2
-
3

・
関

連
産

業
と

の
連

携
強

化
を

図
り

、
関

係
者

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
づ

く
り

や
商

品
開

発
、

加
工

・
販

売
施

設
の

整
備

等
を

推
進

し
ま

す
。

既
存

農
産

物
加

工
施

設
の

利
用

状
況

に
つ

い
て

は
、

年
間

利
用

者
、

利
用

時
間

は
横

ば
い

で
推

移
し

て
い

る
。

施
設

の
経

年
劣

化
よ

る
故

障
も

多
い

が
、

利
用

に
支

障
が

な
い

よ
う

に
早

急
な

修
繕

と
主

要
機

器
の

定
期

点
検

等
の

対
応

に
よ

り
、

適
正

な
維

持
管

理
に

努
め

て
い

る
。

な
お

、
コ

ロ
ナ

感
染

症
の

ま
ん

延
期

間
は

閉
鎖

し
た

た
め

、
事

業
が

縮
小

と
な

っ
た

。

施
設

及
び

機
器

類
の

老
朽

化
が

著
し

く
、

新
規

の
整

備
が

望
ま

し
い

が
、

拠
点

施
設

「
道

の
駅

」
が

地
場

産
品

直
売

、
加

工
、

交
流

の
複

合
施

設
の

構
想

と
な

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
拠

点
施

設
が

整
備

さ
れ

る
ま

で
期

間
は

、
定

期
的

な
点

検
、

修
繕

に
よ

る
延

命
措

置
を

行
い

、
現

状
維

持
し

て
い

く
。

2
-
3

・
2

次
・

3
次

事
業

者
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

な
ど

に
よ

る
新

商
品

の
開

発
、

販
路

開
拓

な
ど

新
た

な
需

要
創

出
を

推
進

し
ま

す
。

1
次

生
産

者
の

農
山

漁
村

発
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

（
6

次
産

業
化

等
）

支
援

事
業

の
申

請
支

援
を

行
っ

た
。

ま
た

、
マ

ッ
チ

ン
グ

に
よ

る
新

商
品

の
開

発
と

は
い

か
な

か
っ

た
が

、
今

後
農

山
漁

村
発

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
（

6
次

産
業

化
等

）
支

援
事

業
に

向
け

て
、

１
次

生
産

者
が

新
た

な
販

路
の

開
拓

を
行

う
に

あ
た

り
各

種
情

報
を

収
集

し
た

。

農
業

者
の

希
望

に
も

よ
る

が
、

2
次

・
3

次
事

業
者

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
を

行
う

こ
と

で
新

た
な

ブ
ラ

ン
ド

化
を

図
り

生
産

価
値

向
上

が
可

能
と

な
る

。
引

き
続

き
、

新
商

品
の

開
発

か
ら

宣
伝

方
法

な
ど

の
販

売
戦

略
や

販
路

開
拓

な
ど

新
た

な
需

要
創

出
を

推
進

し
、

そ
れ

ら
の

機
会

の
提

供
を

進
め

て
い

く
。

2
-
3

②
 農

業
を

軸
と

し
た

6
次

産
業

化
の

推
進②

 農
業

・
農

村
の

多
面

的
な

機
能

を
発

揮
す

る
取

組

①
 グ

リ
ー

ン
・

ツ
ー

リ
ズ

ム
の

推
進

４
　

活
力

に
満

ち
、

心
豊

か
に

暮
ら

し
て

い
け

る
農

村
づ

く
り

活
力

に
満

ち
た

快
適

な
農

村
環

境
づ

く
り

①
 地

域
の

特
色

あ
る

資
源

を
活

か
し

た
農

村
づ

く
り

の
推

進

都
市

と
農

村
の

交
流

促
進

と
６

次
産

業
化

の
促

進



基
本

目
標

基
本

方
針

具
体

的
な

取
組

施
策

の
展

開
方

向
と

取
組

内
容

成
果

と
評

価
課

題
と

今
後

の
方

向
性

第
９

次
の

項
目

・
農

業
経

営
・

技
術

・
戦

略
習

得
な

ど
多

様
な

研
修

会
の

充
実

と
情

報
提

供
な

ど
担

い
手

育
成

の
支

援
を

推
進

し
ま

す
。

各
種

農
業

技
術

・
知

識
の

習
得

な
ど

の
担

い
手

養
成

研
修

会
の

周
知

を
行

い
、

機
会

の
提

供
を

行
っ

た
。

ま
た

、
地

域
の

牽
引

者
と

な
る

べ
き

人
材

育
成

を
集

落
内

で
話

し
合

い
を

行
い

、
中

山
間

、
多

面
的

事
業

を
実

践
す

る
中

で
、

地
域

の
リ

ー
ダ

ー
を

確
立

す
る

取
り

組
み

に
対

し
支

援
を

行
っ

た
。

農
業

技
術

や
経

営
戦

略
の

知
識

習
得

の
機

会
な

ど
の

周
知

を
継

続
し

、
担

い
手

に
必

要
な

研
修

の
場

を
確

保
し

て
い

く
。

ま
た

、
今

後
の

地
域

発
展

の
た

め
に

重
要

な
中

心
的

役
割

の
担

い
手

育
成

は
、

多
く

の
地

域
の

課
題

で
あ

る
こ

と
か

ら
各

団
体

組
織

の
代

表
と

連
携

を
強

化
し

、
推

進
し

て
い

く
。

3
-
1

・
人

材
育

成
ア

カ
デ

ミ
ー

を
開

催
し

、
研

修
会

環
境

の
整

備
を

進
め

ま
す

。

道
内

・
道

外
で

開
催

さ
れ

る
新

た
な

経
営

知
識

の
習

得
を

目
的

と
し

た
研

修
に

対
し

て
、

中
山

間
事

業
を

活
用

し
て

助
成

を
実

施
し

て
い

る
。

な
お

、
コ

ロ
ナ

禍
の

期
間

に
お

い
て

は
各

種
の

研
修

が
未

開
催

ま
た

は
オ

ン
ラ

イ
ン

形
式

の
開

催
に

な
り

、
人

材
育

成
ア

カ
デ

ミ
ー

に
つ

い
て

は
開

催
で

き
な

か
っ

た
。

緑
峰

高
校

専
攻

科
の

道
外

・
海

外
研

修
の

支
援

助
成

も
し

て
お

り
、

今
後

も
既

存
事

業
の

農
業

者
研

修
は

研
修

成
果

を
広

く
発

信
す

る
方

法
、

体
制

等
を

検
討

し
な

が
ら

、
引

き
続

き
実

施
し

て
い

く
。

ま
た

、
特

に
若

い
世

代
の

農
業

者
の

方
へ

の
セ

ミ
ナ

ー
も

開
催

す
る

よ
う

進
め

て
い

く
。

3
-
1

・
各

関
係

機
関

の
協

力
の

も
と

、
農

業
経

営
改

善
支

援
セ

ン
タ

ー
の

機
能

強
化

を
推

進
し

ま
す

農
業

委
員

会
、

Ｊ
Ａ

、
農

業
改

良
普

及
セ

ン
タ

ー
が

参
画

し
て

農
業

経
営

改
善

セ
ン

タ
ー

を
運

営
し

、
認

定
農

業
者

の
改

善
計

画
に

つ
い

て
の

認
定

、
ま

た
新

規
就

農
者

の
サ

ポ
ー

ト
会

議
を

開
催

し
、

地
域

の
担

い
手

の
育

成
支

援
を

実
施

し
た

。

新
規

就
農

者
の

農
業

経
営

が
円

滑
か

つ
確

実
に

早
期

の
確

立
が

で
き

る
よ

う
、

地
域

の
関

係
者

が
連

携
し

て
就

農
準

備
段

階
か

ら
経

営
開

始
後

ま
で

一
貫

し
て

支
援

し
て

い
く

体
制

の
整

備
を

進
め

て
い

く
。

ま
た

、
経

営
改

善
計

画
に

対
し

て
は

、
将

来
の

経
営

発
展

に
必

要
な

支
援

策
等

の
有

益
な

情
報

提
供

を
継

続
し

、
経

営
支

援
を

進
め

て
い

く
。

3
-
1

・
女

性
農

業
者

が
一

層
活

躍
で

き
る

環
境

整
備

を
進

め
ま

す
。

中
山

間
事

業
に

お
い

て
研

修
費

用
助

成
、

野
菜

ソ
ム

リ
エ

取
得

費
用

等
の

助
成

に
つ

い
て

支
援

を
継

続
し

て
き

た
が

、
R

４
年

度
事

業
見

直
し

に
伴

い
、

資
格

取
得

に
つ

い
て

は
事

業
対

象
外

と
な

り
、

中
止

し
て

い
る

。

女
性

農
業

者
の

活
躍

の
機

会
を

広
げ

る
た

め
、

機
関

的
、

組
織

的
に

女
性

進
出

の
機

会
を

支
援

で
き

る
よ

う
今

後
も

情
報

提
供

し
て

い
く

と
と

も
に

引
き

続
き

支
援

策
を

検
討

す
る

。
3

-
1

・
男

女
平

等
参

画
に

向
け

た
意

識
啓

発
と

組
織

運
用

を
推

進
し

ま
す

。

農
業

振
興

審
議

会
委

員
に

女
性

の
登

用
を

実
施

し
て

い
る

（
令

和
５

年
現

在
２

名
　

登
用

率
2

0
％

）
。

ま
た

、
農

業
委

員
も

女
性

委
員

１
名

を
登

用
し

て
い

る
（

登
用

率
7

.6
％

）
。

農
林

業
へ

の
人

材
の

呼
び

込
み

に
は

女
性

が
働

き
や

す
く

暮
ら

し
や

す
い

農
林

業
で

あ
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
地

域
に

参
画

し
、

女
性

の
声

を
反

映
さ

せ
て

い
く

こ
と

が
重

要
で

あ
る

。
今

後
も

総
合

計
画

に
お

け
る

男
女

共
同

参
画

の
登

用
率

2
2

％
以

上
を

目
標

と
し

て
参

画
を

推
進

す
る

。
3

-
1

・
家

族
経

営
協

定
の

締
結

促
進

を
推

進
し

ま
す

。

農
業

委
員

会
と

連
携

、
協

力
を

図
り

な
が

ら
、

家
族

経
営

協
定

の
締

結
に

よ
る

経
営

環
境

の
整

備
を

推
進

し
て

き
た

。
家

族
経

営
協

定
の

認
識

も
浸

透
し

て
い

る
が

、
自

発
的

な
締

結
に

至
っ

て
い

な
い

こ
と

か
ら

、
引

き
続

き
農

業
委

員
会

と
連

携
、

協
力

し
、

制
度

の
利

点
や

活
用

方
法

等
理

解
深

化
の

取
り

組
み

を
進

め
、

よ
り

良
い

経
営

体
へ

の
誘

導
を

図
る

。
3

-
1

・
中

山
間

地
域

直
接

支
払

制
度

地
域

取
組

活
動

の
支

援
を

推
進

し
ま

す
。

農
業

生
産

条
件

不
利

な
地

域
で

の
耕

作
を

継
続

す
る

た
め

、
中

山
間

地
域

直
接

支
払

制
度

を
活

用
し

、
集

落
協

議
会

を
通

じ
た

地
域

活
動

支
援

の
実

施
に

よ
り

、
各

地
域

の
多

面
的

機
能

が
維

持
、

発
揮

さ
れ

た
。

な
お

、
R

１
年

度
制

度
改

正
に

よ
り

指
定

棚
田

地
域

加
算

新
設

ほ
か

制
度

の
拡

充
が

行
わ

れ
て

い
る

。

当
該

事
業

の
５

か
年

計
画

は
、

５
期

目
が

令
和

６
年

度
ま

で
と

な
り

、
事

業
内

容
の

拡
充

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

今
後

も
引

き
続

き
事

業
を

有
効

的
に

活
用

す
る

た
め

次
期

計
画

を
策

定
し

、
条

件
不

利
地

域
に

お
け

る
営

農
活

動
の

支
援

を
継

続
し

て
い

く
。

1
-
1

・
収

益
向

上
作

物
導

入
支

援
事

業
を

継
続

し
て

実
施

し
ま

す
。

高
収

益
に

つ
な

が
る

作
物

に
特

化
し

た
生

産
を

促
す

た
め

に
、

ハ
ウ

ス
等

の
栽

培
施

設
及

び
作

業
機

導
入

費
用

の
助

成
を

行
い

、
収

益
の

向
上

に
よ

り
経

営
の

安
定

化
に

つ
な

げ
た

。
　

収
益

向
上

作
物

生
産

事
業

要
綱

(H
2

8
.4

 策
定

)
　

・
Ｈ

3
1

　
1

1
件

（
新

規
：

6
件

　
更

新
：

5
件

）
　

・
R

0
2

 　
  

9
件

（
新

規
：

8
件

　
更

新
：

1
件

）
　

・
R

0
3

 　
1

0
件

（
新

規
：

6
件

　
更

新
：

4
件

）
　

・
R

0
4

 　
  

8
件

（
新

規
：

6
件

　
更

新
：

2
件

）
　

・
R

0
5

見
込

  
8

件
（

新
規

：
5

件
　

更
新

：
3

件
）

　
　

　
　

　
　

合
計

4
6

件

R
3

年
度

の
町

事
業

評
価

で
継

続
事

業
に

位
置

付
け

ら
れ

た
こ

と
か

ら
、

対
象

作
物

の
拡

大
を

随
時

進
め

る
と

と
も

に
持

続
可

能
な

事
業

と
な

る
よ

う
に

制
度

設
計

の
検

討
を

進
め

、
高

収
益

作
物

の
導

入
を

継
続

し
て

推
進

し
て

い
く

。
2

-
1

・
新

規
就

農
者

受
け

入
れ

体
制

（
担

い
手

支
援

事
業

等
）

を
継

続
し

て
実

施
し

、
そ

の
充

実
を

図
っ

て
い

き
ま

す
。

新
規

就
農

の
希

望
者

に
対

し
て

、
就

農
プ

ロ
グ

ラ
ム

等
を

整
備

し
て

相
談

対
応

を
実

施
し

、
国

・
北

海
道

の
制

度
と

併
せ

て
各

種
の

担
い

手
支

援
事

業
を

活
用

し
て

、
研

修
費

用
・

住
居

等
・

研
修

受
入

等
支

援
を

実
施

し
、

技
術

・
経

営
研

修
か

ら
就

農
に

つ
な

げ
た

。
ま

た
、

後
継

者
に

対
し

て
は

農
業

へ
の

定
着

を
図

る
た

め
奨

励
金

を
交

付
し

支
援

を
実

施
し

た
。

・
新

た
な

農
業

担
い

手
育

成
等

支
援

事
業

要
綱

(H
2

8
.4

策
定

)　
H

3
1

～
R

5
　

住
宅

支
援

2
名

・
担

い
手

サ
ポ

ー
ト

奨
励

金
交

付
要

綱
(H

2
5

.4
策

定
)　

H
3

1
～

R
5

　
6

名

将
来

的
に

農
業

を
選

択
す

る
人

材
を

育
成

・
確

保
す

る
た

め
、

学
生

や
転

職
希

望
者

に
対

し
、

職
場

見
学

、
体

験
を

通
じ

た
農

業
経

営
者

等
と

の
交

流
等

、
農

業
の

魅
力

を
伝

え
、

就
農

へ
の

動
機

付
け

と
な

る
取

り
組

み
を

検
討

し
て

い
く

。
就

農
希

望
者

に
対

し
て

希
望

す
る

営
農

体
系

ご
と

に
就

農
プ

ロ
グ

ラ
ム

内
容

の
拡

充
や

研
修

に
向

け
た

受
入

体
制

の
確

立
を

図
る

と
と

も
に

情
報

提
供

、
事

業
周

知
・

募
集

等
を

継
続

し
、

就
農

し
や

す
い

環
境

づ
く

り
に

努
め

る
。

3
-
1

・
町

内
へ

の
移

住
・

定
住

な
ど

多
様

な
担

い
手

の
確

保
を

促
進

す
る

た
め

、
受

け
入

れ
情

報
な

ど
の

収
集

・
発

信
に

努
め

ま
す

。

町
媒

体
（

H
P

）
、

民
間

情
報

誌
等

に
よ

り
、

新
規

就
農

や
新

規
参

入
に

必
要

な
情

報
や

就
農

経
験

の
紹

介
、

移
住

の
た

め
の

物
件

な
ど

の
情

報
提

供
を

行
っ

て
き

た
。

ま
た

、
町

外
か

ら
移

住
・

定
住

策
と

し
て

、
地

域
お

こ
し

協
力

隊
制

度
を

活
用

し
、

特
産

農
作

物
限

定
で

新
た

な
担

い
手

と
し

て
生

産
支

援
の

協
力

隊
員

募
集

を
開

始
し

た
。

町
内

で
の

就
農

者
が

増
え

る
よ

う
、

今
後

も
担

い
手

向
け

の
事

業
の

周
知

を
推

進
し

て
い

く
。

地
域

お
こ

し
協

力
隊

制
度

も
拡

充
し

て
新

規
就

農
を

前
提

と
し

た
農

業
ヘ

ル
パ

ー
研

修
生

の
配

置
な

ど
の

多
様

な
ア

プ
ロ

ー
チ

の
方

法
を

検
討

し
て

い
く

。
3

-
1

・
就

農
直

後
の

所
得

を
確

保
す

る
た

め
の

「
農

業
人

材
投

資
資

金
」

の
給

付
な

ど
経

営
の

安
定

化
に

向
け

て
支

援
を

行
っ

て
い

き
ま

す
。

次
世

代
を

担
う

新
規

就
農

者
へ

の
農

業
次

世
代

人
材

投
資

事
業

は
、

２
年

間
の

研
修

「
準

備
型

」
、

就
農

開
始

後
３

年
間

の
所

得
支

援
「

経
営

開
始

型
」

に
よ

る
国

の
支

援
制

度
で

あ
り

、
R

５
年

ま
で

に
3

件
が

利
用

し
、

町
内

で
の

研
修

受
入

れ
体

制
の

整
備

を
図

り
、

就
農

直
後

の
経

営
の

安
定

化
支

援
を

行
っ

た
。

ま
た

、
当

初
の

資
金

調
達

の
た

め
無

利
子

借
入

の
青

年
就

農
資

金
の

要
望

に
対

し
認

定
新

規
就

農
計

画
の

認
定

を
行

い
、

準
備

資
金

の
支

援
を

実
施

し
た

。

研
修

受
入

に
つ

い
て

は
、

新
規

就
農

者
が

希
望

す
る

営
農

形
態

に
対

応
で

き
る

指
導

農
業

士
又

は
先

進
農

業
者

が
い

る
研

修
先

の
確

保
と

講
師

と
な

る
指

導
農

業
士

、
農

業
士

の
育

成
が

必
要

と
な

る
こ

と
か

ら
、

指
導

者
の

要
望

等
の

情
報

収
集

や
研

修
実

習
施

設
へ

の
支

援
な

ど
受

入
協

力
の

体
制

構
築

と
併

せ
て

関
係

機
関

等
と

連
携

し
、

指
導

者
育

成
の

体
制

づ
く

り
の

推
進

を
図

る
。

3
-
1

・
富

良
野

緑
峰

高
校

農
業

特
別

専
攻

科
の

運
営

に
つ

い
て

支
援

を
行

っ
て

い
き

ま
す

。

新
た

な
農

業
担

い
手

育
成

等
支

援
事

業
に

よ
り

、
研

修
者

に
対

し
、

通
学

に
係

る
学

費
の

支
援

を
行

い
、

学
校

へ
の

支
援

と
し

て
農

業
自

営
者

教
育

振
興

会
へ

の
補

助
を

実
施

し
て

い
る

。
　

新
た

な
農

業
担

い
手

育
成

等
支

援
事

業
要

綱
(H

2
8

.4
策

定
)

 　
研

修
学

費
支

援
〔

農
業

大
学

校
、

富
良

野
緑

峰
農

業
特

別
専

攻
科

〕
　

・
H

3
0

　
2

年
:2

名
、

1
年

:0
名

　
　

・
H

3
1

　
2

年
:0

名
、

1
年

:3
名

　
　

・
R

2
　

2
年

:2
名

、
1

年
:2

名
　

・
R

3
　

2
年

:2
名

、
1

年
:4

名
（

う
ち

大
学

校
１

名
）

・
R

4
　

2
年

:4
名

（
う

ち
大

学
校

１
名

）
、

1
年

:0
名

　
・

R
5

見
込

　
2

年
:0

名
、

1
年

:2
名

　
合

計
　

1
1

名

新
規

就
農

者
、

後
継

者
の

現
状

把
握

と
事

業
内

容
に

つ
い

て
検

討
を

行
い

、
今

後
の

人
材

確
保

の
た

め
、

学
費

支
援

等
の

研
修

事
業

を
引

き
続

き
実

施
し

て
い

く
。

3
-
1

②
 女

性
農

業
者

・
高

齢
農

業
者

が
活

躍
で

き
る

環
境

づ
く

り

新
た

な
担

い
手

育
成

と
地

域
農

業
を

支
え

る
体

制
づ

く
り

①
 新

規
就

農
者

の
育

成
・

確
保

５
　

農
業

・
農

村
を

支
え

る
多

様
な

担
い

手
の

育
成

・
確

保

 意
欲

の
あ

る
担

い
手

の
育

成
・

確
保

①
 地

域
の

中
心

的
担

い
手

の
育

成
と

確
保



基
本

目
標

基
本

方
針

具
体

的
な

取
組

施
策

の
展

開
方

向
と

取
組

内
容

成
果

と
評

価
課

題
と

今
後

の
方

向
性

第
９

次
の

項
目

・
農

業
後

継
者

パ
ー

ト
ナ

ー
対

策
の

支
援

を
推

進
し

ま
す

。

J
A

と
共

同
の

ア
グ

リ
パ

ー
ト

ナ
ー

推
進

員
を

配
置

し
、

農
業

委
員

会
と

連
携

の
も

と
農

業
後

継
者

の
パ

ー
ト

ナ
ー

対
策

の
取

り
組

み
と

し
て

、
道

内
外

の
女

性
と

交
流

イ
ベ

ン
ト

等
を

開
催

や
マ

ッ
チ

ン
グ

か
ら

交
際

ま
で

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

を
行

っ
た

結
果

、
7

名
の

成
婚

と
な

っ
た

。
ま

た
、

成
婚

後
の

家
族

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
取

り
組

み
と

し
て

、
交

流
会

の
機

会
を

設
け

、
配

偶
者

同
士

や
家

族
間

が
親

睦
を

深
め

た
こ

と
に

よ
り

、
円

滑
な

農
業

経
営

に
つ

な
が

っ
た

。
な

お
、

コ
ロ

ナ
禍

で
交

流
イ

ベ
ン

ト
の

半
数

は
開

催
中

止
と

な
り

、
事

業
規

模
が

縮
小

に
な

り
、

R
5

年
度

に
は

富
良

野
地

域
協

議
会

が
解

散
し

、
主

催
し

て
い

た
年

2
回

の
交

流
イ

ベ
ン

ト
も

減
少

と
な

っ
た

。

メ
イ

ン
事

業
の

交
流

イ
ベ

ン
ト

開
催

数
が

減
少

と
な

っ
て

い
る

が
、

今
後

も
Ｊ

Ａ
，

農
業

委
員

会
と

連
携

し
、

従
来

の
イ

ベ
ン

ト
の

ほ
か

新
た

な
機

会
提

供
の

方
法

等
の

導
入

に
よ

り
、

マ
ッ

チ
ン

グ
か

ら
成

婚
ま

で
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

継
続

し
て

パ
ー

ト
ナ

ー
対

策
を

実
施

し
て

い
く

。
ま

た
、

嫁
が

れ
た

方
々

へ
の

家
族

を
含

め
た

交
流

、
サ

ポ
ー

ト
に

つ
い

て
も

開
催

の
必

要
性

を
検

討
し

な
が

ら
進

め
て

い
く

。
3

-
1

・
経

営
形

態
に

合
わ

せ
た

労
働

力
不

足
解

消
の

取
り

組
み

を
推

進
し

ま
す

。

農
業

者
ご

と
に

経
営

形
態

の
現

状
把

握
か

ら
、

今
後

に
取

り
組

む
べ

き
内

容
に

つ
い

て
、

各
農

業
関

係
機

関
と

連
携

を
図

り
、

情
報

の
収

集
と

整
理

等
を

行
い

、
町

主
体

の
事

業
と

し
て

地
域

お
こ

し
協

力
隊

員
制

度
を

活
用

し
た

農
業

ヘ
ル

パ
ー

導
入

を
検

討
し

た
。

ま
た

、
ス

マ
ー

ト
農

業
を

は
じ

め
と

し
た

先
進

的
技

術
や

高
効

率
作

業
機

械
の

導
入

促
進

に
よ

る
省

力
化

を
実

施
し

、
繁

忙
期

の
慢

性
的

な
人

員
不

足
は

、
J
A

派
遣

事
業

の
対

応
に

よ
り

、
一

定
程

度
の

解
消

が
さ

れ
て

い
る

。

農
繁

期
の

労
働

力
不

足
は

常
態

化
し

て
い

る
た

め
、

引
き

続
き

、
Ｊ

Ａ
な

ど
各

農
業

関
係

機
関

と
連

携
し

な
が

ら
、

実
態

の
把

握
と

改
善

に
向

け
た

対
策

等
の

検
討

を
進

め
る

と
と

も
に

、
地

域
お

こ
し

協
力

隊
員

農
業

ヘ
ル

パ
ー

制
度

の
拡

大
を

検
討

し
て

い
く

。
3

-
1

・
串

内
牧

場
の

活
用

促
進

と
誘

導
を

推
進

し
ま

す
。

串
内

牧
場

へ
の

入
牧

を
促

進
し

、
乳

牛
・

肉
牛

飼
養

農
業

者
の

労
働

力
の

省
力

化
を

図
っ

た
。

ま
た

、
起

伏
に

富
ん

だ
広

い
牧

場
に

放
牧

し
て

健
康

な
牛

を
育

成
す

る
た

め
の

質
の

高
い

飼
育

環
境

の
保

持
し

、
依

頼
者

の
安

定
し

た
牧

場
運

営
に

つ
な

げ
た

。

牛
の

個
体

に
も

よ
る

が
、

生
育

不
良

の
牛

も
い

る
こ

と
か

ら
、

乳
牛

・
肉

牛
飼

養
農

業
者

の
経

済
的

な
経

営
の

安
定

化
の

た
め

に
も

、
安

心
し

て
預

け
ら

れ
る

公
共

牧
場

運
営

を
支

援
し

、
今

後
も

活
用

促
進

と
誘

導
を

推
進

す
る

。
1

-
2

・
串

内
牧

場
の

道
営

草
地

畜
産

基
盤

整
備

事
業

（
草

地
事

業
、

哺
育

・
育

成
セ

ン
タ

ー
）

の
早

期
完

了
を

推
進

し
ま

す
。

（
事

業
期

間
：

R
1

～
R

5
）

道
営

草
地

畜
産

基
盤

整
備

事
業

（
草

地
整

備
型

）
公

共
牧

場
整

備
事

業
を

活
用

し
、

草
地

整
備

に
取

り
組

ん
で

い
る

。
哺

育
育

成
セ

ン
タ

ー
は

R
４

年
度

よ
り

受
入

を
開

始
し

、
R

5
年

度
に

計
画

通
り

の
進

捗
で

事
業

完
了

し
、

効
果

が
発

揮
さ

れ
て

い
る

。

畜
産

の
基

盤
強

化
や

経
営

の
安

定
化

の
た

め
、

今
後

も
積

極
的

に
設

備
施

設
の

活
用

を
進

め
る

。

事
業

完
了

・
Ｔ

Ｍ
Ｒ

セ
ン

タ
ー

、
コ

ン
ト

ラ
ク

タ
ー

等
の

飼
料

生
産

組
織

設
置

等
の

支
援

や
、

畜
産

ク
ラ

ス
タ

ー
事

業
で

の
生

産
効

率
化

を
推

進
し

ま
す

。

こ
れ

ま
で

Ｔ
Ｍ

Ｒ
セ

ン
タ

ー
及

び
堆

肥
セ

ン
タ

ー
整

備
の

協
議

を
進

め
て

き
た

が
、

希
望

者
の

減
少

、
効

果
的

な
施

設
規

模
の

面
か

ら
現

状
で

は
参

加
者

の
合

意
形

成
が

図
れ

な
か

っ
た

。
家

族
経

営
の

多
い

畜
産

業
の

負
担

軽
減

を
図

り
、

安
定

生
産

で
き

る
よ

う
検

討
を

進
め

て
き

た
。

防
衛

施
設

周
辺

整
備

事
業

に
よ

り
R

5
開

始
を

予
定

し
て

い
た

Ｔ
Ｍ

Ｒ
セ

ン
タ

ー
、

堆
肥

セ
ン

タ
ー

設
置

に
つ

い
て

は
、

事
業

見
送

り
と

な
っ

た
こ

と
か

ら
、

現
時

点
で

の
計

画
検

討
を

休
止

す
る

。
今

後
も

畜
産

業
の

負
担

軽
減

を
図

り
、

安
定

生
産

で
き

る
よ

う
な

施
策

は
継

続
し

て
検

討
し

て
い

く
。

1
-
2

・
農

作
業

安
全

励
行

を
推

進
し

ま
す

。

農
業

者
に

対
し

て
農

作
業

安
全

の
励

行
に

つ
い

て
注

意
喚

起
、

周
知

を
実

施
し

て
き

た
。

今
後

も
引

き
続

き
農

業
者

に
対

し
て

注
意

喚
起

を
促

し
て

い
く

。

1
-
1

・
ふ

ら
の

農
業

協
同

組
合

平
成

２
９

年
度

か
ら

農
業

窓
口

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

化
と

し
て

、
行

政
の

農
業

部
門

を
Ｊ

Ａ
事

務
所

に
置

く
こ

と
に

よ
り

、
農

業
関

係
の

事
務

事
業

が
一

体
的

に
実

施
で

き
る

よ
う

体
制

を
整

備
し

た
。

農
業

者
か

ら
の

相
談

や
手

続
き

な
ど

が
連

携
し

て
行

え
る

よ
う

に
な

り
、

利
便

性
向

上
、

事
務

処
理

の
円

滑
化

等
行

政
機

能
の

向
上

が
図

ら
れ

て
い

る
。

引
き

続
き

現
行

の
体

制
を

維
持

し
、

連
携

の
強

化
を

図
る

。
利

用
者

に
対

し
て

定
期

的
に

調
査

等
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

現
状

分
析

か
ら

ニ
ー

ズ
に

合
わ

せ
た

今
後

の
体

制
づ

く
り

を
検

討
し

て
い

く
。

4

・
上

富
良

野
町

農
業

委
員

会

農
業

経
営

基
盤

強
化

促
進

法
に

係
る

農
地

流
動

化
対

策
に

よ
り

、
認

定
農

業
者

や
地

域
の

中
心

的
な

担
い

手
へ

の
優

良
農

地
の

集
積

推
進

な
ど

を
行

う
と

と
も

に
、

農
地

パ
ト

ロ
ー

ル
等

に
よ

る
利

用
実

態
の

把
握

と
指

導
を

行
い

、
耕

作
放

棄
地

の
防

止
と

遊
休

農
地

の
発

生
を

抑
制

し
て

き
た

。
ま

た
、

第
８

次
農

業
振

興
計

画
、

農
業

・
農

村
振

興
実

践
プ

ラ
ン

に
基

づ
い

た
適

切
な

運
用

を
実

施
し

て
き

た
。

今
後

も
耕

作
放

棄
地

の
発

生
防

止
等

を
推

進
す

る
た

め
に

、
関

係
機

関
と

の
農

地
情

報
の

共
有

化
や

関
連

す
る

施
策

制
度

の
活

用
に

よ
り

優
良

農
地

の
確

保
に

努
め

、
将

来
に

わ
た

っ
て

効
率

的
か

つ
安

定
的

な
有

効
利

用
が

図
ら

れ
る

よ
う

連
携

し
て

い
く

。
4

・
富

良
野

土
地

改
良

区

か
ん

が
い

用
水

利
施

設
等

の
維

持
管

理
、

現
在

実
施

し
て

い
る

水
田

地
域

の
生

産
基

盤
整

備
の

推
進

主
体

と
し

て
、

町
と

連
携

し
た

取
り

組
み

に
よ

り
各

施
策

を
実

施
し

て
き

た
。

今
後

も
引

き
続

き
か

ん
が

い
用

水
利

及
び

主
要

事
業

に
つ

い
て

、
各

農
業

関
係

機
関

と
の

連
携

強
化

を
図

っ
て

い
く

。
4

・
し

ろ
が

ね
土

地
改

良
区

し
ろ

が
ね

地
区

の
農

業
水

利
施

設
等

の
維

持
管

理
、

各
種

生
産

基
盤

整
備

の
推

進
主

体
と

し
て

、
町

と
連

携
し

た
取

組
に

よ
り

各
施

策
を

実
施

し
て

き
た

。
今

後
も

引
き

続
き

,し
ろ

が
ね

地
区

の
農

業
水

利
に

つ
い

て
、

各
農

業
関

係
機

関
と

の
連

携
強

化
を

図
っ

て
い

く
。

4

・
北

海
道

中
央

農
業

共
済

組
合

農
業

共
済

事
業

・
収

入
保

険
制

度
の

実
施

主
体

と
し

て
、

経
営

所
得

安
定

対
策

事
業

と
連

動
し

た
各

施
策

を
実

施
し

て
き

た
。

ま
た

、
畜

産
の

防
疫

体
制

を
堅

持
す

る
た

め
連

携
し

た
取

り
組

み
を

実
施

し
て

き
た

。

今
後

も
引

き
続

き
、

経
営

所
得

の
安

定
化

と
持

続
可

能
な

農
業

経
営

に
向

け
て

、
各

農
業

関
係

機
関

と
の

連
携

強
化

を
図

っ
て

い
く

。
4

・
上

川
農

業
改

良
普

及
セ

ン
タ

ー
富

良
野

支
所

農
業

技
術

及
び

経
営

指
導

等
に

よ
り

地
域

農
業

発
展

の
た

め
の

課
題

解
決

を
総

合
的

に
支

援
し

、
普

及
す

る
施

策
を

連
携

し
て

実
施

し
て

き
た

。
今

後
も

引
き

続
き

、
地

域
現

場
の

課
題

に
対

し
、

総
合

的
に

支
援

す
る

よ
う

各
農

業
関

係
機

関
と

の
連

携
強

化
を

図
っ

て
い

く
。

4

６
　

農
業

関
係

機
関

と
の

連
携

新
た

な
担

い
手

育
成

と
地

域
農

業
を

支
え

る
体

制
づ

く
り

①
 新

規
就

農
者

の
育

成
・

確
保

５
　

農
業

・
農

村
を

支
え

る
多

様
な

担
い

手
の

育
成

・
確

保

②
 担

い
手

を
支

え
る

仕
組

み
づ

く
り



A
B
C
D

家族協定締結状況（R5.3末現在）
変更締結

A B C D 件数
日　新 3 1 2 2 経営移譲２件
清　富 1 1

草　分 5 2 2 1 2
C⇒Bへ１件
家族構成変更１件

江　幌 2 1 1 1 経営移譲１件
静　修 2 1 1
里　仁 1 1
江　花 9 1 2 6 3 経営移譲２件
日の出 3 1 1 1 1 経営移譲１件
島　津 3 1 2 2 経営移譲２件
旭　野 3 2 1
富　原 4 1 2 1 1 経営移譲１件
東　中 16 1 1 6 8 3 経営移譲３件

***合計*** 52 2 5 20 25 15

平成３１年４月（第８次農業振興計画策定時）
変更締結

A B C D 件　　数
日　新 2 1 1 1 経営移譲１件
清　富 1 1

草　分 5 3 1 1 3
経営移譲２件
家族構成変更１件

江　幌 4 1 2 1 1 経営移譲１件
静　修 2 1 1
里　仁 3 1 2

江　花 11 1 1 4 5 4
C⇒A１件
経営移譲３件

日の出 3 1 1 1
島　津 4 1 1 2 2 経営移譲２件
旭　野 4 1 2 2 1 法人化による１減
富　原 6 2 2 2
東　中 14 2 1 6 5 2 経営移譲２件

***合計*** 59 6 9 23 22 14

平成２５年３月（第７次農業振興計画策定時）
変更締結

A B C D 件　　数
日　新 4 2 1 1 1 経営移譲１件
清　富 1 1
草　分 6 1 1 1 2 1 C⇒B１件
江　幌 3 2 1 1 経営移譲１件
静　修 2 1 1
里　仁 3 1 2
江　花 12 2 3 5 2 1 B⇒A１件
日の出 7 1 2 3 1
島　津 4 1 1 2 2 経営移譲２件
旭　野 6 1 2 3
富　原 6 2 2 2
東　中 21 2 2 9 8 経営移譲３件

***合計*** 75 7 14 29 24 6

家 族 協 定 締 結 の 状 況

夫婦及び後継者の夫婦
夫婦及び後継者
夫婦

協定種類

夫婦及び親、その他

地区名 締結件数
協定の種類

備考

地区名 締結件数
協定の種類

備考

地区名 締結件数
協定の種類

備考

資料 ２



単位：頭

飼養頭数

実頭数 延べ頭数 頭数

乳用牛 82 10,505 1,318

肉用牛 58 6,978 11,313

計 140 17,483 12,631

乳用牛 71 9,680 1,318

肉用牛 54 6,358 10,692

計 125 16,038 12,010

乳用牛 91 12,030 1,316

肉用牛 50 5,766 10,661

計 141 17,796 11,977

乳用牛 67 8,309 1,295

肉用牛 44 4,004 11,437

計 111 12,313 12,732

乳用牛 67 8,426 1,202

肉用牛 26 3,563 11,423

計 93 11,989 12,625

令和４年度

放牧頭数
種類年　度

串内牧場入牧頭数の推移

平成30年度

平成31年度
（令和元年度）

令和２年度

令和３年度

1,496 1,500 1,448 1,430 1,447 1,318 1,333 1,316 1,295 1,202

7,684

9,026
9,739

10,204 10,317

11,313
10,692 10,661

11,437 11,423

139 138

160

129

112
105

115

126

88

66

109 107

93
88 86

95
103

98

62
53

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

串内牧場入牧数・飼育数の推移

乳用牛 肉用牛 串内入牧乳 串内入牧肉 入牧数飼育数

資料 ３



道
　
営
　
事
　

業
　
の
　
推
　
移

(千
円
)

町
負
担

町
負
担

町
負
担

町
負
担

町
負
担

合
計

(内
)

促
進
費

合
計

(内
)

促
進
費

合
計

(内
)

促
進
費

合
計

(内
)

促
進
費

合
計

(内
)

促
進
費

東
中
中
央

区
画
=2
19
.1
ha

用
水
=1
8,
26
3ｍ

排
水
=1
6,
55
6m

3,
52
5,
00
0
区
画
=5
0.
5h
a

41
3,
90
9

42
,6
25

39
,6
15

付
帯
工

17
8,
73
0
14
,1
86

14
,1
86

換
地
費

付
帯
工

66
,4
00

3,
31
5

3,
31
5
付
帯
工

1,
30
0

64
0

東
中
南

区
画
=1
21
.7
ha

用
水
=1
1,
10
4ｍ

排
水
=1
1,
92
2ｍ

1,
62
6,
00
0
換
地
費

11
3,
68
9

11
,3
62

11
,3
62

換
地
費

3,
51
0

17
6

17
6

東
中
西

区
画
=8
9.
9h
a

用
水
=8
,0
23
ｍ

排
水
=7
,7
70
ｍ

1,
77
5,
00
0
区
画
=1
7.
0h
a

13
2,
28
8

13
,2
26

13
,2
26

付
帯
工

81
,5
90

6,
67
4

6,
67
4
換
地
費

付
帯
工

58
,9
90

2,
94
8

2,
94
8
付
帯
工

1,
30
0

64
0

東
中
第
１

区
画
=2
55
.2
ha

用
水
=1
5,
88
2ｍ

排
水
=1
2,
47
3ｍ

6,
27
3,
00
0
区
画
=7
2.
0h
a

排
水
=3
,3
68
m

94
0,
83
8
11
3,
08
6
48
,1
58

区
画
=7
0.
0h
a

83
5,
57
6
83
,2
21

50
,2
03

用
水
=6
38
m

付
帯
工

21
2,
00
0
10
,8
23

10
,4
48

区
画
=1
8.
5h
a

99
,1
68

4,
95
8

4,
95
8
付
帯
工

9,
44
0

47
2

0

東
中
東
部

区
画
=2
61
.5
ha

用
水
=1
8,
16
7ｍ

排
水
=1
4,
12
3ｍ

3,
66
9,
00
0
区
画
=5
9.
5h
a

用
水
=5
,0
63
m

排
水
=1
,3
38
m
1,
04
2,
85
0
10
5,
84
2
87
,9
63

区
画
=5
2.
0h
a

用
水
=4
,8
40
m

排
水
=1
,6
69
m

98
1,
99
1
88
,7
48

62
,8
84

区
画
=3
6.
4h
a

用
水
=5
,4
43
m

排
水
=4
,4
94
m
1,
03
3,
72
0
52
,6
32

42
,9
40

区
画
=1
9.
4h
a

用
水
=4
,1
62
m

排
水
=2
,0
78
m

86
6,
03
5
45
,4
06

40
,3
90

付
帯
工

用
水
=3
,2
29
m

排
水
=1
,2
75
m

63
2,
00
0
16
,0
75

16
,0
75

島
津
第
2

区
画
=6
8.
8h
a

用
水
=1
5,
88
6ｍ

排
水
=3
00
ｍ

2,
56
9,
00
0
区
画
=1
7.
6h
a

用
水
=1
,0
71
m

排
水
=7
17
m

96
,2
86

7,
11
8

4,
74
5

区
画
=1
6.
0h
a

用
水
=1
,2
63
m

28
5,
20
7
23
,0
75

18
,5
91

区
画
=1
3.
5h
a

用
水
=8
21
m

31
5,
84
0

9,
96
8

7,
15
0
区
画
=5
.8
ha

用
水
=2
00
m

13
5,
51
0

3,
51
3

1,
82
6
付
帯
工

1,
40
0

23
0

北
17
号
道
路

農
道
=2
,6
84
m

33
6,
00
0

改
良
工

=1
,0
64
m

舗
装
工

=1
,0
30
m

12
9,
50
0

29
,3
59

改
良
工

=4
48
m

舗
装
工

=5
52
m

78
,5
95

17
,6
84

石
標
埋
設

45
,4
00

10
,1
97

防
災
減
災

（
上
富
良
野
地

区
）

排
水
路
=4
,1
24
ｍ

1,
52
6,
00
0
排
水
=7
46
m

21
8,
00
0

29
,5
27

排
水
=2
36
m

用
地
取
得

物
件
調
査

移
転
補
償

94
,7
32

21
,7
68

排
水
=6
34
m

付
帯
工

37
1,
50
0
44
,5
21

排
水
=4
85
m

付
帯
工

16
7,
20
0
20
,0
20

排
水
=5
00
m

25
5,
80
0
30
,6
96

草
地

整
備
（
公
共

牧
場

）
ふ
ら
の
地

区

草
地
=8
03
.2
ha

施
設
=1
2

機
械
=1
4

3,
56
0,
00
0
測
試

16
6,
50
0

6,
01
8

草
地
=1
23
.8
ha

用
地
造
成

43
3,
40
0
17
,8
12

草
地
=1
05
.3
ha

畜
舎

付
帯
施
設
整

備

1,
13
2,
28
6
53
,5
87

草
地
=9
5.
1h
a

育
成
舎

病
畜
舎

牧
場
機
械
整

備

1,
09
7,
91
4
52
,7
60

草
地
=8
3.
3h
a

堆
肥
舎

乾
草
庫

73
9,
90
0
32
,7
95

地
区
名

全
体

事
業
量

事
業
費

平
成
31
年
度
（

令
和
元
年
度
）

令
和
2年

度
令
和
3年

度
令
和
4年

度
令
和
5年

度

事
業
量

事
業
費

事
業
量

事
業
費

事
業
量

事
業
費

事
業
量

事
業
費

事
業
量

事
業
費

資
料
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傾斜区分 面積（㎡） 単価 交付金

緩傾斜 5,165,878 8.0¥                41,327,024¥    

急傾斜 646,368 21.0¥              13,573,728¥    

交付対象外 41,023

小計 5,853,269 － 54,900,752¥    

緩傾斜 8,273,094 3.5¥                28,955,829¥    

急傾斜 38,452 11.5¥              442,198¥        

交付対象外 263,975

畑小計 8,575,521 － 29,398,027¥    

緩傾斜 1,042,940 3.0¥                3,128,820¥      

急傾斜 0 10.5¥              -¥                 

交付対象外 663,238

草地小計 1,706,178 － 3,128,820¥      

緩傾斜 0 3.0¥                -¥                 

急傾斜 0 10.0¥              -¥                 

放牧地小計 0 － -¥                 

小計 10,281,699 － 35,885,268¥    

交付対象 15,166,732

交付対象外 968,236

総計 16,134,968 － 90,786,020¥    

合計

令和４年度　中山間地域直接支払制度　交付金額積算根拠

地目

畑草地

畑

草地

田

放牧地

資料 ５-1



43
,7
14

各
地

区
に

お
け

る
農

地
、

水
路

、
農

道
等
の
維
持
管
理
活
動
経
費
等

21
,8
66

対
象

農
地

耕
作

者
へ

の
営

農
継

続
支

援
金
（
対
象
面
積
×
交
付
単
価
×
1/
2）

小
規
模
土
地

改
良

事
業

3
50

35
千

円
/1
0a

れ
き

破
砕

、
除

れ
き

事
業

に
対

す
る

助
成

排
水
対
策
事

業
2,
35
0

2
50
円

/m
圃

場
内

に
お

け
る

暗
渠

施
行

に
係

る
資
材
補
助

沈
砂
地
設
置

事
業

1,
44
1

豪
雨

等
に

よ
る

農
地

表
土

流
出

の
軽

減
を
図
る
た
め
、
沈
砂
地
の
設
置
を
行
う

緩
衝
緑
地
種

子
購

入
2
31

豪
雨

等
に

よ
る

農
地

表
土

流
出

の
軽

減
を
図
る
た
め
、
緑
地
緩
衝
帯
設
置
に
必
要
な
種
子
代
を
助
成

農
地
流
出
防

止
資

材
購

入
1
57

豪
雨

等
に

よ
る

農
地

表
土

流
出

の
軽

減
を
図
る
た
め
、
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■上富良野町演習場周辺農業用施設設置助成事業
単位：千円

年度 事業費 補助額 台数 対象作物

令和元年度 50,533 33,702 12台 水稲

令和2年度 44,814 29,875 11台 水稲

令和3年度 57,200 38,133 2台 小麦

令和4年度 60,000 40,000 2台 小麦

令和5年度 48,350 32,233 1台 小麦

■担い手確保・経営強化支援事業
（補助率1/２以内：国庫間接補助）

単位：千円

年度 事業費 補助額 件数 台数

令和元～５年度 実績なし

■強い農業・担い手づくり総合支援交付金事業（補助率３/１０以内：国庫間接補助）

年度 事業費 補助額 件数 台数

令和元年度 実績なし

令和2年度 13,200 3,000 1 1台 トラクター

令和.3年度 88,395 24,628 8 34台

■農地利用効率化対策事業
（補助率３/１０以内：国庫間接補助）

単位：千円
年度 事業費 補助額 件数 台数

令和４年度 41,050 9,395 2 ２台

令和５年度 4,950 1,350 1 １台

ハウス１３棟・トラクター２台・
パワーハロー１台・アッパー
ロータリー１台・マウントスプ
レーヤー２台・除草機１台・
葉分機１台・根切り機１台・
掘り取り機１台・玉ねぎ播種
機１台・ピッカー１台・にんに
く調整機１台・玉ねぎ移植機
１台・玉ねぎ剪葉機１台・自
動かん水装置１式・ハウス２
棟

トラクター　２台

マニュアスプレッダ　１台

備　　考

備　　考

コンバイン

コンバイン

備　　考

国庫補助による農業機械導入の推移

機械名

田植機

レベラー

コンバイン

資料 ６



■農業後継者就業奨励補助

認定・支給開始年度
人数

下段　総数
交付額
（千円）

6
(10)
2
(8)
2
(3)
2
(4)
1
(2)
0
(1)
3
(4)
0
(3)
1
(1)
1
(1)

■新たな農業担い手育成等支援事業（平成２８年度より実施）

1.研修学費支援事業

年度 人数 補助額（千円）

令和２年度 4 312

令和３年度 6 780

令和４年度 4 811

2.住居等支援事業

年度 件数 補助額（千円）

令和２年度 1 240

令和３年度 0 0

令和４年度 0 0

年度 件数 補助額（千円）

令和２年度 0 0

令和３年度 1 1,200

令和４年度 1 1,200

就学先

富良野緑峰高校特別専攻科

富良野緑峰高校特別専攻科
北海道立農業大学校
富良野緑峰高校特別専攻科
北海道立農業大学校

備　　考

家賃補助　１年目

１名途中後継者辞退により給付停止

１名途中後継者辞退により給付停止

3.研修受入支援事業

備　　考

１年目　１件

２年目　１件

平成３０年度 240

令和１年度 960

令和４年度 240

令和２年度 720

令和３年度 0

平成２８年度 840

平成２９年度 480

平成２６年度 1,960

平成２７年度 720

１名途中離農により給付停止

町の農業支援対策単独事業実績

備　　考

平成２５年度 2,400

資料 ７



■上富良野町収益向上作物生産振興事業（平成２８年度より実施）

年度 事業別 事業内容 件数 作物
補助額
（千円）

2 ミニトマト 3,000

2 メロン 2,594

1 にんにく 1,500

1 ホップ 755

1 アスパラ 349

1 醸造用ぶどう 542

更　新 作業用機械 1 ホップ 57

合　　計 9 8,797

2 ミニトマト 3,000

1 アスパラ 1,500

1 ほうれんそう 969

施設設備・苗 1 醸造用ぶどう 596

作業用機械 2 ホップ 172

施設設備 1 いちご 187

新規＋更新 施設設備 1 ホップ 127

合　　計 9 6,551

1 ミニトマト 1,500

1 アスパラ 1,500

施設・施設設備・苗 1 アスパラ 990

施設設備 1 アスパラ 880

作業用機械 1 ホップ 1,458

施設設備 1 青シソ 1,500

施設設備・作業用機
械 1 アスパラ 137

合　　計 7 7,965

施設・施設設備

作業用機械

施設設備・苗

施設

施設

令和４年度

新規・増反

更　新

令和２年度

新規・増反

令和３年度

新規・増反

更　新



１．今後の農業経営の意向について（番号に〇をつけてください）
①５年後（令和６～１０年）

26% １　経営規模拡大
60% ２　現状維持
7% ３　経営規模縮小
4% ４　離農
3% ５　農業は行っていない

②１０年後（令和１１～１５年）
24% １　経営規模拡大
48% ２　現状維持
8% ３　経営規模縮小

12% ４　離農
9% ５　農業は行っていない

２．「現在農業は行っていない」と答えた方について、今後どのように農地を活用されますか。
11% １　賃貸借をしたい
56% ２　売却したい
22% ３　家庭菜園として利用したい
11% ４　その他

３．農業後継者について
17% １　いる
83% ２　いない

４．今後取り組む予定について（複数可）
4% １　６次産業化

12% ２　高付加価値化（品質向上など）
3% ３　複合化

37% ４　低コスト化（コスト低減、作業効率化、規模拡大など）
4% ５　法人化

35% ６　省力化（機械化）
4% ７　ハウス栽培など施設化

５．現状及び将来に向けて必要かつ活用が見込まれる支援策（複数可）
24% １　労働力の支援体制の充実
19% ２　施設整備の補助制度
33% ３　機械・施設等の整備
10% ４　生産技術指導
6% ５　販売体制の整備
8% ６　スーパーＬ資金等の金利負担軽減措置

６．農業所得の維持拡大を図るにあたり抱えている課題（複数可）
2% １　課題はない　　　 　　　　
1% ２　経営面積が過大
5% ３　経営管理能力が未熟
8% ４　収益性が低い
6% ５　土地生産性（反収・品質）が低い
7% ６　輪作の乱れ、病害リスクの拡大
4% ７　経営面積が少ない

12% ８　有害鳥獣被害
16% ９　経営コストが高い
4% 10　後継者不在農地の分散、傾斜、小区画

20% 11　労働力不足 
13% 12　高齢化や健康問題

令和５年度農業経営に関する調査

調査結果（令和５年７月７日現在、対象者：257名、回答数：197（77％））

資料 ８



７．労働力不足の解消にあたり必要とすること（複数可）
19% １　農作業ヘルパーコントラクターの拡大
18% ２　常雇用の確保
18% ３　大型農業機械、施設の導入
22% ４　スマート農業技術の導入
6% ５　作業の共同化
8% ６　機械オペレーターの派遣
4% ７　外国人実習生の活用
4% ８　法人化
2% ９　農福連携

８．経営管理能力の向上、コスト削減に向けて必要とすること（複数可）
49% １　土壌診断・資材費の圧縮
17% ２　経営分析診断
15% ３　農業機械の共同利用
8% ４　家計費の圧縮
6% ５　複式簿記による自己分析
5% ６　法人化

９．生産性の向上を図るにあたり必要とすること（複数可）
19% １　暗渠、客土、除礫等圃場改善
19% ２　堆肥等による土壌物理性の改善
12% ３　輪作体系の維持
15% ４　土壌診断・土壌改良剤の施用
10% ５　緑肥の施用による地力増進
8% ６　生産技術指導
9% ７　鳥獣被害対策
6% ８　タイムリーな生産技術の取得
1% ９　耕畜連携草地の更新
1% 10　６次化産業への取り組み

１０．今後の経営において必要と思われるもの（複数可）
13% １　GAP実施や認証　
10% ２　ＴＭＲセンター及びコントラクター
48% ３　スマート農業
29% ４　わからない　

１１．農業に関するご意見や思いなどをご自由にお書きください
・ 7-3は機械導入は大型にこだわらず小型も必要
・ 地域の高齢化　人手不足が心配
・ 耕地放棄地による雑草の種の飛沫等の被害がある。国や自治体で取り上げて再生するよう努めてほ
・ 農業経営体が減少傾向で今後、条件不利な農地は受け手がつかないと見込まれる。過去に実施さ

れた基盤整備事業、畑地の傾斜軽減等の農地改良が望まれる。
・ 人手不足
・ GAP⇒などやるメリットが明確ではない。当たり前のことであるかもしれないが価格に反映されるなど

が見えたらよいのだが。

・ 環境整備必要と思います
・ 育苗ハウス更新に対して補助が欲しい
・ 拡大したくても条件があわない。常雇用確保も冬季間が課題。
・ 町として用排水路の整備をして欲しい。収入の安定化（経費が上がる一方で収入は減っている現状を

理解して欲しい）



１　現状からみた課題（自由記載）

２　労働力不足の解消に向けて必要とすること（１つ〇をつけてください）　
0% １　農作業ヘルパー

11% ２　コントラクターの拡大
33% ３　常雇用の確保
22% ４　大型農業機械、施設の導入
33% ５　スマート農業技術の導入　

３　スマート農業の導入を検討しているもの　（１つ〇をつけてください）
67% １　自動操舵システム　　　　
0% ２　ドローン

33% ３　その他（自動冠水、ロボトラ　　　　　　　　　　　　　）

４　地産地消の推進のため、地域で取り組んでいく必要とすること（１つ〇をつけてください）
42% １　食育　　
29% ２　地場農畜産物を活用した加工品の開発・販売
29% ３　農業体験等
0% ４　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

５　今後の農業に必要なこと（１つ〇をつけてください）
50% １　新規就農者への支援　　
13% ２　６次産業　　
24% ３　ＤＸ推進による生産性の向上
13% ４　その他（機械導入の支援、新規参入を手助けと常雇用した時の支援　　　　　　　　　　　　）

６　上富良野町の農業においてその他必要とすることや要望等ご記入下さい。

◆アンケート結果（JA青年部）

・大型機械で作業効率や生産性を上げたいが高価なものばかりでなかなか手が出にくいので一部補助して
くれると助かる
・農家人口も減少し担い手に農地集約されるが、土地条件の良い所は買い手も見つかるが、悪条件の土
地は敬遠されやすくなる。区画整備、暗渠、排水などできるとありがたい。
　それと関連して鳥獣害も深刻な問題でもあるため狩猟免許保有者も増やしていくべきだと思う。
・新規就農者への手厚い支援
・未婚男性へのアグリパートナー参加の呼びかけ　（参加したくても人見知りの男性がいると思うので）
・上富良野町本体でふるさと納税の返礼品事業を行ってほしい。各々商店や企業が参入し、一貫性がなく
先が心配である。JA的にも集荷量の問題が生じており、ぜひ　行政サイドにお願いしたい。
・ホップやラベンダーの町を代表する作物の強化。特にラベンダーは栽培農家が少なく、早めに取り組む必
要があるのでは？
・雇用の改善をしている企業には、もう少し待遇を見直し欲しい
・人口減少で財源が少ない事は分かっているが、今後農業において機械への投資は不可欠である為、支
援を出来る限りお願いしたい。又、害獣被害があり狩猟も考えてはいるが、処理・加工が可能な施設が近く
に無いため、処理が困難に思える。そのようなことをしてくれる企業の呼び込みをお願いしたい。
　現在、青年部は半数以上が経営移譲しており、様々な意見を聞くために一席設けて頂くのも一つだと思
います。

・資材費高騰によるコスト増が経営圧迫
・数年後先の作業効率を上げるために、全ての圃場に牛糞堆肥を13ｔ/10aから散布しています。現在では
マニュアスプレッダーのサイズが小さく古いこともあり時間がかかることが我が家での改善すべき課題の一
つ
・面積が増えることでの労働時間の増加。天候不良による作業の遅れ。
・利益率の改善、DX推進、制度UP
・一戸当たりの経営面積が増えて全ての畑を作付けする事が今後出来なくなってくる。労働力を確保する
か、緑肥などで面積を消化しなければならないと考える。また、機械の大型化で格納にも困っている。
・規模拡大を希望しても、近くに売地が出ないと実現できない。したがって、計画をしてもなかなか無理であ
る。施設農業と大規模農業が混在する要因と思う。



 



  



 

 

 

 


